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平成２５年第３回さつま町議会定例会審議結果 
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番 号 
件   名 上程日 議決日 議決結果 
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委 員 会

議案 

５８ 

さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止につい

て 
25.09.09 25.10.02 原案可決 総務厚生

５９ 
さつま町肉用牛特別導入事業基金条例の一部

改正について 
〃 〃 〃 文教経済

６０ 
さつま町乳幼児医療費助成条例の一部改正に

ついて 
〃 〃 〃 総務厚生

６１ 
さつま町工業開発等促進条例の一部改正につ

いて 
〃 〃 〃 〃 

６２ 
平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第

４号） 
〃 〃 〃 ２ 常 任

６３ 
平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計

補正予算（第２号） 
〃 〃 〃 総務厚生

６４ 
求名小学校屋内運動場耐震補強及び大規模改

造工事請負契約の締結について 
〃 25.09.09 可 決 癩

６５ 人権擁護委員候補者の推薦について 〃 〃 適 任 癩

６６ 
平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第

５号） 
25.10.02 25.10.02 原案可決 癩

６７ 
平成２４年度さつま町歳入歳出決算の認定に

ついて 
〃 継続審査 決 算

６８ 
平成２４年度さつま町水道事業会計未処分利

益剰余金の処分について 
〃 〃 〃 

６９ 
平成２４年度さつま町水道事業会計決算の認

定について 
〃 〃 〃 

７０ 
平成２４年度さつま町簡易水道事業会計未処

分利益剰余金の処分について 
〃 〃 〃 

７１ 
平成２４年度さつま町簡易水道事業会計決算

の認定について 
〃 〃 〃 

７２ さつま町副町長の選任について 〃 25.10.02 同 意 癩

陳情 

３ 

「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関す

る地方の財源確保のための意見書採択」に関

する陳情について 

25.09.09 〃 採 択 文教経済

４ 

少人数学級の推進などの定数改善と義務教育

費国庫負担制度２分の１復元をはかるため

の、２０１４年度政府予算に係る意見書採択

の要請について 

〃 〃 〃 〃 



（2） 
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番 号 
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付 託

委 員 会

発委 
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「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関す

る地方の財源確保」のための意見書（案）の

提出について 

25.10.02 25.10.02 原案可決 
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少人数学級の推進などの定数改善と義務教育

費国庫負担制度２分の１復元をはかるため

の、２０１４年度政府予算に係る意見書（案）

の提出について 

〃 〃 〃 

４ 
道州制導入に断固反対する意見書（案）の提

出について 
〃 〃 〃 

報告 

９ 
平成２４年度健全化判断比率の報告について 〃 〃 報 告 済 

１０ 平成２４年度資金不足比率の報告について 〃 〃 〃 

議員派遣の件 〃 〃 決 定 

閉会中の継続審査・調査について 〃 〃 〃 
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平成２５年第３回さつま町議会定例会会議録 

   （第１日） 

○開会期日 平成２５年９月９日 午前９時３０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○会議の場所 さつま町議会議事堂 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○当日の議員の出欠は次のとおり

出席議員（１６名） 

   １番  平八重 光 輝 議員    ２番  木 下 敬 子 議員 

   ３番  宮之脇 尚 美 議員    ４番  桑 園 憲 一 議員 

   ５番  森 山   大 議員    ６番  東   哲 雄 議員 

   ７番  岩 元 涼 一 議員    ８番  新 改 幸 一 議員 

   ９番  木 下 賢 治 議員   １０番  川 口 憲 男 議員 

  １１番  米 丸 文 武 議員   １２番  新 改 秀 作 議員 

  １３番  岸 良 光 廣 議員   １４番  上久保 澄 雄 議員 

  １５番  柏 木 幸 平 議員   １６番  舟 倉 武 則 議員 

欠席議員（なし） 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○出席した議会職員は次のとおり

 事 務 局 長  萩 原 康 正 君   局長補佐兼議事係長  中 間 博 巳 君 

 議 事 係 主 任  神 園 大 士 君 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○地方自治法第１２１条の規定による出席者は次のとおり

 町     長  日 髙 政 勝 君   教  育  長  東   修 一 君 

 企 画 課 長  湯 下 吉 郎 君   教委総務課長  上 野 俊 市 君 

福 祉 課 長 王子野 建 男 君 社会教育課長 岩 元 義 治 君 

介護保険課長 中 村 慎 一 君 文 化 課 長 橋ノ口 賢 二 君 
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△開 会 午前９時３０分 

○議長（舟倉 武則議員）

おはようございます。ただいまから平成２５年第３回さつま町議会定例会を開会します。 

教育委員会委員長及び農業委員会会長から本定例会に欠席する旨、届け出がありましたのでお

知らせします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△開  議   

○議長（舟倉 武則議員）

これから本日の会議を開きます。 

本日の日程は、お手元に配付してある議事日程のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△日程第１「会議録署名議員の指名」   

○議長（舟倉 武則議員）

日程第１「会議録署名議員の指名」を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定によって、７番、岩元涼一議員及び８番、新改

幸一議員を指名します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△日程第２「会期の決定」   

○議長（舟倉 武則議員）

日程第２「会期の決定」の件を議題とします。 

 お諮りします。本定例会の会期は、本日から１０月２日までの２４日間にしたいと思います。

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

異議なしと認めます。したがって、会期は本日から１０月２日までの２４日間に決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△日程第３「諸般の報告」   

○議長（舟倉 武則議員）

日程第３「諸般の報告」を行います。 

一般的なことについてはお手元に配付してありますので、口頭報告は省略します。 

監査委員から例月出納検査、学校給食センター及び学校備品監査の実施結果報告がありました

ので、印刷してお配りしてあります。御了承願います。 

これで諸般の報告を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△日程第４「行政報告」   

○議長（舟倉 武則議員）

日程第４「行政報告」を行います。 

町長の報告を許します。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）

 おはようございます。町長報告につきましては、印刷してお配りしているところであります。

この中で、７月９日と８月２日に行われました川内川改修促進期成会及び川内川上下流改修促進
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期成会によります要望活動に関します事項と、７月１１日の薩摩西郷梅生産組合の６次産業化推

進事業計画認定報告及び７月１８日に行いました高校振興対策に関する鹿児島県教育長要望活動

並びに７月２３日に行いました県立公園整備促進に関する県知事要望活動などにつきまして、補

足して御報告をいたします。 

 まず、７月９日と８月２日に行われました川内川の改修促進期成会及び上下流改修促進期成会

によります要望活動についてであります。 

 御案内のように、本町を貫流します川内川は梅雨期の集中豪雨、あるいは台風時期の豪雨のた

びに流域住民に洪水に対する不安を増幅させ、各地において浸水被害をたびたび引き起こしてま

いったところでございます。特に、平成１８年の県北部豪雨災害においては、新町さつま町が誕

生して間もないときに発生をいたしました大規模な災害として、今もなお、記憶に新しいところ

でございます。 

 平成１９年度から進められました川内川の河川激特事業も本年３月に見事に完成をいたしまし

て、治水安全度の向上が図られたところでございます。近年の全国的な大規模な自然災害の発生

状況を見ますと、これまで以上に自然災害に対する住民の不安というのは高まっておりますので、

より一層の治水安全度の向上が求められるところでございます。このようなことからも、川内川

流域の市町及び県が結束をいたしまして、川内川の河川管理を行っております国土交通省九州地

方整備局及び川内川河川事務所へそれぞれ赴きまして、治水安全度のさらなる向上へ向けた要望

活動を行ってきたところであります。 

 本町におきましては、鶴田ダムの再開発事業の早期完成、これが説明にありましたとおり、平

成２７年度が２年間延長して平成２９年度までということになっておりますが、それの早期完成

及び内水対策というのが、今後の大きな課題でございますので、排水機場の早期整備、それから

こういったこと等を踏まえて安全性の向上を図る護岸整備、あるいは以前から要望が出されてお

ります川原、時吉の環境整備、虎居まで含めた市街地部上流の時吉を含めた環境整備等について

も、これまでも要望いたしておりますけれども、特にまた、これも挙げまして要望を行っており

ます。 

 次に、薩摩西郷梅の生産組合６次産業化推進事業の計画認定報告についてでございます。 

 ７月の１１日に６次産業化法に基づきます農林漁業経営の改善を図るため、農林水産物等の生

産及びその加工または販売を一体的に行う事業活動としまして、薩摩西郷梅生産組合の事業計画

が、本年６月３日付で農林水産大臣の認定を受けたところでございます。 

 ６次産業化の推進につきましては、私のマニフェスト政策としましても取り組みを進めている

ところでございますが、この地域資源を活用した事業計画が認定をされまして、本格的な事業推

進が、これからまた進められるということで大いに期待をいたしているところでございます。法

人化も組織をされておりますので、これについてはモデルとして、６次産業化の、これから梅に

限らず、いろいろと輪が広がっていくことを期待をいたしております。町といたしましても、こ

の梅の関係につきましては積極的に支援を進めてまいりたいと考えておりまして、今回の補正で

も、その準備のための予算もお願いをいたしているところでございます。 

 次に、高校振興対策に関する鹿児島県教育長要望活動についてであります。 

 本町における唯一の高等学校であります薩摩中央高等学校の振興発展を図るために薩摩中央高

等学校振興対策協議会を設置をいたしております。高校振興に対するさまざまな対策をこれまで

行ってきているところでありますが、新聞紙上でもおわかりのとおり、当高校への進学希望者数

というのは年々減少をいたしまして、募集定員に満たない状況が続いております。 

 県の教育委員会におきましては、再編を含む募集定員の策定を年度ごとに検討をいたしており
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まして、既に２６年度についても説明がされておりますけれども、本町にある地元高校としまし

て、現状に対する危機的な意識を、やはり全町民で持っていただきまして、この現状を打開する

必要があると思っております。 

 そういうことで、一昨年に続きまして、今回も、私と教育長、それから議会議長、同窓会長、

県議も一緒でございますが、ともども、県教育長に対しまして削減などの拙速な対応を行わない

ように要望を行ってきたところでございます。 

 最後に、７月２３日に実施をいたしました県立北薩広域公園の整備促進に関する県知事の要望

活動でございます。 

 北薩広域公園につきましては、平成１４年にふるさとゾーン、約４２ヘクタールが開園をいた

しました。体験工房、キャンプ場、運動公園等を活用した催しが年間を通して開催をされており

ます。今のところ、年間約１６万人が来園をする公園になっております。 

 しかし、公園の全体構想になっておりますテーマゾーン、歴史ゾーンの整備というのが、鹿児

島県で全国フラワーパークのイベントがございましたので、そういった経費等もございまして、

しばらく停滞をしたところでございますけれども、当公園の早期の全体的完成が待望されている

ところでございます。既にテーマゾーンについては、また新たに着工は始まっておりますけれど

も、さらなる促進を図るために、今回、直接、町議会議長、井上県議一緒に知事へ具体的な項目

を挙げまして要望を行ってきたところでございます。知事の御回答とされましても、前向きな考

え方がお示しをされたところでございます。 

 なお、８月の２１日は、川西薩の地域振興協議会におきましても、この北薩広域公園の整備促

進を初め、北薩横断道路、地方バス路線維持対策、地域医療確保対策などについての知事要望を

行ってまいったところでございますが、この北薩広域公園の利用促進については、町におきまし

ても、学生スポーツ合宿のメッカとして、運動公園の活用とか、あるいはキャンプ場の利用促進

に積極的に関与をいたしてきております。 

 また、地元ボランティア団体によります本の読み聞かせ会とか、いろんな活動も開催をされて

おりまして、多くの町民の皆さんにも親しまれる施設となっているかと思っております。今後、

さらなる利用促進に向けた取り組みを進めてまいりたいと考えているところでございます。 

 以上で町長報告を終わります。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 これで行政報告を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第５「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条

例の廃止について」、日程第６「議案第５９号 さつま

町肉用牛特別導入事業基金条例の一部改正について」、

日程第７「議案第６０号 さつま町乳幼児医療費助成条

例の一部改正について」、日程第８「議案第６１号 さ

つま町工業開発等促進条例の一部改正について」、日程

第９「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補

正予算（第４号）」、日程第１０「議案第６３号 平成

２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第

２号）」   

○議長（舟倉 武則議員）   



- 6 - 

 日程第５「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止について」から、日程第

１０「議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）」までの

議案６件を一括して議題とします。 

各議案について提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）

それでは、議案第５８号から議案第６３号まで一括して提案の理由を申し上げます。 

まず、「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止について」であります。 

さつま町高齢者ふれあい館は、現在、設置目的に沿った利用実態がなく、今後の利活用も見込

まれないことから、本施設を廃止しようとするため提案するものであります。 

 次に、「議案第５９号 さつま町肉用牛特別導入事業基金条例の一部改正について」でありま

す。 

 これは、県の家畜導入事業補助制度の変更に伴いまして、助成制度の拡大を図るために、本条

例の一部を改正しようとするものであります。 

次に、「議案第６０号 さつま町乳幼児医療費助成条例の一部改正について」であります。 

 これは、子育て環境の充実を図るため、子供にかかる医療費の助成対象を中学生まで拡充しよ

うとすることに伴い、本条例の一部を改正しようとするものであります。 

次に、「議案第６１号 さつま町工業開発等促進条例の一部改正について」であります。 

これは、町内全域において、事業者の新たな設備投資及び事業規模の促進が図られますよう本

条例の一部を改正しようとするものであります。 

 次に、「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」についてであり

ます。 

 今回の補正につきましては、マニフェストに基づく新たな政策事業や既存事業の拡充などを柱

に編成をいたしたところであります。 

 また、東日本大震災の復興財源としての職員給与の減額措置を含む職員等の人件費の減額分も

計上いたしております。 

 このほか、林業振興費に関する経費及び道路新設改良費、道路・橋梁・河川災害復旧費、道路

維持費、ふれあい交流施設等費、農地・農業用施設災害復旧費、保育所運営費、介護保険対策費

並びにその他所要の経費を補正しようとするもので、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

３億２,９３９万４,０００円を追加しまして、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３７億

５,８５８万８,０００円とするものであります。 

 次に、「議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）」に

ついてであります。 

 今回の補正は、償還金及び一般会計繰出金に要する経費を補正するため提案するもので、歳入

歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２,１１４万５,０００円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ３０億３,５１４万８,０００円とするものであります。 

 内容につきましては、それぞれ所管の課長に説明させますので、よろしく御審議くださるよう

お願いをいたします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○福祉課長（王子野建男君）

 それでは、「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止について」その内容を御説

明申し上げます。 
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〔以下議案説明により省略〕 

○農政課長（平田 孝一君）   

 続きまして、「議案第５９号 さつま町肉用牛特別導入事業基金条例の一部改正について」内

容の御説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○健康増進課長（小椎八重廣樹君）   

 続きまして、「議案第６０号 さつま町乳幼児医療費助成条例の一部改正について」御説明い

たします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○企業誘致対策室長（湯下 吉郎君）   

 「議案第６１号 さつま町工業開発等促進条例の一部改正について」内容の説明をいたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○財政課長（下市 真義君）   

 それでは続きまして、「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」

について御説明申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○介護保険課長（中村 慎一君）   

 それでは、「議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第

２号）」につきまして内容の御説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 ただいま議題となっております各議案に対する総括質疑は、９月１２日の本会議で行いますの

で、当日まで審議を中止しておきます。 

 しばらく休憩します。再開はおおむね１０時４５分といたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１０時３３分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午前１０時４４分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（舟倉 武則議員）   

 それでは再開します。 

 ここで執行部から議案第５９号の内容の訂正の申し出があります。執行部の訂正を許します。 

○農政課長（平田 孝一君）   

 済いません。資料の訂正をお願い申し上げます。先ほど議案書の中で「議案第５９号 さつま

町肉用牛特別導入事業基金条例の一部改正について」内容の説明を申し上げましたけれども、附

則の中の経過措置に、「この条例による改正前のさつま町肉用牛特別導入事業基金条例の規定

は」は、この条例による「改正前」ではなくて、「改正後」のということで訂正をお願い申し上

げます。ここにおわびし、訂正をお願い申し上げます。 

○議長（舟倉 武則議員）   

 課長の発言のとおり訂正があったものとして取り扱います。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１１「議案第６４号 求名小学校屋内運動場耐震
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補強及び大規模改造工事請負契約の締結について」 

○議長（舟倉 武則議員）

 次は、日程第１１「議案第６４号 求名小学校屋内運動場耐震補強及び大規模改造工事請負契

約の締結について」を議題とします。 

提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）

 「議案第６４号 求名小学校屋内運動場耐震補強及び大規模改造工事請負契約の締結につい

て」提案の理由の説明を申し上げます。 

 これは求名小学校屋内運動場耐震補強及び大規模改造工事について、８月２９日に入札を行っ

た結果、末廣・薩摩工務店特定建設工事共同企業体が落札したものであります。さつま町議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例第２条の規定に基づき、議会の議決

を求めるものであります。 

 内容につきましては所管の課長が説明いたしますので、よろしく御審議くださるようお願いい

たします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○教委総務課長（上野 俊市君）

 それでは、「議案第６４号 求名小学校屋内運動場耐震補強及び大規模改造工事請負契約の締

結について」内容の説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（舟倉 武則議員）

これから本件に対する質疑を行います。質疑ありませんか。──ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

質疑なしと認めます。 

 お諮りします。本件は会議規則第３９条第３項の規定によって委員会付託を省略したいと思い

ます。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

異議なしと認めます。よって、本件は委員会付託を省略することに決定しました。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

討論なしと認めます。 

これから本件を採決します。 

お諮りします。「議案第６４号 求名小学校屋内運動場耐震補強及び大規模改造工事請負契約

の締結について」は可決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

 異議なしと認めます。よって、「議案第６４号 求名小学校屋内運動場耐震補強及び大規模改

造工事請負契約の締結について」は可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
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△日程第１２「議案第６５号 人権擁護委員候補者の推薦について」 

○議長（舟倉 武則議員）

次は、日程第１２「議案第６５号 人権擁護委員候補者の推薦について」を議題といたします。 

提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）

「議案第６５号 人権擁護委員候補者の推薦について」提案理由の説明を申し上げます。 

 人権擁護委員のうち、松尾君子氏が、平成２５年１２月３１日付をもって任期満了になること

に伴い、新たに餅田慶子氏を推薦しようとするものであります。人権擁護委員法第６条第３項の

規定に基づき、議会の意見を求めるものであります。 

内容につきましては町民課長に説明させますので、よろしく御審議くださるようお願いいたし

ます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○町民課長（前田 淳三君）

 では、議案集の６５ページでございます。「議案第６５号 人権擁護委員候補者の推薦につい

て」内容の説明をいたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（舟倉 武則議員）

これから本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

質疑なしと認めます。 

 お諮りします。本案は会議規則第３９条第３項の規定によって委員会付託を省略したいと思い

ます。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

異議なしと認めます。よって、本案は委員会付託を省略することに決定しました。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

討論なしと認めます。 

これから本案を採決します。 

お諮りします。「議案第６５号 人権擁護委員候補者の推薦について」は原案によるものを適

任と認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

 異議なしと認めます。よって、「議案第６５号 人権擁護委員候補者の推薦について」は原案

によるものを適任と決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△日程第１３「陳情について」   

○議長（舟倉 武則議員）

次は、日程第１３「陳情について」であります。 
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 本日までに受理した陳情については、お手元にお配りした文書表のとおりであります。所管の

常任委員会に審査を付託します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△散  会   

○議長（舟倉 武則議員）

 以上で本日の日程は全部終了しました。９月１１日は午前９時３０分から本会議を開き、一般

質問を行います。 

本日はこれで散会します。御苦労さまでした。 

散会時刻 午前１０時５５分 



平成２５年第３回さつま町議会定例会 

第  ２  日 

平 成 ２５年 ９月 １１日
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平 成 ２５ 年 第 ３ 回 定 例 会 一 般 質 問 

平成２５年９月１１日（第２日） 

順 番 
（議席番号）

質 問 者
質  問  事 項  ・ 要  旨 

１ （５） 

森山  大 

１ 日髙町政２期目の課題について 

(1) マニフェストに掲げた事業の具体的な推進策について伺う 

(2) 人口減少に伴う財政等への影響と定住対策について伺う 

(3) 国民健康保険事業の運営状況と今後の取り組みについて伺う 

(4) 長期的な財政運営計画について伺う 

２ （10） 

川口 憲男 

１ 介護保険事業について 

(1) 次期介護保険事業における保険料算定に対する考え方を伺う 

(2) 福祉課・介護保険課・健康増進課の３課連携の充実を図り、

元気な高齢者が暮らす活気のある地域形成は喫緊の課題と考え

る。健康の維持・増進に対する施策を講じることは、介護保険

事業においても保険料の軽減につながり、健全で安定した事業

推進が図られるものと考えるが、見解を伺う 

３ （６） 

東  哲雄 

１ 農業振興の施策について 

(1) 農業算出額１億円以上の品目の目標達成に向けた進捗状況と

推進策は 

(2) 水田転作における重点品目の作付けや裏作導入など水田の汎

用化による活用状況は 

２ 消防本部の体制について 

(1) 消防本部の職員体制の定員充足率は５０％と聞く。平成

２６年度からの新庁舎移転に伴い、課、係の組織再編も着手さ

れると思うが、定員管理計画の中で、県平均６０％に近づける

考えはないか 

３ 町道の管理について 

(1) 公民会において集落道（町道）の清掃作業に取り組んでい

る。高齢化が進む中、集落には複数の町道もあることから少人

数での作業となり労力不足が生じる。今後、労力の軽減を図る

観点から重機等の借り上げに対する助成は出来ないか 
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順 番 
（議席番号）

質 問 者
質  問  事 項  ・ 要  旨 

４ （４） 

桑園 憲一 

１ 農業公社設立構想について 

(1) 地域農業の振興と農村の活性化策として、ＪＡと地方自治体

が一緒になり農業公社設立に向けた検討がなされたと思うが、

その内容について町長の見解を伺う 

２ 国産木材の利用を促進するための「木材利用ポイント制度」につ

いて 

(1) 国産木材を使って新築や改築をしたり、木材製品を購入した

場合、ポイントが付与され、商品と交換することが出来る制度

が創設されたが、町民への周知徹底をどのようにして行う考え

か町長の見解を伺う 

５ （14） 

上久保 澄雄 

１ 地域活動の推進と条件整備等について 

(1) 行政運営上における地域自治組織の位置づけとその評価・課

題等をどのように考えているか伺う 

    また、新たに策定された小・中学校適正化計画見直し案の進

め方について伺う 

２ 県外在住者等からの提案制度の創設について 

(1) 県外在住者等から、本町に対する意見・提案等を活用する制

度を創設する考えはないか伺う 

６ （11） 

米丸 文武 

１ 町道における今後の管理のあり方について 

(1) これまで居住地周辺の町道は、自分たちの生活道路として年

に二、三回程度公民会や集落単位で草払い等の作業を行ってき

ているが、住民の高齢化と若者を初めとする人口減少により、

これまでのような草払い等の作業が困難になってきた。町道の

管理者として、今後の対策をどのように考えているか伺う 
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平成２５年第３回さつま町議会定例会会議録 

   （第２日） 

○開議期日 平成２５年９月１１日 午前９時３０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○会議の場所 さつま町議会議事堂 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○当日の議員の出欠は次のとおり

出席議員（１６名） 

   １番  平八重 光 輝 議員    ２番  木 下 敬 子 議員 

   ３番  宮之脇 尚 美 議員    ４番  桑 園 憲 一 議員 

   ５番  森 山   大 議員    ６番  東   哲 雄 議員 

   ７番  岩 元 涼 一 議員    ８番  新 改 幸 一 議員 

   ９番  木 下 賢 治 議員   １０番  川 口 憲 男 議員 

  １１番  米 丸 文 武 議員   １２番  新 改 秀 作 議員 

  １３番  岸 良 光 廣 議員   １４番  上久保 澄 雄 議員 

  １５番  柏 木 幸 平 議員   １６番  舟 倉 武 則 議員 

欠席議員（なし） 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○出席した議会職員は次のとおり

 事 務 局 長  萩 原 康 正 君   局長補佐兼議事係長  中 間 博 巳 君 

 議 事 係 主 任  神 園 大 士 君 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○地方自治法第１２１条の規定による出席者は次のとおり

 町     長  日 髙 政 勝 君   教  育  長  東   修 一 君 

 企 画 課 長  湯 下 吉 郎 君   教委総務課長  上 野 俊 市 君 

福 祉 課 長 王子野 建 男 君 学校教育課長 藤 崎   毅 君 

介護保険課長 中 村 慎 一 君 社会教育課長 岩 元 義 治 君 

健康増進課長 小椎八重 廣樹 君 農 政 課 長 平 田 孝 一 君 

 消 防 長  高 木 卓 朗 君   建 設 課 長  三 浦 広 幸 君 

 総 務 課 長  紺 屋 一 幸 君   耕地林業課長  杉水流   博 君 

 財 政 課 長  下 市 真 義 君  担い手育成支援室長 高 橋 哲 郎 君 

安全安心対策課長 﨑 野 裕 二 君 

 税 務 課 長  松 尾 英 行 君 
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○本日の会議に付した事件

第 １ 一般質問
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△開 議 午前９時３０分 

○議長（舟倉 武則議員）

 おはようございます。ただいまから平成２５年第３回さつま町議会定例会第２日の会議を開き

ます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△日程第１「一般質問」   

○議長（舟倉 武則議員）

日程第１「一般質問」を行います。 

 一般質問は、一問一答式となっております。質問時間は答弁を含めて６０分とし、質問回数の

制限はありません。質問通告に従って発言を許可します。 

まず、５番、森山大議員の発言を許します。 

〔森山  大議員登壇〕 

○森山 大議員 

おはようございます。通告に従い、質問をいたします。 

私は、日髙町長、２期目の課題について、４点ほどお伺いをいたします。 

１点目は、マニフェストに掲げた事業の具体的な推進策について伺います。 

町長は、ことしの４月に行われた選挙におきまして、２期目を無投票で当選をされました。そ

して、立候補に当たっては、新しいマニフェストを掲げておられます。それを私も見たのですが、

それを見ますと、言葉はいろいろ、表現はちょっと違っているけれども、やはり基本的には、

１期目に掲げられたマニフェストに沿ったマニフェストであるような気がいたします。 

 その中で町長は、この２期目のマニフェストの中で、どうしても新しい発想、新しい視点で、

これを重点的にやりたいというものがあるのではと思うのですが、それはどういうものがあるの

か、お伺いをします。 

 また、２期目に当たっては、このマニフェストの推進については具体的にはどのような形でさ

れるのか。１期目のときには、マニフェストの推進にかかわる事業については、全て各課が企画

書を作成して進められましたけれども、今回のマニフェストの事務事業については、同じような

形で進められているのか、お伺いをいたします。 

２点目は、人口減少に伴う財政等への影響と定住対策について伺います。 

８月２９日の南日本新聞において、２５年３月末時点で日本人の人口は２６万人減と、これま

での最高の減少であったとのことであります。本町の人口減についても、合併時２万６,３８１人

であったものが、現在２万３,６０４人と、２,７７７人の人口が減っております。最近のデータ

を町民課に確認をしましたら、平成２２年度は２８４人、２３年度は３４５人、２４年度は

３８９人と、３年間で１,０１８人の減少であり、だんだん人口の減少数が増加の傾向にあるよ

うであります。日本全体、人口が減少の時代に入る中で、本町だけ増加をとは言えませんが、少

しでも減少を食いとめる努力は必要と考えます。 

このような中で、人口減少に伴う財政等への影響について伺います。 

まず、人口が減ってくると、当然、納税者も減ってくると思うのですが、人口減による町民税、

固定資産税等の影響はどれぐらいあるのか。また、地方交付税についても影響があると思うので

すが、人口減による地方交付税への影響額を幾らぐらいと見ておられるのか、お伺いをいたしま

す。 

 現在、定住対策として取り組みをされておられますけれども、特に、企業誘致と住宅団地等が

大きな柱になっているように思うのですが、定住対策というのは、ただ働く場所、住む場所があ
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ればというだけではなくて、教育、医療、福祉等と総合的な判断から、みんな、住む場所という

のは判断をしていくと、いろんな要素が関係してくるというふうに思うのです。 

 人口減少時代に入って、もう空き家とかが相当増えてきて、屋地、虎居の中心部においても、

空き家とかがかなり目立って今後増えてくるのではないのかと。その中で、今の住宅団地という

のは周辺部に多くあります。これを、今後どういう形で販売促進をされるのか、従来の発想でい

いのかどうか、何か違った思い切った発想はないのかなあという気がします。 

 このような中で、町長の２期目の定住対策についての基本的な考えについて、お伺いをいたし

ます。 

３点目の、国民健康保険事業の運営状況と今後の取り組みについて伺います。 

 本町の国保の運営については、被保険者が減少し、１人当たり医療費が高いこと等により、非

常に厳しい状況にあります。担当課に確認をしましたら、最近は基金取り崩しが恒常化してきて

おります。平成２０年度４億７,０００万円あった基金が、２３年度１億６,９００万円、２４年

度６,７００万円取り崩しをされて、現在２億４,０００万と大きく減少してきています。このま

まいきますと、数年後には基金が枯渇すると、ゼロになることになります。そうなったら大変な

ことになります。このような状況は、県内多くの町村においても、同じ状況にあると聞いており

ます。 

また、国でも、国保の運営制度の改革も検討されているようでありますが、このような中で、

町長は現在の本町の国保の運営状況、そして今後、基金も減少している中で、国保の運営をどの

ように考えておられるのか、お伺いをいたします。 

４点目の、長期的な財政運営計画について伺います。 

以前、財政課の試算では、５年間で地方交付税が１２億円減るという話でしたけれども、町長

も財政運営については、非常にプロというか、専門家であられると思いますが、私から思うに、

１２億円という数字は、今の町政の中からそう簡単に節約できるものなのかどうか、そのことを

職員にも、まして町民にも、この１２億円を減らさないといけないということを、例えば補助金

を減らすとか、このサービスを我慢してもらうとか、いろんな事務事業の見直しとかしないこと

には乗り越えられないと考えます。 

今後、この１２億円を我々議会に対しても、１２億円減対策を大ざっぱでもいいから、例えば、

起債がどれだけ減る、補助金をこうするとかというのが、大きな意味での基本的な考え方という

のを示していただきたい。どういう形で１２億円を節約というか、対策をとっていくのだという

ことは、町長は当然考えていらっしゃると思いますので、それを早く方向方針を示して、我々議

会にも、まして町民にも理解や協力を求めるべきではないのか、このことについて町長はどう考

えているのか、お伺いいたします。 

以上で、１回目の質問を終わります。 

〔森山  大議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）

 おはようございます。トップバッターとして森山大議員のほうから、町政２期目の課題という

ことで、４点にわたりましての御質問をいただきましたので、お答えをさせていただきます。 

 まず、マニフェストに掲げました事業の具体的な推進策についてということでございますが、

私、町長に就任をいたしまして以来、一貫して、夢と希望の持てる元気なまちづくりということ

を町政運営への基本姿勢にいたしまして、さきの６月定例議会、これが２期目の最初の議会でご

ざいましたので、所信の一端を申し述べさせていただいたところでございます。 



- 17 - 

 戦略目標であります４本の柱、及び４８の具体的な項目をお示しをいたしました。政策の実施

に当たりましては、さまざまな過程がございますが、私はその一つ一つを大切にしていきたいと

考えております。それぞれの局面において、住民視点、現地現場主義ということを徹底をいたし

まして、議員の皆様はもとより、町民の皆様からも御意見をいただきながら、よりよい政策に練

り上げていくこととしております。その上で必要な例規の整備、あるいは財源の裏づけとなりま

す予算として提案申し上げまして、議員各位の御理解が得られるよう最善を尽くしてまいりたい

と考えております。 

 また、町民の皆様には、現在実施しております町内２０区の全ての公民館を対象にいたしまし

て、２期目ということもございますので、町政の全般にわたりましてのいろんな御意見を聞く機

会としまして、座談会を開かさせております。既に、２０の公民館のうち１０公民館については、

もう終わっております。あとまた議会が終わりまして、１０月、そしてまた１１月にかけまして、

残りの１０公民館を実施をしてまいりたいと考えているところでございます。 

 その中でも、いろんな町政に対する御意見等もいただいておりますので、そういう御意見をい

ただきながら、そしてまた、町のホームページ、あるいは広報紙におきましても、内容の説明あ

るいはお知らせをして、いわゆる町政の推進に当たりましては、いろんな町民からの各界、各層

からの御意見を取りまとめて町政に反映をしていきたい、そういう気持ちでございます。 

 推進の具体的なやり方ということでございます。役場というのは、やはり町民のお役に立つ職

場でありますから、その基本的なところについては職員一丸となって、組織を上げて推進をする

必要があるかと思っております。それについては、やはり町政に対する考え方というのを、トッ

プが職員自らに示しをして、どういう方向で取り組んでいくかということをしっかりと示した上

で、そしてまた職員おのおのが理解をしながら、それぞれの職場で取り組んでいくことが大事か

と思っているところでございます。 

 そういう意味で、私が今回出しましたマニフェストにつきましても、職員一人一人に配付をい

たしまして、それぞれの職場でどういう政策が出ているかということも認識をしていただいた上

で、そしてまた町全体の中で、どういう考え方で町長が臨んでいるかということも御理解いただ

くために配付もいたしているところでございます。そしてまた、課長会の席上でも、一つ一つそ

ういったマニフェストの説明もいたしております。そのほかの、毎月、三役調整会議を行ってお

りますけれども、その中に、トップ的な考え方の会議もしながら、そしてあわせて、私が就任を

いたしましてから、こういった政策の推進を専門的に行う、そういう政策推進の係も配置をいた

しておりますので、そういう職員も同席をしながら、各課に考え方をそれぞれ伝えていく、こう

いうやり方をやっているところでございます。 

 既に、６月補正の所信を出しました段階から、例えば、健康づくりの一環、「健康づくり推進

の町」を宣言をいたしておりますので、その一つの取り扱いとして予防接種の関係、やっぱり予

防行政というのが一番大事かと思っております。病気になって医療費もたくさん要りますし、ま

た本人さんも家族も大変な状況でありますので、まずはやっぱり予防を重点に置くという考え方

で、子供から、そういう幼少の時代から、こういったいろんな病気等については予防接種を徹底

してやったほうがいいんじゃないかということで、今回もロタウイルスとか、あるいはＢ型肝炎、

そしてまた７０歳以上の方については肺炎球菌、こういったことまで拡大をしております。予防

接種の関係につきましては、私は、いろんな接種の助成等については、もう県下でも先駆的な取

り組みをしているというふうに考えておるところでございます。 

 それと、今回は新たに農林業振興のプロジェクトを、いわゆる農林業振興プロデューサーとい

う専門的な職を、非常勤ではありますけれども設置をしながら、やはり縦割りじゃなくて横割り
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もしっかりと、縦組み横組みをしっかりやった上で、基幹産業である農林業の振興発展、このこ

とが大事かと思って、既にこの議会後、すぐに設置をいたしまして、今、それぞれ関係機関とも

連携をとって、そしてまた部内でも関係部局、連携をとりながら、非常によくやっていただいて

いるところでございます。いろんな課題を私のほうからもお願いしておりますので、そのことに

ついては着実に今、進めてもらっているところでございます。 

それから、さつま牛、いわゆる「さつま牛」の産地、今、全国的に子牛の競り価格については、

昨年が全国３位、それからことしに入りまして、５月から全国１位がずっと続いております。昨

日も、ずっとおとといまで、子牛の競り場がありましたけれども、これも非常に高値で売れてお

ります。前回より、あるいは前年よりも、１０万近い価格で取引がされておりますので、こうい

ったことの、さつま牛の産地としてのやっぱり育成対策を拡充をしていく、このことが大事かと

思っておりますので、このことについては、いろんな簡易牛舎の補助率を増高したり、あるいは

優良雌牛の保留・導入については、さらに続けていただくようにということで対策を講じている

ところでございます。 

 そのほかの有害鳥獣対策、これについてはもう、どこの地域に行ってもこの問題というのは深

刻な状況が続いているということで、農家の皆さん方が非常に、いわゆる農産物の生産意欲が低

減をするぐらいに深刻な状況がありますので、これについては、国もですが、一緒になって、こ

の問題を対策をしていきたいということで、これも上げてきたところであります。 

 そのほか、商店街の振興のためには、商店街の環境整備、いわゆる買い物をしやすい、そうい

うこともありますので、商店街の街路灯の整備についても行ったところであります。 

 そのほか、小学生の、いわゆる少子化対策の一環もありますが、学校の不登校とかいろんな問

題もありますので、スクールソーシャルワーカーを新たに町単でも増やしていくというような取

り組みをいたしたところでございますし、さらにまた、心豊かな子供たちの健全育成ということ

で読書の推進、町民運動としてやっぱり読書を進めていきましょうということで、いろいろ子ど

も図書館とか、あるいは小中の図書室のこういった図書の整備については、さらに力を入れてき

たところでございます。 

 こういったこともございますし、それとまた商工業の関係について、プレミアムの商品券も、

今回ですが、そういったこともあります。 

 今回新たに、御提案を申し上げて説明をいたしました中で、医療費の関係、やはり少子化対策

の一環としまして、医療費の無料化、今まで小学校就学前までは無料化にいたしました。今まで

は３歳未満ということだったんですが、この辺の状況から、就学前までは無料化しましたし、そ

してまた、今回新たに義務教育の終了までは、中学生までは医療費を無料化したいというような

ことで御提案をいたしているところでございます。 

 そしてまた、地域経済の振興の一環としまして、住宅のリフォーム支援というのを新たに創設

をいたしました。これは、さまざまな分野の業種の方が関係をする仕事でありますので、この事

業を実施することによって地域経済そのものが潤ってくるということもありますし、いろんな雇

用の場とか、今まで取り組みをしている市の段階におきましても、非常に、町にとっても、業者

にとっても、この地域にとっても、非常に「三方よし」と言われているぐらいに効果の高い事業

であるようでございますので、これをどうしても、年度途中からでありますけども、実施をして

いくということで計上をいたしているところでございます。 

 そのほかの、さつまたけのこ、この前も申し上げましたとおり、町の特産はやっぱり対外的に

ＰＲをして振興を図る必要があるかと思っておりますので、このことについては、きのうも申し

上げました薩摩西郷梅の関係もありますが、やはりもう一つは、やっぱり竹の産地ですから、タ
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ケノコの生産をもう一回見直しをして、再ステージに上げていきたいというようなことを考えて

おります。 

 そういうことで、今回、一大タケノコの産地づくり、「さつまたけのこ」ということで、今、

早掘りタケノコで全国１位でありますけれども、これをもっと伸ばしていく必要があるかなあと

思っているところでございます。そういうことで、今回そのような取り組みの事業を上げており

ます。 

 そういったことがございますが、まだまだ、今ちょうど２期目のスタートの時点でありますか

ら、向こう４年間ということでありますから、そういうシェアを見ながら、いろんな事業を展開

をしていきたいと思っているところでございます。 

 今、４８の項目を推進するために、１００を超えるような個別の事業につきましては、まちづ

くりを進める指針となります、今進めております町の総合振興計画と整合をとりながら、マニフ

ェスト事業の企画書に対する総合振興計画の事務事業の評価シート、これも作成しながら進めて

まいりたいと思うところでございます。いわゆるプラン・ドゥー・シー・アクション、この４サ

イクルをうまくしながら、事業の効果的な推進を図るということが大事かと思っております。 

 特に、こういった財政の厳しい中でありますので、そういったチェックをしながら、進めてま

いりたいと思うところでございます。 

 定住対策のこともお聞きになりましたですけれども、人口減少に伴う財政等への影響の関係で

ございますが、確かに人口がもう、この前も新聞報道等にありましたとおり、日本全体がここ四、

五年ずっと人口減少が続いているということでありますし、先般、鹿児島で、議会の皆さん方も

御出席だったと思うんですが、講師の先生の話にありましたとおり、やはりこれから人口は増え

ないと、構造的にもできないと、仕組み的に。やはり、子供を産むという女性がもう相当減って

いるから、これから増えることはありませんよということはもう言われたと思うんですが、しか

り、統計的なデータから見ても、非常にこれから厳しい時代に入っていくのかなあと思っており

ます。増やすということはかなりの至難のわざ、今、東京とか、あるいは三大都市圏のほうに人

口が集中をしておりますけれども、この人たちが田舎のほうに帰ってくるのかどうかちゅう、そ

れだけにかかってるんじゃないかと思っております。 

もう自前で、今住んでいる方が子供を産まれても、本町では年に１７０人前後でありますから、

死なれる方は、その２倍３倍ということでありますから、自然減というのがもう明らかの状態で

あります。そこで、人口の食いとめをどうするかということをやっぱり視点に置かないと、人口

を増やすということはかなり、これはもう至難のわざだと思いますので、これをいかに食いとめ

るかということが最大の仕事だと思っておりますので、これにつきましては、いろんな手だてを

考えていきたいと思っているところでございます。 

 確かに、人口減によって、まずはこの町税、自主財源である町税、約２０億内外ありますけれ

ども、これも恐らく高齢化が進みますと、人口が増えない若い人の、いわゆる労働力のある

１６歳以上で６４歳ですか、そういう年代の方が減っていくわけです。働く人が所得に応じて税

金を納めていただくわけで、それが減っていく。そしてまた若年労働者も１１％、１２％の割合

ですから、これも将来的に増えない限りは、税収というのは当然として、もう減っていかざるを

得ないと思っております。 

企業で法人的な分を考えますと、おかげさまで私どものまちは、日特さんという大きな企業が、

世界に誇るような企業が立地をしておりますので、こういったところがあって非常にありがたい

な、そしてまた、その関連の企業がありますので、そういった皆さん方のおかげで法人税の収入

というのがあります。そしてまた、そこに働く人たちの給料とか、あるいは所得税によって個人
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住民税というのがありますけれども、なかなか今後の推移というのは厳しい状況がございます。

高齢化になるとやはり働くというのではなくて、やっぱり収入よりも、いろいろ医療費とか、そ

ういう扶助費の関係が出るほうが多くなるということでありますから、非常に財源的には厳しく

なるかなあと思っております。 

 具体的に、普通交付税の場合は、人口がほとんどそれが基礎になっております、計算基礎は。

これは５年に１回の国勢調査人口を基礎にして、５年間適用されるわけでありますが、これが前

回の国勢調査人口と今回の国勢調査人口、いわゆる５年ごとの比較をして当然減ってきます。先

ほどおっしゃったとおり、単純に掛けてますので、それによって、基礎数、いろんな計算をして

ありますので、当然として交付税は減ります。ただ、急激に減ると、やっぱり町の財政に大きな

影響があるということで、計算上の過程として数値急減補正というのがあります。極端に減ると

やっぱり財政も負担になるということで、少しずつ影響がないように、数値急減補正という補正

係数を使ってありますので、それで若干緩和されておりますけれども、やはり減る方向には変わ

りないということでございます。具体的な数字については、財政課長のほうからでもお答えさせ

ていただきたいと思います。税収、交付税というのは当然と減ってくるというようなことでござ

います。そういうことで、減らせない工面というのは非常に大事なことでございます。 

 固定資産税の関係については、評価替えというのが３年に１回ありますけれども、その時勢に

応じて、そんなに大きな変動はないかと思っているところでございます。今、町民税の関係で、

そういうところに影響が出てくるというようなことでございます。 

 あと、国民健康保険税の関係でございますけれども、今、非常に医療費というのが、県内でも

２４年度の場合、上位から５位というほど高い町になっております。そういうことで、いかに医

療費の抑制に努めるかというようなことでございまして、今、町のほうでも健康づくりについて

の推進をいたしております。先ほど申し上げましたとおり、「健康さつま２１」とか、そういう

ものを定めながら、いろんな各種の健診をやっぱり徹底をしながら予防対策に努める。このこと

が大事かと思っているところで、そういうことで、４０歳以上の皆さん方については特定健診、

そういったものについては６５％と国が定めましたので、これについてはどうしてもやっぱり受

診率を上げて、早期発見、早期治療と申しましょうか、そういった体制をしく必要があるだろう

ということで、とにかく役場の関係課、そしてまた地域の公民館長、公民会長の皆さん方にそれ

ぞれの公民会ごとの受診の状況をお知らせをして、現状を判っていただいた上で、どうしてもこ

の６５％をクリアしていただきたいと、そのようなお願いをいたしてまいりました。 

 そしてまた、各町内の医療機関、そしてまた周辺の薩摩川内市の医療機関等に対しても、こう

いう特定健診の受診項目の受診をされた方についても、役場のほうには情報を提供していただき

たいというようなことでお願いをいたしまして、そしてまた、いろんな、元気度アップ事業とか

健康づくりポイント制度、こういうものを、独自のものを上げながら予防対策に努めてきたとこ

ろでございます。 

 今のところ、国保の財政は大変厳しい状況の中にあります。先ほどありましたとおり、基金の

取り崩しをしまして、何とか黒字になったり、あるいは実質単年度収支とかそういうことになり

ますと、赤字になったりと繰り返しをしておりますけれども、おっしゃるとおり、２億数千万基

金が残っております。本当に医療費が突発的な病気、風邪とか、流行になると心配なところがあ

ります。そういうことで、とにかく予防対策に気をつけにゃいかんということでやっております。 

 今の状況で、国保の保険料を見直しをせんにゃいかんというようなところまでいってないよう

でありますから、この辺の推移をしっかりと見極めながら、今後も運営をしていきたいと思って

いるところです。国の考え方が、今、国民健康保険、どこも経営的に厳しいものですから、都道
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府県の一本に統一をしていきたいというような考え方が示されております。これも、今後どうい

う方向に移るかというのが関心が持たれるところでありますけれども、こういった動向も踏まえ

ながらやっていきたいと思うところであります。 

 ちょっと内容的に申し上げますと、２０年度から２４年度までの形式収支ですが、それぞれ黒

字です。ただし、単年度収支を見てみますと、平成２０年度は６,９５０万円の赤字、平成

２１年度は３,１４９万円の黒字、平成２２年度は１億７４５万円の赤字、平成２３年度は

４５０万円の黒字ということになっております。２２年度は基金の関係から１億６,９５２万円

を、いわゆる取り崩しをしておりますので、実質単年度収支は１億６,５０１万円の赤字という

ふうになっております。２４年度におきましては４,０７７万円の黒字でございますが、やはり

基金を６,７４０万円繰り入れておりますので、実質の単年度収支というのは２,６６２万円の赤

字ということでございまして、前よりも若干よくはなっております。基金残高も２４年度末で

２億４,１８４万円ということであります。単年度収支の赤字というのは、やはり医療費の高騰

によるものということでありますが、２２年度以降については、いわゆる診療報酬が改定をされ

たということで、約５％の医療費改定がございましたので、診療報酬の改定、そういったことが

影響していると思っております。 

 それとまた高額の医療費、１カ月の医療費が１００万円以上かかった事例というのが、平成

２３年度は２１０件あります。２４年度が２２６件、こういったことが影響をしていると思われ

るところであります。平成２４年度においては、神経系の疾患が６０件、がんが５６件となって

おります。 

また、国保の被保険者の１人当たりの医療費の推移を見ますと、先ほど申し上げましたとおり、

平成２０年度で３８万４,５９３円、２１年度は３７万４,７９２円、若干減っておりますけれど

も、診療報酬改定の影響もあって、２２年度は一転して４１万６,６２５円、一気に４万円余り

も増加をいたしております。２３年度も４２万８,３０１円ということでありますから、全国平

均が２９万４,７７９円、県の平均で３６万２,４１０円ということでございますから、それ以上

の大きな額であります。 

 県内では、先ほど申し上げましたとおり、５番目に高い数値であります。２４年度も４２万

５,９５４円と、依然として高い傾向になっております。 

 一つは、国保の被保険者数というのが、年々減少をいたしております。２０年度末の４,１７１世

帯、７,１２０人から比較しますと、平成２４年度末はそれぞれ３１４世帯、７８８人減少をい

たしました。３,８５７世帯、６,３３２人となっておりまして、やはり世帯の加入率が

３９.１％、人口の加入率は２７.３％ということでございます。やはり、加入をする場合は、出

生とか転入とか、社保を離脱をされたと、そういうことで、あるいはまた一方におきましては、

死亡とか後期高齢者の医療へ移行されたということが主な原因であります。 

 それと、先ほど申し上げましたとおり、今後の国保の抜本的な改革方針とか社会保障制度改革

国民会議、これが報告になっておりますけれども、その運営方法と課題というのが想定をされま

すけれども、一つは、都道府県と市町村による分権的な広域化、いわゆる共同運営型の財政安定

化の基金を設立をする必要があるかということと、都道府県につきましては財政の責任主体とな

りますけれども、均一の保険料の設定というのは困難ではないかというような見込みが立ってお

ります。 

 例えば、平均的な収納率が、収納率とか平均的な１人当たりの医療費等というのがありますけ

れども、これは基準保険料率で定め、各市町村は医療費や収納率の高低に応じ保険料を納めると

いう方法、しかし、保険料の賦課方式の統一、積立金や累積赤字の処理等の課題というのがござ
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います。いろいろこの問題というのは十分詰める必要がありますけれども、今後のスケジュール

としましては、関連法の改正というのが平成２７年度に提出して、平成３０年度前後の施行とい

う予定になっておるようでございます。いろいろ、とにかく健康づくりの推進をして、こういっ

た予防対策に力を入れていきたいと思うところです。 

 それから、３番目の長期的な財政運営の関係についてでありますが、確かに合併をいたしまし

て、交付税については、合併算定という特例の措置をしていただきました。１０年間という期限

でありますので、あと２６年までですよね。ですので、２７年から結局もう減額になるというこ

とになります。これも、向こう５年間で漸減をしていくということになっております。それが、

結局、先ほど申し上げましたとおり、１２億ということになるようであります。非常に、かなり

の大きな一般財源ということでありますので、今後の財政運営については、そういったことを視

野に入れながら取り組んでいく必要があると思っているところであります。 

 私もそういったことを考えながら、マニフェストにも、財政健全化による安定した行政サービ

スのまちということを掲げているところでございます。やはり、行政というのはずっと続いてい

くわけであります。そしてまた、一定の行政水準を維持する、あるいは高めていくということに

なると、そのもとになる財政のよしあしにかかっているわけでありますから、財政の健全化につ

いては、意を強くしながら進めてまいりたいと思っているところでございます。 

 特に、今までも取り組んでおります定員適正化計画、職員数の削減、あるいは公債費、いわゆ

る長期借入金の適正化ということで、今後も重点的に取り組みをしてまいりたいし、そしてまた、

公の施設のあり方、このこともずっと検討いたしておりますが、一応のめどがついたところはそ

のような見直しをしていく、今回も議会のほうにもいろいろと提案もいたしておりますけれども、

そういう方向に基づいての取り組みでございます。 

 今後もこういった中で、非常に事業としてはたくさん要望もありますし、しなければならない

仕事も抱えております。そういう中で、１２億円という非常に大きな額がなくなるというような

ことでありますので、やはりこの辺については、今、策定にかかっております総合振興計画の中

で、現段階で見通せる財政計画もしっかり立てながら、どういう事業を選択をし、そしてまた、

財源配分をしていくかということが必要かと思っておりますので、もう何もかもできる時代では

ありません、あれもこれもという時代じゃないと思っております。 

 したがいまして、真に町民生活にとってふさわしい事業に選択、集中と選択の時代と言われて

おりますとおり、そういうことにならざるを得ないと思っております。先ほどありますとおり、

高齢化が進んで税収は少なくなる、交付税も減る、そういう時代に入るわけですから、しっかり

とその辺は踏まえながら、事業の選択はしていく必要があるかと思っております。そういうこと

については、職員の皆様方にはいろんな予算編成の段階とか、あるいは補正予算の策定の時期と

か、それぞれ説明をする機会がありますし、朝会もあります、いろんな課長会もあります。 

 そういう時点で、しっかりとまた認識をしてもらって、今後の事務事業に当たっていただくよ

うにやっていきたいと思いますし、町民の皆様方にも、今も町政座談会ということでやっており

ますが、いろんな機会に、広報紙はもちろんですけれども、やはり広聴活動、あるいは町からの

そういう説明責任というのは、しっかりやっていく必要があるかと思っております。そのことが、

町政に対する理解を深めていただくことにつながると思っておりますので、今後もいろんな機会

に取り組みを進めてまいりたいと考えております。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 財政課長、簡潔にお願いします。 
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○財政課長（下市 真義君）

先ほど、人口減少に伴う交付税への影響はということでございますけれども、御承知のとおり、

普通交付税の場合は基準財政需要額から基準財政収入額を差し引いたのが交付基準額ということ

で、この基準財政需要額の中で人口をもとに多く算定されますのが、やはり消防費、あるいはま

た社会福祉費、保健衛生費、清掃費、それと地域振興費、こういった項目が人口をもとに多く算

定される項目になっているところでございます。 

５年ごとの国勢調査の人口をもとにということで、平成１７年度、国調の人口が２万５,６８８人、

そして２２年度の国勢調査の人口が２万４,１０９人ということで、５年間で１,５７９人減って

いることになります。そこで、単純に人口１人当たりの影響額、平成２５年度の、本年度の普通

交付税のもとに試算いたしますと、１人当たり４万１,０００円という数字が出てまいるようで

ございます。これに単純に、この人口減を掛けますと約６,４００万円の影響が出てくるという

ことでございますけれども、先ほど町長からもありましたとおり、急激な人口減少に対する措置

というのがございますので、やはり人口の急減補正ということで、単純に、この６,４００万円

が即影響するということではございません。こういった数字が幾らになるかというのは、明確に

は算定の中では出てまいりません。この６,４００万円よりは影響は少ないということが言える

かと思います。 

以上でございます。 

○森山 大議員 

 ただいま答弁をいただきましたけれども、時間が残り少なくなりまして、幾つか質問をしよう

と思ったんですけれども、ここで少し簡潔に質問をいたします。 

 まず、マニフェストについては、夢と希望の持てる元気なまちづくりという大きな形で進める

ということでありましたけれども、やはり事務事業の継続というのも大事です。こういう少子高

齢化の厳しい時代に、財政状況も厳しいときでありますが、もっと思い切った政策の展開、重点

的な政策の展開が必要になってくると思います。事務事業の見直しとか必要になってくると思い

ます。健康づくりでの予防対策の接種とか、あるいは医療費の小中の無料化、その中でさつま牛

の産地づくり、住宅リフォームの支援ということを、こういったもろもろを重点的にしたいとい

う答弁がありましたけれども、私もそれについては特にどうこうということは言いませんけれど

も、やはり２期目ですから、やっぱり思い切った政策の選択と集中でやっていただきたいと思い

ます。事務事業の見直しとか、施策の重点化については、積極的にやっていただきたいと要請を

しておきます。 

 ２点目の人口減少に伴う財政等への影響にということでありますが、答弁では、町税について

も納税者の減とかそういうことで影響はあるということでございました。それから交付税につい

ても、今、町長、財政課長のほうから人口が減るということで、財政的にも影響があるんだけれ

ども、というような答弁でございました。 

 やっぱり少しでも人口減を食いとめるということは、本当に財政的な見地からも大事なことだ

というふうに思います。 

そこで、そういう意味で、町長に１点御質問をします。 

 定住対策の中で、若者の町営アパートとか町営住宅とかを団地の中につくるとか、所得制限の

ないとか、独身はだめとかじゃなくて、逆に、高齢者のひとり暮らしや高齢者の人のための町営

住宅とか、従来の公営住宅法とかにとらわれないで、例えば過疎債を使ってとか、思い切った定

住策はできないのか、お伺いをいたします。 

○町長（日髙 政勝君）
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 定住対策の関係につきましては、これまでもいろんな、とにかく一番、若者が定住するという

意味では、働く場をいかに確保していくかということが大事だということで、企業誘致の関係で

取り組みをいたしてきました。これまで、私が就任をいたしましてから、９社ほど新設あるいは

増設の立地協定もいたしましたけれども、やはり今は、昔ほど大きな企業が来て、たくさんの雇

用をするということにはならない。かえって、企業の場合は縮小をして撤退をするという時代に

入っておりますので、そういう意味では町内においては、そのような立地協定ができたことは、

ほんとありがたいことだったと思っております。 

 そのほか、定住対策、今、提言がありましたとおり、やはり若者が住みやすい環境づくり、公

営住宅は所得制限がありますので、なかなか一定の所得があれば入れないという状況があります。

したがって、町単で結局もう誰でも入れる、若者が入れるような住宅をということは、もう以前

からお話が出ております。 

 まあほんと、そういうことも視野に入れながら、今、いろんな周辺整備のそういう取り組みを、

今検討して、近いうちには、また、御提案をする機会があればと思っておりますので、御提言に

ついては、十分尊重しながら、御検討はさせていただきたいと思っているところでございます。 

○森山 大議員 

 教育も、やっぱり大きな定住の要素だというふうに思うんだけれども、現在の本町の高校教育

を見たときに、町外の高校に多くの生徒が行っていると、高校が地元にあるにもかかわらず町外

に出ていると。そういう意味で、町長は、もっとリーダーシップをとって、高校教育振興策を、

町の大きな課題として思い切った対策、政策をする考えはないのか、お伺いをいたします。 

○町長（日髙 政勝君）

 高校振興対策の問題については、もう以前から、極めて私は非常事態だと言っているんです、

皆さん方に。この前も振興対策協議会をしまして、メンバーの方に訴えましたのは、もうこの事

態はずっと続くと、これは危機的な状況ですよということで、とにかく今のこういった存在をし

ている時期に、やはり町民の皆さん方にも実態を理解していただいて、やはり２校が１校になっ

てこういう状況になってますから、唯一の高校として、これから未来永劫に存続をしながら地元

で高等教育を受けるということが一番大事でありますので、このことについては、これまでも県

の高校振興課にも、この前も申し上げましたとおりここ２年要望も行っていますし、そしてまた

いろんな奨学資金の貸与とか、あるいは向こうの環境整備とかいろいろやっておりまして、これ

からもいろいろ手だてを講じらんないかんなということを考えておるところであります。 

 ただ、生徒数の絶対数がこれだけ減ってきて、いわゆる学べる学校というのも広がってきてお

ります。いわゆる北薩学区まで広がっている。そしてまた最近は、また通学の範囲も別途また特

例が出てきておりますので、非常に条件的に厳しくなった背景がございますが、この辺はまた、

十分いろんな手だてを講じていく必要があるかと思っております。 

 先ほどありましたとおり、定住対策というのは、ただ単に個別的に捉えるんじゃなくて、いろ

んな安心して住める環境、まずは、人が働いて収入を得て生活をする場がなければいかないと、

そういうために農業とか商業とか工業ですね、そういう振興を図る必要があるかと思っておりま

す。 

 それと同時に、安心して住める社会でなければならない。やはり医療であったり福祉であった

り今ありましたとおり教育ですね。そういうものがやっぱりしっかりと受けられる、そういう安

心の社会でなければならないと思っていますし、それでまた安全性です、快適性という問題もあ

るかと思っております。やはり環境あるいは生活するに、いろんな犯罪がないとか事故がないと

かそういう環境でなければならないし、水であったり、あるいは道路の環境とか、あるいは交通
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の環境、いろんな条件があって、初めて定住ができるいいまちだということでありますので、た

だ、この問題だけ捉えてちゅうことにはならないと思います。 

 今申し上げましたようなことを、総合的に町政の課題として進めることによって、非常に住み

やすいまち、住んでみたいということになるかと思っておりますので、そういう視点で、今後取

り組みを進めてまいりたいと思っておるところであります。 

○森山 大議員 

 国保の運営について、町長の答弁がございましたけれども、合併してからさつま町は８年間、

税というものを全くいじってない状況があります。こうしたときに、本町の医療費の負担に対し

て、税の負担、バランスは取れているのかどうか。国やら県が示しているような、医療費と税の

負担のバランスはとれているというようにお考えですか。どのような状況にあると考えておられ

るのか、お伺いをいたします。 

○町長（日髙 政勝君）

 国保の医療の関係につきましては、保険税というのがあります。これについてはいろいろ計算

方式がありまして、それによって、いろいろな軽減措置というのがありますので、それによって

定めをして、条例の定めをしてるわけであります。これについては、一定程度のきまりでやって

ることですから、負担の公平さというのですか、その辺では、今の状況でいいのかなと思ってお

ります。まあ新たにこれをまた、いわゆる国民健康保険というのは一番の身近な保険で、社会保

険とかそれに入ってない方ですので、自営をしたり、その人たちが、もう高額になると、今、医

療費が上がったからそれにつれて本当は上げんにゃいかんちゅうことになりますけど、いろいろ

国、県、町それぞれ負担割合があって、そしてまた保険税で賄っているということですから、今

の段階で黒字の何とか運営ができるという関係がありますので、今のところは、相当な医療費の

高騰がない限りは、負担バランスというのはとれてるんじゃないかと思ってるところであります。 

○森山 大議員 

 国保の中で、やはり１人当たりの医療費が高いと、やっぱり高齢化率が高いからいたしかたな

い部分もありますが、これを少しでも抑えるということは、非常に大事なことだというふうに思

います。 

 そういう意味で本町は、特定健診を昨年度執行部の努力と町民の協力によって、県下でも類を

見ないくらい高い率まで引き上げられました。特定健診の受診アップを一年間で果たしたという

のは、県内でもまた九州でも非常にまれなことで、何か聞けばここだったか、九州管内の国保の

担当者会で、事例発表されたくらいすばらしい取り組みだというふうに聞いております。特定健

診の受診率アップは、医療費の減にすぐは結びつかないかもしれないけれど、必ず結びついてく

るというふうに私は思うので、今後もぜひこの取り組みをしていただくよう要請をしておきます。 

 次に、財政運営計画についてでありますが、前に聞いたことがあるんですけれども、合併時に

財政シミュレーションをつくられたという話だけれども、こういう人口も減って税収も交付税の

減少も踏まえて、新たな財政シミュレーションをつくられる考えはないのかどうか。ひょっとす

れば、あるかもしれないんですけれども、私はまだ見たことがないので、財政シミュレーション

を見直す考えはないのか、これについて町長はどういう考えですか、お伺いをいたします。 

○町長（日髙 政勝君）

 町政の運営というのは、やみくもにただ思いつきで運営するということにはならないと思って

おります。やはり、そのためには、やっぱり長期計画、今この総合振興計画１０年間のスパンの

中で定めております。そしてまた、その中でまた後期計画、前期計画を５年間ごとに定めており

ます。そしてまた、実施計画、それによって進めておるわけで、その実施計画の段階においては、
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当然として財政計画をもとにしながら、実現をしていくということになっておるわけであります

ので、財政シミュレーションについては、今後この１０カ年計画をつくる段階で、今現在で見通

せる段階の計画をつくっていきたいと思っております。 

 なかなかこの地方財政というのは、国の景気あるいは制度改革というのが、もうたびたびあり

ますので、なかなか整合性というのが、かちっととれるところではありませんけど、今の段階の

制度、そういうものをにらみあわせて、つくればつくれないこともありませんので、より的確な

ことができるような財政シミュレーションはつくっていきたいと思っております。 

○森山 大議員 

 この長期的な計画でと、５年ごとにして、１０カ年計画ということでございます。こういうこ

とにこの財政運営については、やっぱり町民の協力なしには、私はこの財政対策というのは乗り

切れないと思いますから、ぜひ町民にもちゃんと周知をして、理解と協力を求めていただくよう

に要請いたします。 

 最後に、町長も非常に大きな期待をもって２期目を当選されましたので、ぜひこのマニフェス

トに書いてありますように、時代を読み、決断と実行、強いリーダーシップの決意があられます

ので、ぜひこの決意のように、財政運営に頑張っていただきますよう要望いたしまして、私の一

般質問を終わります。 

○議長（舟倉 武則議員）

以上で、５番、森山大議員の質問を終わります。 

次は、１０番、川口憲男議員の発言を許します。 

〔川口 憲男議員登壇〕 

○川口 憲男議員

私はさきに通告しました、介護保険事業について質問いたします。 

 介護保険制度が発足し、十数年が経過しました。この制度は、町民半数が被保険者となり、ま

たその当初のサービス給付人口が全国で１８０万人から、現在は４００万人にも達しようとして

います。 

また、給付費も平成１９年で、国では６.２兆円で、当初の倍近くになり、介護事業給付費が

さらに膨らむことが予想されます。 

 さつま町も、介護保険料が３期、４期、５期と次第に高まりを見せております。５期では

５,４００円で、４期からしますと１,３００円ぐらいの高騰になっております。今後も高齢人口

増、給付の増は予想されております。将来に向け、安定した財源確保の必要性と健康対策など、

国は介護事業の見直しを進めてはいるが、さつま町としての対策をお伺いいたします。 

１点目に、次期介護保険事業における保険料の算定に対する考え方をお伺いいたします。 

 ２点目、福祉課、介護保険課、健康増進課の３課連携の充実を図り、元気な高齢者が暮らす活

気のある地域形成は喫緊の課題と考えております。健康の維持増進に対する施策を講じることは、

介護保険事業において保険料の軽減にもつながり、健全で安定した事業推進が図られるものと考

えますが、町長の見解をお伺いいたします。１回目の質問にします。 

〔川口 憲男議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）

 川口憲男議員からの介護保険事業についての御質問でございますので、お答えをさせていただ

きます。 

次期介護保険計画、計画期間における保険料算定に対する考え方ということでございます。平
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成２４年度から２６年度までの５期計画のちょうど中間点に来ているところでございます。

２７年度からの第６期の計画期間に係ります介護保険料については、具体的には、まだ制度改正

の内容が決まっておりませんので、金額については今のところつかめていないところでございま

す。 

 この第５期における介護保険料につきましては、第４期までの保険事業の運営に係る財政収支

というのが厳しく、４,５００万円の借入を行って、まだ返済中であります。１号被保険者の減

少あるいは借入金の返済、報酬の改定等を加味いたしまして、基準額で４期の場合が４,１００円

でありましたが、これに１,３００円引き上げまして、５,４００円といたしたところでございま

す。これによりまして、第５期計画期間の３年間の保険給付費というのを、約８９億４,５００万

円として計画を定めたところであります。１年目の２４年度の決算におきましては、給付費が

１.２％伸びまして、計画給付費との比較では９６.２％、給付費で約１億７００万円、保険料に

換算して約１,６００万円の黒字となっております。 

 ２年目の２５年度、今年度でありますが、特別養護老人ホームあるいはグループホーム、こう

いった施設が、あるいは増設とか増床とか新設とかありまして、こういった待機者対策の取り組

みをしていただきました。こういったことによりまして、サービス事業所が増加をいたしており

ますので、保険給付費が伸びる要素があります。 

 ３年目の来年度でありますが、２６年度までは何とか安定した運営ができるのではないかと考

えております。被保険者数の減少も一方ではありますけれども、２５年度、２６年度までは、現

行制度において何とか維持でき、引き上げの要素はないものと考えております。 

 現段階では、保険料算定に係る算定シートが、２５年度末から来年度当初にかけまして、厚労

省から示されるという説明がなされております。制度改正については、御承知のとおり、社会保

障制度改革国民会議から改革案が示されたところでございますが、国会を経たあとに、新制度に

よります第６期の保険給付費用を算定するということになっておりますので、今の段階ではこれ

に基づく保険料を定めるというところまで至っておりません。こういった時期を見て算定に入る

ということになります。 

 次の、３課の連携につきましてでございますが、御質問にあります３課の連携につきましては、

実質的には、昨年度から介護保険料の引き上げに伴いましての説明会を、３課に関係する介護保

険制度あるいは保険料の引き上げ、介護予防、高齢者福祉、見守り支援、健康さつまポイント事

業、特定健診等の事務の説明会とあわせまして取り組んできた経緯がございます。 

 行政改革の組織再編についても検討する段階で、３課で連携をして検討した経緯がございます。

こういう中で、現場サイドのほうからも、３課連携の必要性というのが当然として出されてまい

りまして、本年度５月に要綱を定めて進めております。 

 定例的な会議で、それぞれの課の課題を共有しながら連携して取り組みを進めるということに

しているところでございます。本来、保健福祉分野というのは、町民生活にとって最も身近な分

野でありますので、事務事業を進める上では、お互いに密接な関連をとりながら進める必要があ

るかと思っております。現在、地方分権のもとでありますので、求められる事務事業も多岐にわ

たり複雑化してきておりまして、特にこの保健福祉の分野に当たっては、求められている課題と

いうのが専門的なものとなってきており、お互いに、業務とか課題を共有して、対処していく必

要があると思っておりますので、今後とも継続して取り組みを進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 ４期の基準額のことで、４,１００円でありましたけども、これに１,３００円の引き上げで、

現在、５期保険については５,４００円ということでございますので、ちょっと単位を間違って
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いたようでありますので、訂正をさせていただきます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○川口 憲男議員

 今、２問についての説明というか御答弁をいただきました。確かに町長の答弁にありますよう

に、今、国が新たな事業の見直しといいますか、計画を掘り直すということをしております。そ

の中で、私もやっぱし前期４期の保険料のことから５期に移る状況を考えまして、いろんなとこ

ろの資料もいただきましてしたときに、どうしてもこの介護保険料が、１期ごとに高まる傾向が

あるんじゃないかということを心配してました。５期では町長の説明にありましたように、借入

金とか、それから、４期の負担増があったりしてる、そういう関係で１,０００円ちょっとの伸

びになったという説明を受けたところでございます。 

 今期といいますか、６期に向けてもやはり新たな施設の増ですか、それからいろんなところの

いろんな施設が、いろんなところの整備をするということで、この状況が保険料に加味されると

いうことになってくるんじゃないかと思います。 

 今、町内を回りましてもいろんなこと聞くのが、ないごて介護保険はこんなに高いとよちいう

方が多いです。ただし、６５歳以上の１号被保険者、この方々の中でも元気な高齢の方々が多い

わけです。その方々も同じように、その金額を負担しなきゃならないということで、どうしても

やっぱし保険料の軽減といいますか、負担減を強く要望されております。 

 ６期に向けては現状維持か、あるいは前後でとまるんじゃないかということの答弁がありまし

た。ぜひ、このところについては、中身をちょっと精査といいますか、当然１年ちょっと済みま

したから、その中身はできてきておるんじゃないかと思うんですけれども、やっぱりどうすれば

負担軽減になるのかを、もう少し詰めていただきたいと思いますが。町長、さらに現状維持、さ

らなる要素的に現状維持であるということ答弁されましたけれども、このあたりのところは、今

の段階で判断といいますか、我々が承知していいのか、将来に向けてもこういう状況でいけると

いう確信があるのか、再度お聞きします。 

○町長（日髙 政勝君）

 現状維持ができるのは、この５期のいわゆる２６年度の過程の途中でありますから、今ちょう

ど中間点なんです、５期の。今の見込みでいったときが、５,４００円です金額は。それについ

ては、何とかこの中で維持ができるのかなということのお答えでございますので、次の６期につ

いては、今後、施設待機者がまだ相当いらっしゃるということでありますし、その中で施設の中

でもっと増床をしたいという考え方が出てくる、あるいはこのもっとグループホームをつくらん

にゃいかんという考え方は出てくるのか。そうしたときに５期の場合もそうでありましたけども、

施設によっては待機者がいらっしゃいますから、もっと増床して、経営も順調にやっていきたい

というのがありますけども、すぐ保険料にはね返ってくるんです、そういうふうになりますと。

そこのやっぱ見きわめというのをしっかりやっていかないと、先ほど、今ありましたとおり、余

り保険料が上がると軽減をしてくれとか、とても負担が大きいよということになりますので、そ

の辺の待機者と、そしてまた保険料との関係ということもうまく考えていかないとなかなか大変

だと。それで国が今、社会保障制度国民会議ですか、ここで今いろんなことも出されております。

例えば、要支援１については、いわゆる市町村でやってくれと、今までは介護保険の中でやって

ますけれども、そうなったときに、それなら市町村のほうは財政がそれぞれ違いますので、どこ

までサービスができるか、要支援１、２については、相当格差が出てくるんじゃないかと、そう

いった心配もなされております。 

ただ、国がそういうところまで見てあげますよって段階で今示されておりますけれども、どこ
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まで見てくれるのか、そういうのが全くつかめんとですね。それで、今後、この国民会議の中で

も当然として、この医療費についても１割の部分を２割やっぱりもらわんにゃなってかんぞとい

うことになっておりますから、この辺のことを政府が実際実行されるのかどうかちゅうのは、こ

れからの問題だと思います。 

 それで、ある程度負担をしながら、やっぱ高負担、高福祉という形になるのか、高負担、中福

祉になるのか、これからの日本の新しい時代がこれから入っていくのかなと思っております。こ

れは非常に高齢化が進めば進むほど、社会保障経費というのは膨大なものになっておりますので、

負担ができる方については負担をしてもらう、もうそういう時代にならざるを得ないと思ってお

ります。 

 日本の財政が１,０００兆円を超えるような、ものすごい借金の国でありますから、やはり財

政改革もしなければならないと、消費税の関係も出ておりますけれども。この辺の見通し等もや

っぱり大きく関連をすることになってくるかと思っておりますので、この辺は十分見きわめてや

っていきたいと思いますが、とにかく第６期については、いろんなそういう制度改革をもとにし

ながら見通しを立てる必要がありますけれども、今、国のほうは在宅福祉という方向もだんだん

と出されておりますので、その辺がどういう形で具体的に出てくるか、見きわめていく必要があ

ろうかと思っております。 

○川口 憲男議員

 答弁のとおり、国の動向が定まらん状況の中で、保険料のことをどうこう言うのもちょっとお

こがましいといいますか、見当がつかない状況なんですけれども、実際、保険者の考え方を気持

ちを表すならば、どうしてもそういう６期に対しては、負担軽減といいますか、多少増床とかい

ろんなところがあるとは思いますけれども、やっぱしそこらを十分考えに入れた保険料算定をし

ていただきたいと要請しておきます。 

 そうなれば、町長、やっぱし先ほど町長の答弁にもありました、国が今、打ち出そうとしてい

ます要支援１、２、介護１までだったですかね、要支援の方の負担を市町村でとか、都道府県ま

で入ってましたか、市町村だけですかね、そこで賄っていただきたいということをちょこっと聞

いた話もあります。 

 そして、つい先日には、オリンピックが東京に招致されますから、その経済効果とか、それか

らオリンピック効果とかいうのは非常に高いものがあると、何兆円というのが経済評論家により

ますと１０兆円ぐらいあると、国の試算でいけば３兆円ぐらいと、２兆幾らとかだったですか、

それぐらいあるということでしたけれども。それが、果たしてこの地方までその効果が出てくる

のか、例えば、安倍総理になりましてアベノミクスを出されましたけれども、その効果が果たし

てうちのまちにどれだけ影響してるのか。そしてまた、そこに住む我々がそういう感じ方をどう

とっているか。これは私は疑問だと思いますし、ほかの町民の方が、うん、これはよくなったぞ

という方がどれだけいらっしゃるかということも、ちょっと話も聞いてないところなんですが、

そういう中であって、うちの町では先ほど町長の答弁にもありました介護保険、健康増進、福祉

課等の事業連携をしてると、縦割りから横の流れを充実していって健康増進を図ると。これは、

森山議員の質問の国保のところでも申されましたけれども、非常に従来から縦の流れを横に変え

たらどうですかということを、これまでも町長なんかに申し上げてきましたけれども、これがや

っと本格的に、横の連携ができたんじゃないかというふうに私は考えます。 

 そういったところで、やはりこの重点的に絞りますと、医療介護予防、健康づくりの普及活動

というのがいかに大事か、町長はさっきの森山議員の答弁の中にも予防が大事だということを申

されておりました。この３課連携が、今後、次第に実を結んでもらえるように私も期待しており
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ます。 

 また、２４年度の特定健診が６９％と高い評価を受けているということも、前議員も申し上げ

ましたけれども、私もそのことを聞いています。やはり、こういう医療、介護、予防、健康づく

りの普及活動に対して、さらなる充実が必要じゃないかと思っております。 

 ことし７０％目標ですけれども、８月の半ばだったですか、ちょっともっと８月過ぎたころで

すか、聞きましたときに４６％ということで、今、推移してるということを聞きました。やはり、

これにも７０％あるいは７５％に向けて、町民こぞって推進していくべきじゃないかと思ってお

ります。まず、このことで、この普及活動について、町長いかなる所見をお持ちなのか、お聞き

します。 

○町長（日髙 政勝君）

 先ほどちょっと、今回の介護保険の市町村移行ということで、厚労省が今、症状の軽い要支援

者向けのサービスを、介護保険給付からいわゆる市町村事業として移行をするというような考え

方が出されまして、今、厚労省の諮問機関であります社会保障審議会介護保険部会に出されてお

りますけれども、受け入れ体制が整った市町村から順次移して、２０１５年から１７年の３年間

で完全移行をするというような考え方があるようでございます。今後こういった考え方がまとめ

られて、答申をされて、実際どう動いていくかというのは、今後大いに関心を持ちながら、取り

組みをする必要があるかと思っているところであります。 

 今、３課の連携、これについては、なかなか役所というのは縦割りになりがち、専門的セクシ

ョナリズムになってしまいがちであります。やはり先ほど申し上げました、この町民の立場から

考えたら、健康、福祉、介護こういったことは、もう同じようなことですから、やはり、それぞ

れ３課が、縦割りじゃなくて横の連携をうまくとって町民サービスをする、これが基本であると

いうふうに考えておりましたので、できたら、３課の壁を取っ払って、グループ的にしたらどう

かという話もありましたけれもど、一挙にはそこまでまいりませんが、とにかく町民サービスを

視点におきますと、やはりそういう役所的な考え方というのはもうなくして、やはり十分な横の

連携をとっていく必要もあるかと思っております。これについては、一挙にはいきませんので、

とにかくこういった連携を深めていくと、定期的に、先ほど申し上げましたように打ち合わせを

しながら、いろんな課題を共有しながら、一緒になって取り組んでいくと、そういう気持ちで今、

やっているわけであります。 

 したがいまして、特定健診の普及については先ほど申し上げましたとおり、県内でも恐らく、

まだ発表になっておりませんけれども、恐らく県内でも上位のランクに位置づけをされるかと思

っております。これからも、やはり、地域の力をどうしても発揮をしていただきたい。自分の健

康は自分で守るんだという意識を、やはり町民自身が持っていただくことが、まず基本であるか

と思っておりますので、そういった啓発についてはさらに努力をする必要がありますし、やはり

そのことによって、医療費の抑制にもつながっていくわけでありますので、今後も公民館あるい

は公民会の皆さん方にそれぞれの地域の受診率を掲げて、数値目標を掲げながら達成をしていた

だく、そういう努力をお願いしていきたいと思っております。 

 今までそういう達成のところについては、町のほうからも報奨金で、次の活動に向けて５万円

の報奨金もやっておりますが、そしてまた、元気度アップ事業、高齢者のですね、そのほか健康

づくり推進のポイント事業、５点達成をしたら、年度末にそれなりの報奨の機会もありますよと

いう、ひとつの誘導策も講じているところでありますので、もっともっとその辺も啓発をしなが

ら取り組みがさらにあって、目標としております７０％のところまで行くように、努力をしてま

いりたいと思うところでございます。 
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○川口 憲男議員

 町長のほうで、答えをいただきまして、次の質問の答えまでいただきましたけれども、おっし

ゃるようにぜひいいことですから、縦割りから横割りにして健康づくりのまちを目指すんだと、

先ほどくどくなりますけど、森山議員の中での言葉の中にも町長が頻繁におっしゃったのが、健

康づくりを行い、夢と希望の持てる元気なまちを目指すということを盛んに申されました。私も

このことをここにも書いとって、町長にもお願いとか言いますか、ぜひ取り組んでいただきたい

ということは、こういう元気なまちをつくり出すことだと思っております。そのために、先ほど

答弁の中にもありましたけど、各公民会、公民館ですか、各校区で福祉部という名目のものの部

署を置き、そして生活改善とかいろんなことをやっております。健康増進などいろんなことをや

っております。この中にあって、この福祉部の中にも先ほど述べました３課の中に、地域民生委

員、在宅アドバイザー、健康づくり推進委員、そしてまた生活改善推進委員、これはあれですか

ね、それに福祉協議会、あらゆる健康に従事される方が、メンバーを連ねていらっしゃいます。

やっぱしこのところのところを、再度と言いますか、さらなる健康づくりを目指すために、どう

いうな活動すればいいのか、ここには昨年出されました健康地域福祉の資料ありますけれども、

やはり７０％あるいは７５％を目指していくためには、こういういろんな係の方の協力、あるい

は地区を挙げた健康づくりの活動、これが推進されることが大事じゃないかと思っております。 

 それと、従来から申し上げてきました「早寝、早起き、朝ご飯」の宣言、それから健康づくり

宣言のまちを昨年２月ですか、健康推進大会、健康大会ですかね、２月にされました。やはりこ

ういう宣言のまちをされたり、「早寝、早起き、朝ご飯」のこういう宣言をしているまちですか

ら、さらなるやっぱし、その分野分野の方々に協力をいただくことが大事じゃないかと思います。 

 先ほどから申し上げますに、一人一人が健康であるためには、町内に管理栄養士ですか、とい

う方々もいらっしゃいます、生活改善推進委員。うちのまちと姉妹盟約を結んでます青森県の鶴

田町では、「減塩で健康づくり、みそ汁一日一杯運動」というのを推進されております。先ほど

申し上げました、こういう介護保険事業のところを、医療費あるいは給付費を軽減していくため

には、こういう一体となった取り組みが必要でないかと考えております。 

 町長がおっしゃる、健康で生き生きした生活環境をつくること、それからそういう元気な町民

を育てること、そういうことに関して、町長、再度お聞きいたしますが、そういう宣言に対しま

しての町長の取り組み方の考えを、お伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）

 各公民館、あるいは公民会のほうに、福祉部的な組織をつくって、健康づくりとかあるいは福

祉の見守り活動とかやっていただくようにということで、館長会を通じましてお願いをいたして

きているところであります。現在まで、町内２０の公民館に９つ福祉部が既に設置をされており

ます。福祉部という名にかかわらず、それに類似するような位置づけということで、公民会の中

にも３つほどでき上がっておりますし、また２０の公民館の中にも１３ですか、９つの場合は福

祉部という明確な位置づけがありますが、それ以外の４公民館についても、福祉部に準ずるよう

な、そういう位置づけをしていただいて活動をしてもらっております。 

 特に、福祉部の関係については、児童民生委員の方、そしてまた在宅福祉アドバイザーそして

また健康づくり推進委員、そういった方などを中心に設置をしていただいておるところでござい

ます。そういう方が、やはり公民会長さんと連携をとっていただきながら、先ほどの特定健診の

受診率を上げましょうとか、さまざまな取り組みをされていただいておりまして、大変ありがた

く思っているところでございます。 

町にも、健康づくり推進のまちを宣言をいたしまして、とにかく自主的な健康づくりを推進を
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しましょうと、町としましてもいろんな健診をやっております、健康相談もやっております、訪

問もやっておりますが、やはり意識を高めて、自分でできる健康づくりに取り組んでいただく、

このことが一番大事かなと思っております。 

 食と健康ということも非常に大事でありますので、町の食生活改善推進委員の皆さん方の御協

力をいただく。そしてまた、町の女性団体連絡協議会の中でも、いつも食育の関係については取

り組みを進めていただいておりますので、それぞれの皆さん方がほんとに熱心に活動を展開され

て、これがやはり町民全体に浸透して、そういう意識が高まって、健康づくりがさらに進んでい

けば、ほんとありがたいことだなと思っております。 

 やはり、町民運動として、一人一人がやっていただく、そういうことが健康なまちにつながっ

ていくことかと思っておりますので、いろんな皆さん方の御協力もいただきながら、今後も努め

ていきたいと思っております。 

○川口 憲男議員

 おっしゃるとおり、私も思うに、自分のことは自分でというのが一番理想的な健康づくりにも

なっていくんだろうし、それから食生活についても、先ほど青森のことを申し上げましたけれど

も、みそ汁一杯あるいはみそ汁一日一杯運動ですか、こういうことで減塩をどうするかというこ

とをなし得るところがあるんじゃないかと思います。 

 今、テレビを見ておりましても、こういう健康番組ちゅうのがものすごく多いです。どういう

ことでするかとか、あるいはサプリメントといいますか、これを飲んだらやせますよとか、これ

を飲んだら血圧が減りますよということがありますけれども、まずそれよりか、地域にあったこ

とを関連のグループの方々にいろんなことを立場立場で指導を仰ぎながら盛り上げていく、それ

が大事じゃないかと思っております。 

 ちょっと余談になりますけれども、私も町の補助といいますか、町のあれを受けまして、鹿児

島でペット検診ですか、ペットドックを受けてまいりました。非常に安心すべきなのかどうなの

か、受けてるときは、簡単に済んであっという間だったもんですから、ちょっとこう本当に大丈

夫だったのかなというなのを受けてきたんですけど。その中に胃カメラが入ってなかったんです。

ですから、そのペットドックのところの先生にも、先生胃カメラがないですねちゅうたら、これ

は、まだ自分のまちに帰って、近くのところに受診施設がありますから、そこ受けてくださいと

いうことでした。 

 先ほどちょっと、私の質問外ですけど、町長、この特定健康診断の中には、胃カメラのあれも

入っております。ところが、私は、それに入れてなかったもんですから、独断できのう、おとと

いですか、健診を受けに行きました。胃がん検診ですね。ところが、町のこの特定健診、健診料

の料金表があります。町のこれを利用しますと、個人負担金は１,０００円で済むということで

す。ところが、私が行きましたら、ちょっと薬も出さんにゃいかんですよ、何しますよちゅうて

８,０００円ぐらいかかりました。それで、時間も朝９時に行ったんですけど、昼を回って終わ

るような状況でした。 

 ぜひ、この特定健診の受診率を高められることを、担当課も一生懸命頑張っていらっしゃいま

すけれども、もちろん私たち議員の方々も、昨年のときも議会報告会とかいろんな会合のときに、

皆さんが特定健診な受けやんよ、はんも受けとかんにゃいかんよ、ということを話してらっしゃ

るのを私も見聞きしました。また、今年度も、この７０％、６９.９％ぐらいいっちょって、な

いごて７０％をと、あと２人ばっかいすればもう７０％やんさをということもお聞きしたんです

けれども、やはり、このパーセンテージも７０％と言わず、やっぱし先ほど町長が申されました

ように、鹿児島県内でどれぐらいの位置にあるかということをおっしゃいましたけれども、恐ら
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くトップクラスにあるということは、南日本新聞でもされておりました。やればできるんだとい

うことでまとめていらっしゃいましたけれども。やはりこういうことを、全町挙げて、今先ほど

申し上げました、いろんな関連のグループの方々あるいは私たち議員、あるいは行政そういう全

体を上げて町民運動として、町長も申されました、町民運動として高めていかれるなら、健康づ

くり日本一という目標に、受診率目標でもいいと思います。受診率日本一というような呼びかけ

といいますか、できてくるんじゃないですか。それがまた健康づくりにつながっていき、行く行

くは介護の保険料、あるいは介護保険事業にその効果が表れてくるんじゃないかと思います。 

 去年６９％いったから、ことしはすぐそのパーセンテージが出てくるよってもんじゃなくして、

３年かけ５年かけてこれを継続し、訴えていくことが、行く行く６期の保険料とか次の保険料に、

これが、効果が出てくるんじゃないかと私は考えます。 

 ぜひ町長、この特定健診率を伸ばすこと、自主的な健康づくりを自分でと、そういう町民運動

として、盛り上げていただけるように、また行政の中は当然そういう方向で進んでいっていると

思います。 

 先ほど申し上げましたけれども、保健の３課が一致団結していろんなことに取り組んでいます。

母子健康から、あるいは高齢者のこういうところまで、あるいは町長の申されました予防ワクチ

ン等いろんなことに取り組んでおります。やっぱし全庁を挙げて私は取り組んでいただけるよう

に思います。 

 ことしは、農政課のほうでも、縦割りから横割りという窓口といいますか、そういう方向性も

見られますけれども、ぜひ、健康づくりにこういうことを訴えて、元気な高齢者が暮らすまちづ

くりということで取り組まれる気持ちといいますか、そういう考えを、トップダウンとして、各

課なり全庁に呼びかけるお考えがあるのか、町長にお伺いします。 

○議長（舟倉 武則議員）

ここでしばらく休憩します。再開は、おおむね午前１１時１５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
休憩 午前１１時０３分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
再開 午前１１時１４分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○議長（舟倉 武則議員）

休憩前に引き続き、会議を開きます。 

○町長（日髙 政勝君）

 特定健診率につきましては、昨年、いろんな皆さん方の御協力をいただいて、大変高い達成率

を誇ったということでございますが、中には、公民館によっては９０％、あるいは８０％以上の

ところも３公民館ありました。 

 非常に、熱心な取り組みをいただいたなと感謝をいたしておるところでありますので、本年度

も、国のほうは若干この６５％下げてきましたけれども、せっかくこうして町民運動として推進

をしてきておりますので、これをまた、国が下げたから町も下げるよというわけにはいかんと思

っておりますので、やはり、先ほど申し上げましたように、７０％は達成をしていくような目標

を掲げて推進をしていきたいと思っております。 

 高齢者の元気度のアップにつきましても、新しく、やはり、下半身、骨を強くする、そういう

運動として、ロコモ運動を広く推進をして取り組みをしていただきたいということで、いろんな

高齢者サロンとか、高齢者の皆さん方が集まる機会がありますので、そういった指導者を通じて
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推進をしていきたいと思っているところでございます。 

 先ほどありましたとおり、要支援者が約５００名ですかね、今、介護保険の中でサービスを受

けていらっしゃいますが、この人たちがやはり支援から自立していくような形を取り組むことが

大事かと思っておりますので、その辺のところも、今後いろんな皆さん方の御協力をいただきな

がら進めてまいりたいと思っております。 

○川口 憲男議員

 ぜひ、町長、先ほど国は受診率をちょっと下げてないかという話もありました。私も、それは

情報で聞きました。しかし、せっかく７０％台まで、目に見えるちゅうか、近くにきました。そ

して、また、私としては８０、あるいは９０％を目指す町民の意気込みといいますか、町、行政

はもとより、我々はもとより、町全体でそういうふうに取り組んで、町長がさっき申されました

ように、元気で生きがいのある町を目指すということをしていただけたらと、強く思うところで

あります。 

 つい最近のテレビを見ておりまして、いつも出てきます、徳島県だったですかね、高齢者の

方々が、あれは何、刺身のつまとか何とかというのをつくるところ、高齢化はすごく高いみたい

です。びっくりするぐらい高いんですけれども、その方々のその介護保険とか、いろんなこれに

対応されるところは、逆にものすごく低い数値が出ております。元気で農作業やいろんな仕事に

取り組んでいらっしゃることが、それに実証されておるというテレビ番組を見ましたけれども、

やはり、うちのまちでも元気な高齢者が、今、グラウンドゴルフやらいろんなところに行ってら

っしゃいますけれど、また農作業とかうちのまちにも高齢化していく中で、若い後継者がいない

中で、まだまだ、その高齢者と呼ばれる方々ではないでしょうけれども、地域のリーダーとして、

やっぱり地域活性化に、そういう方々がどういうふうな力を出していただけるかということも、

こういうような介護予防、あるいは医療費の抑制につながっていくんじゃないかと私は考えます。 

 先ほども申し上げましたけれども、健康づくり日本一でもいいし、健康づくりトップを目指す

でもいいし、もう鹿児島県では想定しただろう思いますから、日本一を目指した受診率アップ、

そういうところを、さらなる町長のトップダウンで進めていただけるように、そしてまた、先ほ

ど申し上げました、いろんな関連のグループの方々にも、そこをお願いじゃないですけど、一緒

になって取り組んでいただけるような方向性をつくっていただきたいし、町長のほうからも進め

ていただきたいと、そういうふうに思います。また、我々議会のほうもいろんな会合があるたび

にそういうことを申し上げます。 

 近いうちに敬老会もあります。その席でも、同僚の議員の方々にも、そういうこと、ぜひ、呼

びかけてもらって、この介護事業が安定して、また、保険料も軽減されるような仕組みになって

いくように要請しまして、私の質問を終わります。 

○議長（舟倉 武則議員）

以上で、１０番、川口憲男議員の質問を終わります。 

次は、６番、東哲雄議員の発言を許します。 

〔東 哲雄議員登壇〕 

○東 哲雄議員 

通告に基づき、質問をいたします。 

 まず、農業振興の施策についての１点目として、本町では、さつま町農林業いきいきプランを

２３年度から５カ年を目標とした第２期計画が進められています。農業産出額１億円以上を目標

とした５品目の目標達成に向けた進捗状況と推進策について。 

２点目は水田転作における重点品目の作付や裏作導入など、水田の汎用化による活用状況につ
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いて伺います。 

次に、消防本部の体制についてであります。 

 消防本部の職員体制の定員充足率は５０％と聞いています。平成２６年度から新庁舎移転に伴

い、課、係の組織再編も着手されると思いますが、定員管理計画の中で、県平均６０％に近づけ

る考えがないか伺います。 

次に、町道の管理についてであります。 

公民会において、集落内の町道の清掃作業など、維持管理を行っています。高齢化が進む中、

集落には複数の町道もあり、少人数での作業となり、最近は特に労力不足が生じている状況であ

ります。今後、そうした労力の軽減を図る観点から、重機等の借り上げに対する助成はできない

か伺います。 

〔東  哲雄議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）

東哲雄議員から出されました３項目について、お答えをさしていただきます。 

 まず、農業振興の施策について、農業産出額１億円以上の品目の目標達成に向けた進捗状況と

推進策はということでございます。 

さつま町の農業振興を図るために、平成２３年度に農林業の具体的計画としまして、目標年度

を平成２７年度としましたさつま町農林業いきいきプランを見直しまして、地域農業の発展と農

家所得向上に努力をしているところでございます。 

 この、農林業いきいきプランにおきましては、重点推進品目を７品目、拡大推進品目を５品目

の計１２品目といたしまして、新たにジャンボいんげん、白ねぎの２品目を振興品目に加え、推

進をしてきております。 

 御質問の農業産出額１億円以上を園芸、果樹、工芸作物の耕種部門において、産地ブランドの

確立を図っていくために、１品目１億円の品目づくりを、２７年度を目標年度にトマト、いちご、

茶、かぼちゃ、梅、以上の５品目を指定をいたしまして、生産の拡大に向けた推進を図ってきて

おります。 

 目標額１億円以上の各品目の進捗状況につきましては、トマトが２２年度の現況で２億

６５０万円に対し、２４年度におきましては１億８,８００万円、いちごは２２年度、１億

８８０万円に対して、２４年度におきましては１億３００万円、かぼちゃは２２年度６,９００万

円に対し、２４年度は６,３００万円、茶は２２年度、３億８,５００万円に対し、２４年度は

３億９,２００万円、梅は、２２年度、３,１００万円に対し、２４年度は２,６００万円の状況

となっております。２７年度目標額に対しましては、２４年度時点で、トマト６０％、いちご

７１％、かぼちゃ５６％、茶１０９％、梅９％の達成率となっております。 

 これまで、町としましても、目標達成に向けての施策としまして、各品目に対し、種苗とかあ

るいは露地野菜トンネルの施設、栽培管理機械、茶加工施設機器、防霜施設等の経費の一部を助

成し、生産性向上に向けた支援も行ってきておるところです。 

 このほか、トマトにおきましては、来年度、北さつま農協が佐志集荷場にトマト選果機の整備

を予定されております。トマト部会が中心となりまして、新たに、トマト産地拡大計画づくりを

進められているところです。町も関係機関と一緒になりまして、計画樹立と達成に向けた支援を

これからもいたしてまいる考えでございます。 

 梅の関係につきましては、安定生産対策や、特に販売の関係で生産意欲に影響をする、これま

での取引相手との契約が解消されまして、新たな取引や２次加工商品づくりを、積極的に取り組
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まれるということでありますので、町のさつま加工センターの１次加工施設を最終の商品づくり

へ対応できるように、施設としての整備をするよう、今回の予算にも委託料を計上いたしている

ところでございます。 

 産地拡大推進につきましては、町議連からもちろんでございますが、ことし７月より農林業プ

ロデューサーを設置をいたしまして、品目別に課題を整理しまして、さつま町の目玉となる作物

の産地づくりを進めて、安定生産と農家の所得向上に努めてまいりたいと考えているところでご

ざいます。 

 次に、水田転作における重点品目の作付や裏作導入など、水田の汎用化による活用状況という

ことでございます。 

 平成２４年度の水田における重点３品目の作付状況でございますが、ごぼう６７.７アール、

里芋６７１アール、かぼちゃ５６０アールとなっております。前年度と比較しますと、軒並み、

面積が減少してきておりますが、やはり、農家の高齢化によります作付ができなくなったとかい

うのが、一番の原因かと考えております。 

 また、平成２４年度の二毛作の取り組みを見てみますとき、最も作付の多い飼料作物３９７ヘ

クタールの約６５％に当たる２５０ヘクタールで、２番目に多い麦で１７ヘクタール、そのうち

９４％の１６ヘクタールが裏作ということになっております。ほかにも、加工用米、ソバが作付

をされております。なお、飼料作物の面積につきましては増加傾向にありますが、まだまだ水田

の汎用化というのは、思うように進んでいないという現状がございます。 

 このようなことから、私も、何とか水田の汎用化を進めたいという考え方のもとに、今まで、

町単の補助事業というのがございましたけど、この裏作の推進、このためには、排水対策をしっ

かりしていかないかんということでございましたので、その一環としまして、町単の土地改良事

業の補助金、従来は３０％以内でございますけど、この暗渠排水事業につきましては、汎用化を

進めるという意味合いから、補助率を７０％まで引き上げたところでございます。こういうこと

で、水稲以外の作物の作付をお願いしていきたいというようなことで、農林業研修会とか、ある

いは、農政座談会等でも周知をいたしてきているところでございます。 

 次に、２番目の消防本部の体制についてでございますけれども、職員体制の定員の充足率

５０％ということで、２６年度、新庁舎の移転に伴い、課・係の組織再編にも着手されると思う

が、定員管理計画の中で、県平均の６０％に近づける考えはないかということであります。 

 消防本部の職員に対しての定員の充足率、これもいろんな算定の方式がありますけれども、

５０％ということでございます。県の平均の６０％に近づける考えはないかということで、なか

なか、この、今の充足の関係につきましては、県内の消防署の関係については、実定員のところ

が、鹿児島市なんかは４７９人、あるいは、ほかの大きなところでも１８０人とか、３桁のとこ

ろもありますけれども、小さいところでは、さつま町が一番小さいんでしょうか、４２名という

こと、あるいは沖永良部では３８人というのがありますけど、本土では一番小さな消防本部にな

っております。それだけ、人口的な関係もあるかと思いますけれども、定員管理計画につきまし

ては、地域主権のもと、新たな権限移譲などに対応していくために、その時々において必要な研

修を実施しながら、職員個々のスキルアップを図ることとしているところです。 

 今後、多くの定年の退職者が見込まれている中で、限られた予算と人員で安定した公共サービ

スの提供を図るために、計画的な職員採用を行っていくことを踏まえまして、前の計画を見直す

形で、平成２２年度に策定をいたしたところであります。 

 計画では、職員数３６１名を、平成２７年４月１日までの５年間において、３６名削減をいた

しまして、３２５にしようという目標を立てておりまして、それに向かって、現在、職員数の削
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減に努めております。 

 消防本部の定員については、鹿児島県とか、北薩地域の平均と比較しましても、５０％という

ことで、少ない状況でございまして、救急搬送等の業務が増えている中で、職員の皆さん方には

大変御苦労をかけている面もございます。 

 やはり、消防職員についても、役場の総体の職員数の定員管理の中に入って考える必要が出て

おりますから、非常に難しい面もございます。一般の行政職は、毎年削減をし、消防については、

非常に、町民の生命、財産を預かる貴重な、そうした面もありますので、消防職員は削減をしな

いということにし、現状維持のところでずっと来ているわけであります。 

 現実的に、消防職も、先ほど申し上げましたとおり、職員全体の中で定員管理を推進をしなけ

ればならないという実情がございまして、非常に、消防職員の増員ということには、なかなか、

現状では難しい状況がございます。 

 現在、市町村の消防の広域化に関する国の基本指針というのが、新たに、ことしの４月に一部

改正をされました。これまで、管轄の人口が３０万人以上での広域化を緩和するということでご

ざいましたので、今までは３０万人規模ということで、なかなか、この辺もどこの県域も、前に

進んでいないという実情がございます。 

 したがいまして、国のほうで今回、このような３０万人以上の広域化というのを緩和するとい

う方向が出されたところでございます。新たに、管轄人口１０万人未満、職員５０人未満の消防

本部を対象にして、こういう地域を重点地域の指定制度の導入をしたいということで、推進期限

についても５年間延長して、平成３０年度を目標とするということが示されたところでございま

す。これによりまして、広域化の実現に向けた取り組みに対する新たな支援策とか、取り組みに

対する県の積極的なかかわり、支援強化が期待をされるということを考えております。 

 したがいまして、こういったことを踏まえながら、消防職員の定員については、今後、十分検

討してまいる必要があるかと思っているところでございます。こういった新たな動きが、また、

始まりそうなことでございますので、そういった動向を踏まえたいというふうに考えております。 

次に、３番目の町道の管理についてであります。 

 非常に、高齢化が進んで、集落においても、大変な御苦労をおかけいたしているところでござ

います。少人数での作業となって労力不足が生じる、軽減を図るための観点から、重機等の借り

上げに対する助成ができないかということであります。 

現在、町道等の、そういった伐採等に当たりましては、燃料支給を２１年度から始めたところ

でございます。最近、そういった利用度も高まっているようでありますけれども、今後におきま

しても、会合等の場で利用率の向上には周知をしていきたいと思っております。伐採後の後片付

け処理に対する重機の借り上げ、公民会からの助成とか、あるいは無償借り受けなど、それぞれ

対応が、現在のところ、さまざまであると思っております。御指摘のように、重機類を使用すれ

ば、労力と時間が軽減されまして、今後における町道の維持管理の軽減も図れるというような、

有効な手段と考えられます。町内の公民会などの実態調査を行いまして、不公平な面が出ないよ

うに、助成制度については検討してまいりたいと思っております。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○東 哲雄議員 

 ただいま答弁をいただいたところでございますが、まず、農業産出額１億円以上の目標とした

５品目でございますが、説明の中で、お茶につきましては、２７年の目標を少し抑えてあったと

いいますか、そういうことで、上回っているということでございます。梅を除いたあとにつきま

しては、この横ばいの状態となっているということでございます。 
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 高齢化、そしてまた価格変動など、いろいろな要因があるというふうには思いますけれども、

平成２７年度までは、まだ期間もあるわけでございますけれども、ただ、この計画は目標数値を

掲げて、推進計画として具体化されたものでございますので、そうした今の進捗状況の現状を踏

まえながら、定例会等の技連会等もされていると思いますけれども、その辺の中で、この状況を

どのように分析をされておられるものか、ちょっとお聞かせいただきたいと思います。 

○農政課長（平田 孝一君）

 園芸品目の中の５品目で、平成２７年度の目標額に対して達成率が低いのではないかという御

質問でございます。先ほど、町長からも答弁がありましたように、茶については目標が低かった

ということで達成しているんですが、ほかの品目については、やはり達成率が低い状況にありま

す。 

 農林技術協会の中で、園芸部会のほうで推進を、一生懸命頑張っていただいておりますけれど

も、やはり議員のおっしゃるとおり、高齢化なり、価格変動、そういったもので思うように、面

積拡大が進まない状況にあると言えます。中でも、トマト、いちご、これらにつきましては、施

設、初期の投資が、やはりかかりますんで、なかなか、新規の栽培者が発生しないという状況に

ございます。面積ではですけれども、できるだけ施設園芸につきましては、単当たりの収量を上

げて、目標面積はですけれども、目標額に向かって頑張っていただけたらと思います。 

 それと、かぼちゃ等の露地野菜につきましては、やはり価格変動と外国産との競合、プラスそ

ういうのがございまして、一年一年でやはり価格の変動が厳しいのが現状であります。そういっ

た中で、少しずつは、かぼちゃも伸びてきてるんですが、まだ達成率が低いということでござい

まして、町としても種子の補助、あるいは苗木代の助成、あるいはトンネルに対しての、これは

地域の方に限ってですけれども、そういったトンネルに対しての施設整備の助成も行うなど、そ

ういったことも一生懸命取り組んで、何とか目標達成になるように取り組んでいきたいと考えて

おります。 

○東 哲雄議員 

 今ありましたように、露地野菜については、なかなか伸びていないというのが現状であるよう

でございます。 

 その中で、先日、日本農業新聞に出ておりましたけれども、熊本のＪＡくまですかね、そうい

うことで、定年就農の新規事業ということで、年金プラス４万円プロジェクトというのが紹介を

されておりましたけれども、やはり露地野菜は、面積もそんなに多くはできないと思いますので、

そういう定年就農の方、そういう方に呼びかけて、やはり多くの方に参加してもらう、それがも

う一番大事なことではないかと思っております。９月号でしたか、ＪＡの広報紙の中にも、かぼ

ちゃを栽培されている方の紹介も出ておりましたけれども、そういうことで、やはり幅広く推進

を図っていく、このことが一番大事じゃないかと思っておりますので、その点について、また今

後、積極的に取り組んでいただきたいというふうに思います。 

 答弁で、トマトにつきましては、来年度、北さつま農協でトマトの選果場整備をするというこ

とで聞いておりますが、そうして、部会の中で、新たなトマト産地拡大計画づくりが進められて

いるということでもございます。 

 先ほど説明がございましたけれども、本町は２２年度からすれば、面積も減少しているようで

ございますし、現在７ヘクタール程度ですかね、そういうことで、栽培がされているようでござ

いますけれども、これもまた、技連会とか、農林業のプロデューサー設置もされているわけでご

ざいますけれども、そういう中で、本町においての拡大計画、なかなか、施設園芸ですので投資

も大きいわけで、なかなか厳しいということでございますけれども、ただそういう拡大計画づく
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りをされておれば、やはりその中に、農林業プロデューサー等も設置をされ、加わって、進めて

いく必要がございますので、その辺の施策というのはどうなのか、あれば、お聞かせ願います。 

○農政課長（平田 孝一君）

 トマトに関する御質問でありますけれども、先ほど、町長からもありましたように、平成

２６年度で、ＪＡ北さつまのほうで、トマトの選果機更新事業が計画されております。トマトの

選果機を更新するとなりますと、やはり、それなりの取扱量がないといけませんし、そういった

ことから、現在、中心は時吉、中津川、あと虎居地区等で栽培されているんですが、やはり、品

種が余りにも多いと、本町の場合、できれば２品種ぐらいに絞れればいいんですけれども、品種

が５つも６つもあるということで、やはりロットがまとまらないというようなこともございます。 

そういったことから、今度の選果機導入に当たり、産地づくりの計画を、やはりつくりたいと、

そして、品種も絞って、ある程度、量をまとめて販売する。それがまた、有利販売につながって

いくんじゃないかというようなことで、品種の統一なり、そういったこともしながら、産地づく

りを進めていきたいということで、また、議員のほうからもおっしゃいましたプロデューサーの

ほうも一緒になって、そういう園芸振興を図っていきたいと考えております。 

○東 哲雄議員 

 さっきも言いましたが、施設園芸は投資が大きいということでございます。そういうことで、

コスト削減の面からも、遊休ハウス等もあるんじゃないかなというふうには思うんですけれども、

私は鶴田ですけれども、鶴田地区ではキンカンハウスがあったんですけれども、そこを、薩摩川

内市の祁答院町ですか、若い方ですけれども、そこを借りてか、また、買われたのかわかりませ

んけれども、その遊休ハウスを活用して、今、トマト栽培を取り組んでおられます。 

 そういうことで、そういう遊休ハウス等があれば、そういうものを使えば、コスト削減につな

がると思いますけれども、遊休ハウスの現状はどうなのか、そしてまた、トマトの栽培に取り組

んでみようというような若い就農者の見通しといいますか、その辺はどうなのか、判っておれば

御説明願います。 

○農政課長（平田 孝一君）

 トマトにつきましては、今現在、県のほうに農業大学校がありますけれども、畜産学部、茶業

学部、そういったところには、本町からの出身者も行ってるんですが、園芸学部、こちらのほう

には、生徒も在籍していないようであります。なかなか、今現在、トマトに新しく取り組もうと

いう若い新規就農がいないと、２２年でしたか、１名おりましたけれども、今ここ二、三年は、

新規就農はいないという状況にございます。 

 遊休ハウスの現状につきましては、時吉地区にも若干単棟ハウスがありますけれども、それと

きんかんハウス、若干あるんですけれども、町内全体見て、それほどはないと思います。ただ、

先般、いちごの育苗圃の入札等も行いましたけれども、そういったハウスの要望も強くて、雨よ

け、あるいはそういった被覆栽培にしたいということで、大分要望も多く、この前、そういった

処分もいたしたところでございます。 

○東 哲雄議員 

 施設園芸におきましては、トマトは産出額も主力を占めているという状況でございますし、一

定の産地のブランドとして確立もされているようでございますので、今回のＪＡの選果場整備を

機に、産地拡大が図られればいいなというふうに願っております。 

 先ほど、新規の就農者の見通しは、現在ないということでございますけれども、こういう施設

園芸等につきましては、特に若い就農者が定着してくれればなという、そういう思いを持ってお

りますので、今後、意欲のある就農者等の確保とか、それから育成とか、そういうものについて
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は一生懸命、取り組んでいただきたいというふうに思います。 

それから、梅でございますけれども、あれは２１年でしたか、２２年、霜の被害がありました。

現在においては、回復も大分してきているというふうに思っております。また、先ほど、答弁の

中でありましたけれども、薩摩西郷梅生産組合、法人化もされましたし、これまでの取引相手と

の契約も解消をされたということでございますので、今後は、自ら販売をしていくということで、

新たなスタートになるわけでございます。また、今回、この加工商品づくりに向けた、施設の整

備のための設計委託料ですか、そういうものも計上されておるようでございます。 

 現在、６０ヘクタールぐらいという面積と聞いているわけでございますけれども、今後、いろ

いろな加工等も取り組むということであれば、原材料の確保、これが一番ではないかと思ってお

ります。そのためには、面積を維持することも必要ではないかと思っております。今後、この遊

休地の活用とか、後継者、そういうことで自助努力もあわせて、行政として、２７年は、２億

７,０００万円くらいの目標を掲げてあるようでございますけれども、現在の１０倍ということ

でございますが、そういう支援推進が図られるよう要請するわけでございますけれども、その辺

について、町長の考えを、ちょっとお聞きをいたしたいというふうに思います。 

○町長（日髙 政勝君）

 さつま町の、有望な特産として、今後も振興を図っていきたいということで、この梅について

は、特に、今までも熱心に取り組みをされまして、今、ありましたとおり法人化組織までされた

わけであります。それだけに、今までの和歌山との取引関係が主体でありましたけど、自前で、

これから開拓をしながらやっていきたいという意欲に燃えていらっしゃいます。 

 それで、そのためには、青梅だけやじゃなくて、加工をして、それなりの製品化をしながら、

流通に乗していきたいということが必要でありますので、今回、そういった加工の施設について

も、何とか支援をしていきたいと思っているところであります。 

 国の６次産業化の指定も、法人化の場合、先日受けていらっしゃいますので、そういったこと

でも、非常に、皆さん方、意欲を持って取り組まれるところでありますので、行政としましても、

この特産振興という意味合いからも、今後、力を入れていきたいと思うところであります。 

○東 哲雄議員 

 梅もですけれども、そのほかの、茶はですけれども、あとの３品目ですか、今、町長もトップ

セールスに取り組んでおられるわけでございますけれども、やはり農産物につきましては、有利

販売対策が農家の所得向上につながります。産地の拡大の推進と、やはり販売戦略ですか、それ

が大事でございまして、そういう中で、農家が安心して、生産に取り組んでいけるんじゃないか

というふうに思いますので先ほどのそういう決意の中で、努力をしていただきたいというふうに

要請をしておきたいと思います。 

 それから暗渠排水の関係でございますけれども、暗渠排水対策、具体的なこれまでの取り組み

について、わかっておれば、お答えいただきたいと思います。 

○耕地林業課長（杉水流 博君）

 今までの７割補助の暗渠排水の実績でございますが、この事業につきましては、平成２２年度

から実施しておるところでございまして、２２年度で８件、２３年度で１８件、２４年度で

１９件と、年々、増えてきているところでございます。実施後につきまして、現地調査を行って

いるところでございますが、湿田が解消されまして、主に飼料作物が主でございますけど、かぼ

ちゃや里芋なども、作付されて、効果が表れていると考えているところでございます。以上です。 

○東 哲雄議員 

効果が表れているということでございますが、今までの予算の流れを見ておりますと、町単の
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事業でございますけれども、その中で暗渠排水の事業というのが、ほとんどを占めているんじゃ

ないかと、このようにも受けとめているところございます。 

 ただ、その中で重点品目の作付というのは、やはり、さっきもありましたけれども、高齢者等

が影響いたしまして、もう、大分減ってきているという答弁でございました。水田も湿田では、

やはり作業もですし、質のよいものがなかなか収穫できないという事実がございます。それと、

二毛作で、飼料作物が大分ふえてきているということでございます。飼料作物にいたしましても、

やはり、水田の圃場の条件がよくなければ、作業も困難になるということでございますので、年

次的に、件数もふえてきているようでございますので、今回はまた、追加補正もされております。

全部が、その暗渠排水か、わかりませんけれども、そういうことでございます。また、この本町

は、牛の増頭も進めているわけでございまして、畜産農家と連携をしながら、この飼料作物等の

栽培、そういうことによって、所得向上も図っていくことも、できるわけでございますので、こ

れからまた、要望に応じて対応できるような予算措置を図られるように、要請をしておきたいと

いうふうに思います。 

 次に、消防本部の体制についてでございますけれども、この件につきましては、平成２５年の

第１回の定例会、総務委員会の中でも、町長に見解を求めた経緯があるわけでございますけれど

も、まだ、あの答弁からそんなに時間は経っていないわけで、質問になったわけでございますけ

れども。先ほど、答弁がございましたように、職員の定数管理計画の中では、削減の対象にはし

ていないということで、策定をしておるということでございます。 

 そういう中で、総体的な人件費管理の面から検討させていただきたいとの、そういう答弁であ

ったわけでございますけれども、現時点におきましては、厳しいという答弁でございました。そ

ういう中で、私が、なぜ質問したかと言いますと、今回、新庁舎移転の組織再編が、もう現在さ

れているかとも思いますけれども、よい機会ではないかと思ったもんですから、今回、質問をし

たわけでございまして、なかなかこういう機会を逃すと、そういうことにも踏み切れないという、

そういうことからの質問になったわけでございます。 

 先日、７日の日に地域医療を考えるシンポジウムの開催がございました。町長も出席をしてお

られましたし、また、シンポジストとしても参加をされたわけでございますけれども、その中で、

救急搬送の立場からということで、出動回数とか、消防署員の労働環境など、消防長のほうから

報告があったわけでございます。 

 その中で、あれは２４年度の事例だったと思いますけれども、救急車が３回同時に出動する事

例が、１年間に２０回くらいあったということでございました。その中で、また地元に専門的、

また高度な医療機関がないために、町外に搬送する、それが多くなっているということでござい

ました。そして、また救急業務が重なった場合は、休暇の職員の方を招集しているということで、

この回数も、年々増えているということでございました。６８回で、延べ２６０人を非常招集を

したということでございます。 

 また、近年、ドクターヘリの要請もされておりまして、その際は、やはり離着陸への警戒のた

めに出動しなければならないと、そういうことで、また、職員を招集をしていると、そういう話

をされました。会場から、本当に驚かれた、そういう様子を伺い知ることができたわけですけれ

ども。町長も、そこにおられましたから、そういう感じを持たれたんじゃないかなと、私は、こ

う思っているところでございます。 

 そういうことで、今さっきの答弁では、現状では厳しいということでございましたけれども、

やはり救急業務、また、災害出動、これはもう町民の生命に直接関係をするものでございますの

で、現状から少しでも改善できたらなという、こういう思いを持っているところでございます。 
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 そういうことで、そういうシンポジウムの会場での、そういう雰囲気、そういうものからして、

再度、町長にお伺いをいたしたいというふうに思います。 

○町長（日髙 政勝君）

 消防本部の体制につきましては、先般、救急医療の、そういうシンポジウムの場でも、本当に、

今の体制の厳しさというのは、町民の皆さん方もおわかりいただけたと思っております。 

 合併する前、旧祁答院町を含めた４町での一部事務組合ということで、火災の関係、また救急

の関係、一緒に業務を行ってきた経緯がございます。 

 祁答院町が薩摩川内市に合併をされまして、あと、この３町になった場合に、当時、救急車は

果たして３台もいるのかという議論もあって、２台で十分、当時の件数からいって、２台で十分

かなという話も当然ありましたけれども、やはり、今後の高齢化の状況を踏まえたら、３台は必

要になる時期が来るのかなということで、現状維持の形になったところであります。 

 現実は確かに、今ありましたとおり、救急車は３台も出る事態も発生をしてきている現実がご

ざいます。そうなったときに、３台も出ているときに、火災でもしたらどうかということも非常

に心配をされます。非常に喫緊な課題としては受けとめております。 

 生命財産を守るという業務からいたしましても、何らかの対応は必要かなというふうには考え

ているところでありますが、非番の職員まで、そういう場合には出動せないかんということであ

りますから、大変な無理もかけております。 

 したがって、今の町全体の行政改革の中で、まずは、職員数を見直しをせないかんということ

で、過去もずっときておりまして、私が就任をいたしましてからも、これはずっと継続をしなが

ら、２７年の４月１日に、合併当初の４２５から２７年の４月１日の１０年あけた年には、

１００人削って、３２５にしようというところまで、目標を立ててきているわけであります。そ

ういう方向の中で、行政改革を進めてきておりますし、町民のいろんな委員の皆さんやら、議会

のほうにも報告をしながら、取り組みをいたしてきております。 

 消防職員４２名、うちですが、業務については権限移譲ということで、毎年、県から移譲を受

けてきております。一方では、そういう中で、職員数は減る、仕事はふえるという状況はずっと

続いておるわけであります。一般の行政職員についても、非常に厳しい環境に置かれております。 

 それで、私がやはり、一応の目標を２７年の４月１日に立てた以上は、それについてはクリア

をする必要があるかと、私はそこは厳守をしていきたいと思っております。その中で、３２５の

中で、どのような行政職と消防職員の割り振りをしていくのかというのは、ひとつの課題になろ

うかと思っておりますけども。それもですが、それ以降の、新たな行政改革というのを、先ほど

もるる申し上げておりますとおり、次なる、やはり行政改革をしていかないと交付税が１２億円

も減っていく、累計で３０億円、そういう時代が目の前に来ているわけであります。 

 そういうことも視野に入れないと、何を削るか、もちろん事務事業の関係も厳選をしながら、

投資的な経費等についても、非常に緊急を要する重要なものに限られてくると私は思っておりま

す。一般財源が１２億円も減っていくちゅうことになると、５年、合併後、いわゆる２７年から

５年間ですから、全くなくなるということ、今の想定ではですね。そういうふうになりますと、

それはもう大変な時代が来るということで、税収も先ほどありましたとおり伸びない、交付税も

減るとなると、やはり手をつけられるというのは、今の現状からいくと、人件費、公債費、そう

いうことしかないと思うんです。 

 町民生活の福祉増進をするという、いわゆる社会保障経費というのは、どんどん増えていくわ

けですので、手をつけられるというのは、そういうふうにしかなりません。そういう中で、それ

なら、どうやっていくか、高齢化はどんどん進んでいく、ますます行政サービスは高めていかな
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ければならない。やはり職員数がある程度なければ、行政サービスもですね、現場にも行けない、

役場にもお客さんが来ていろいろせんにゃいかん、仕事はどんどん県から移譲をしてくるという

時代ですので、この辺もしっかり見きわめて、それなら３２５人で果たしていいのかっていうの

を、もう１回、その時点で、次なる計画をつくるときに、見直す必要があるかと、私は思ってお

ります。 

 果たして、削るだけで、本当に行政サービスが徹底をしていくのか、高齢化の時代にですね。

そういうことを考えますと、果たして、３２５人が、本当にいいのかどうかちゅうのを、毎回、

皆さん方とともに、検討をしていくことになろうかと思っております。その時点で、なら、消防

職員の定数を４２でいいのか、あるいは６０％まで近づいていく、６０％になりますと、４人か

ら５人、ふやさんにゃいかんということですよね、すると、一般行政職を、それなら、今の計画

でいけば、４人、５人減らさんにゃいかんちゅうことですから、果たして、それなら一般行政の

職務の仕事がどんどんサービスが落ちるということになります、一方ではですね。それで、そう

いうバランスを考えて、次の計画をしっかりと立て直す必要があるかと思っておりますので、し

ばらく、その辺は、２７年、その時点には、次の計画に向かって、真剣に、お互いに研究、検討

をさしていただきたいと思うところでございます。 

 今、消防職員を増やしますとか、そういうところの段階では、私は、今のところ、ちょっと、

ですので、とにかく、３２５と決めた以上は、３２５のそこだけは厳守をして、そして次にいろ

いろ考えていきたいと思っております。 

 そしてまた、先ほど申し上げました消防の広域化計画ですね、先ほど、３０万人に限定をしま

せんよと、緩和をするという国のお話がありますので、今後、その辺のところもどんな動きにな

るのか、場合によっては、こういう広域再編を、早くできることになっていくのかということも、

見きわめていく必要があるかと思っておりますので、その辺も両面考えて、やっていく必要があ

るかと思っているところであります。 

○議長（舟倉 武則議員）

しばらく、休憩します。 

再開は、おおむね午後１時５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
休憩 午後０時０８分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
再開 午後１時０５分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○議長（舟倉 武則議員）

休憩前に引き続き会議を開きます。 

○東 哲雄議員 

 定員の充足率のことにつきましては、国の５カ年計画等の答申もされたということで、鹿児島

県の動向等を踏まえながら対応していきたいということでございましたが、その中で定員管理計

画３２５人、これを守って次の段階でという答弁もございました。 

 ただ、この救急業務は、財政のことだけで済ましていいのかというそういう思いもしておりま

すし、３２５人の中で何とか工面ができないものかと、そういう思いも持っておるところでござ

いますが、今後、高齢化に伴いまして救急業務、これは、さらに多くなっていくというふうに思

いますので、少しでも充足率を上げる取り組み、それを要請をしておきたいというふうに思いま

す。 
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 それから、町道の管理についてでございますが、この借り上げ等につきましては、実態調査等

をして検討するということでございました。 

 現状としましては、集落内の町道の草刈りは大体年２回程度が実施をされているんじゃないか

というふうに思っておりますけれども、さきにも言いましたように、複数の町道等があれば、集

落の班に分かれて実施をするという状況でございまして、本当、少人数で１キロ以上とか相当な

距離をしなければならないということでございます。 

 草刈りをする班と、そしてそれを集めて片づける班、そういう形で作業がされるというふうに

思いますけれども、このあと片づけをするときに集落の中では、あれはフロントローダーですか、

それが付いたトラクターとかタイヤショベルとかそういうのを出して、されているところもある

ようでございます。そういうのがあれば、相当な労力軽減につながっていくんじゃないかという

ふうに考えてこうした質問をしたわけでございます。 

 集落の中山間地域直接支払制度等でこの集落協定をしておりますけれども、その中で取り組ん

でいる事業等につきましても、協定の中で重機とか農業機械とかそういうものを出してもらった

ときには、借り上げ料を払ったりして進めているところでございますので、何とか、そういう借

り上げへの助成制度があれば公民館長も集落のそういう機械を持っている方にやはりお願いしや

すくなるんじゃないかと、そういうふうに思っているところでございます。そういうことで、労

力解消ができれば、まだこの今の現状でも何年かはまた続けていけるんじゃないかなと、そうい

う思いを持っておるところでございます。 

 これも、検討をするで、長い年月がかかっては意味がないわけでございますので、できれば早

い時期に実施をしてもらいたいというそういう思いを持っておるわけでございますけれども、再

度、町長のお考えをお聞かせいただきたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）

 確かに、この町道の管理につきましては、日常の生活道路ということで、地域の皆様方が本当

自主的に、年に２回でしょうかね、場合によっては３回やっていただくところもありまして、非

常にありがたいことだと感謝を申し上げるところであります。 

 やはり、今、各農村の集落においても、限界集落という言葉がありますとおり、高齢化が進ん

で非常に作業も困難になってきている。８０歳以上を超えたら免除をしなければならんと、こう

いうところもあるようでございまして、草刈りをする人、そしてまた、あとの片づけをする人、

そういう分担をしながらやってもらっておりますが、私どもも先般、区のほうで一斉の町道草払

いということで、朝６時からやりまして、まあ、公民会によってそういった機械をお持ちのとこ

ろは自主的に持ってきていただいて、あと片づけをして、これは非常に作業効率も上がるし、あ

ともきれいになると、軽減をされるということでありがたいことだなと思っているところでござ

います。 

 今、ありましたとおり、年々、作業の形態というのが大変な状況もあるようでありますから、

今、燃料支給等もやっておりますが、新たなこの重機のそういう必要なところはできるだけそう

いう方向で取り組みをしていきたいと思っております。 

 一応、全町的な公民会の作業の実態も調査をした上で、不公平が生じないように早期に、調査

がまとまり次第、実施をしていきたいと思っておりますので、御理解をいただきますようお願い

を申し上げます。 

○東 哲雄議員 

 町道管理は、作業班でできるのも限度があるというふうに思っております。町民も、自分たち

の、この生活道路であります町道でありますので、できる限り自分たちも続けていきたいという、
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そういう思いは持っておられるというふうに思っております。 

 言いましたようにそういう借り上げ助成等ができれば、労力不足の解消や集落内の草払い等の

維持管理の継続につながっていくというふうに思っておりますので、まあ、実態を調査し検討す

るということでございましたけれども、できれば来年からでも実施をしてほしいというそういう

強い思いは持っておりますので、そういうことで進めていただきますように要請をいたしまして、

私の質問を終わります。 

○議長（舟倉 武則議員）

以上で、６番、東哲雄議員の質問を終わります。 

次は、４番、桑園憲一議員の発言を許します。 

〔桑園 憲一議員登壇〕 

○桑園 憲一議員

２つの通告に従いまして質問をさせていただきたいと思います。 

 まず１番目に、農業公社設立構想についてでございますが、農業従事者の高齢化や農家人口の

減少、農地の荒廃化を抑止するために県内の自治体におかれましては、地域農業の振興と農村の

活性化策としてＪＡと一緒になって農業公社を設立し、事業が行われております。公益社団法人

鹿児島県農業農村振興協会の県内における平成２２年度の農業公社の活動実績の中では、肝付町

と本町が農業公社設立の検討がなされていると記載されております。その後、どのように検討が

なされてきたのか町長の見解をお伺いいたします。 

２つ目でございますが、国産木材の利用を促進するため、林野庁の木材利用ポイント制度につ

いてでございますが、一定の条件のもと、国産木材を使って家を新築あるいは改装したり、木材

製品を購入した場合にポイントが付与され、商品と交換することができる制度が創設されており

ます。これらについて、町民への周知徹底をどのようにして行う考えか、町長にお伺いいたしま

す。 

〔桑園 憲一議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）

桑園憲一議員から２点ほど御質問をいただきましたので、お答えをさせていただきます。 

 まず、農業公社設立構想についてでございます。その内容についてということでありますけれ

ども、農業公社設立に向けました現在までの検討内容についてでありますが、平成２３年５月に

この設立の検討委員会を設置をいたしました。さつま地域農業管理センターの機能と役割を継承

しながら農業公社の設立を行い、事業を展開するための検討ということでございます。 

当初の計画の趣旨と目的としましては、任意団体であります、さつま地域農業管理センター、

これが農用地利用集積円滑化団体であるために農協の組合員以外の利用ができないということで

ございました。農業公社を設立して、この問題をやはり解消しなければならないというようなこ

とが、公社設立の主な狙いであったわけでございます。やはり、この農協組合員である、また組

合員でないこういう人もやっぱり等しくそういった農地の問題については、取り扱うべきであろ

うというようなことの考え方がございましたので、やはり、そのためには、やっぱり農業公社を

設立してやったほうがいいんじゃないかというようなことで、当初はそんな考え方にのっとって

この取り組みをしたところでございます。 

 しかし、こういった員外の関係の方々については、今年度さつま町がこの円滑化団体になりま

したことから、その当初の狙いというのが解消されたということにもなっております。 

また、現在、実施しております農作業委託事業、まあ、再委託でありますが、これは継続をし、
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ハード事業としましては公社が農業機械を購入して直接作業を行うというようなことであります

が、これについては、基本的にはやっぱり採算性の問題とか、そういう問題がありますので、実

施しないということにいたしてございます。そして、研修事業、ほかの公社がやっております、

新規就農者、こういった方々を一定の農園を持って研修をすると、そういう機会でありますが、

そうことについては、国とか県、町の補助事業、あるいはこの制度等を活用しながら、町内の先

進農家へのあっせん派遣型でしたらどうかというような検討を行っております。 

 直接農場を持って研修制度をそこの農場で一定期間、いわゆる技術者をそれだけお願いせんに

ゃいかんわけですので、そうなると、やはり、コスト的にどうかなというのがありましたので、

これについては、やっぱり、今、申し上げましたように、研修については、やはり、このいろん

な補助事業を活用したり、あるいは制度を活用して、今、町内でも立派に先進的に農業経営をさ

れてる方がたくさんいらっしゃいますので、その部門毎にそこに派遣をするという形でいいんじ

ゃないかと、そういうことで検討をしてきた経緯がございます。 

これまで、２４年度におきましては、検討会を２回開催いたしております。 

 検討委員会では、地域農業の振興に必要な担い手の確保、育成、そしてまた、受託組織等の関

係で、どうしても受託組織等が引き受けない、できないような農作業、まあ、場合によっては条

件の悪い農地というのは、なかなか引き受け手がないんですけど、そういったところの農作業の

受託事業は、やはり例えば公社のほうでやるべきではないかというようなことであります。そう

なりますと、ある程度の町の支出もやむを得ないのではないかと、そういった御意見もございま

す。 

また一方では、やはり公社というのは、ある程度やっぱり独立採算的な考え方で運営をすべき

じゃないかと、そのためにはやっぱり必要な採算性のある事業導入、このことも必要ではないか

というようなことでございまして、やはり、そこの事業導入は検討をもっとしないと、これをす

ぐ公社化してしまうというのは、まだ時期尚早じゃないかと、そういった意見も出たところでご

ざいます。 

 また、公社設立後にこの公社職員を雇用するためには、年間を通したこの事業の展開とやはり

そういった皆さん方のこの人件費を賄える収益事業、今、申し上げましたような事業があるかど

うかという、適切な事業ですね、その辺もやっぱり十分検討する必要があると、じゃないかとい

うようなことがございます。 

 現在、高齢化等が進んで、無人ヘリの事業がそれぞれ個人グループ等でも出されておりますけ

れども、そういった無人ヘリ防除の関係というのが出ておりますが、ただ経営的にこれだけで本

当になっていくのか、というものがございますので、６月に開催されました農業地域管理セン

ターの総会においては、もっと引き続き検討をする必要があるんじゃないかというようなところ

になったところでございます。 

引き続き、いろんな状況も調査研究をしてという段階であります。 

 それから、２番目の国産木材の利用を促進するための木材利用ポイント制度についてでござい

ます。町民への周知徹底ということになっておりますけれども、この地域材の適切な利用の確保

につきましては、森林の適正な整備保全、地球温暖化防止、農山漁村地域の振興に大きく資する

ものであると考えております。このため、関係者によります、地域材の需要拡大の取り組みを促

進しまして地域材需用を大きく喚起する対策としまして、地域材の利用に対しましてはポイント

制をしますよと、ポイントを付与してこういった地域経済の全体の波及効果を及ぼす事業であり

ますから、そういった支援をするために平成２４年度の国の補正予算で創設をされております。 

 木材利用ポイントの付与対象となります、工事または製品というのは、鹿児島県の場合は鹿児
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島県木造住宅推進協議会で認定をされております。全国事務局に登録されました登録事業者等が

工事を行って、または製造するものだということになっております。こういった、登録された事

業者でないといけないというようなことになっておりますので、そういった登録事業者等が工事

あるいは製造をするものが対象ということになるようでございます。 

 工事の内容としましては、木造住宅、内装・外装木質化で、製品は、木材製品及び木質ペレッ

トストーブ、まきストーブなどであります。 

 対象の期間でありますが、木造住宅と内装・外装木質化につきましては、平成２５年４月１日

から平成２６年３月３１日まで、今年度末までに着工したもの、あるいは請負契約を締結したも

のということになっております。 

 木材製品及び木質ペレットストーブ、まきストーブにつきましては、平成２５年７月１日から

２６年３月３１日までに購入されたものとなっております。 

 付与されるポイントにつきましては、木造住宅の新築・増築工事、または購入１棟当たり

３０万ポイント、内装・外装木質化工事については、１棟当たり上限３０万ポイントということ

です。 

 木材製品及び木質ペレットストーブ、まきストーブ等は、製品価格の１０％相当で、１製品当

たり１０万ポイントが上限ということになっております。 

 この制度につきましては、先ほど申し上げましたとおり、国の補正予算ということで成立した

のが、まあ、短期間というんですか、情報収集がおくれたところもあります。予算が成立したの

が、２５年のことしの２月２６日、そしてまた、先ほど申し上げました、登録工事業者の１次募

集がされたのは、２５年５月１日から２５年５月の２４日までということになっていたようでご

ざいます。 

 現在、木材利用ポイント事務局がラジオを通じまして呼びかけておりますけれども、今後、町

民の皆様へは広報紙とか、お知らせ版等を使って周知徹底を図ってまいりたいと思っているとこ

ろであります。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○桑園 憲一議員

 まず、農業公社の関係でございますが、設立検討委員会も２回開催されて、るる、いろいろ質

疑が交わされているようでございますが、県内の現在の農業公社の実態でございますが、市町村

とＪＡが出資して行っているのがほとんど農業研修によって就農を支援する研修等事業が最も多

いようでございます。 

 県内外の就農希望者を募集をいたしまして、一、二年間、栽培技術や農業機械の操作及び経営

管理を習得した上で、農地等のあっせんとか、あるいは施設のあっせんをして新規就農させてい

くというのが実態であるようでございますが、聞くところによりますと、県内の農業公社の実態、

活動実績というのはほとんど横ばいの状況というふうに認識いたしております。現在、我々、こ

の身近なところで薩摩川内市あるいは伊佐市が農業公社を持っているわけですが、この活動の実

績はどのようであるのか、あるいは県内の農業公社の設置数は何公社あるのかお教えいただきた

いと思います。 

○町長（日髙 政勝君）

 県内の農業公社の数とか、あるいは薩摩川内市、伊佐市の農業公社の活動実績でございます。

先ほど、研修制度のことでちょっと触れましたけれども、やっぱり実際やってるところは、研修

制を受け入れて研修生も勉強をする機会でありますけれども、そこにやっぱり何がしかの手当て

を払っているというやり方ですから、それもやっぱり何か収入がないとそういうお金も捻出でき
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ないということですから、補助金に頼らざるを得ないというのがあるようであります。 

 県内の農業公社の状況でありますが、県内には１２の農業公社があります。行政とＪＡが母体

となって設立をされているところであります。主な事業は、研修事業、農地斡旋事業、農作業受

委託事業、育苗事業、堆肥事業、農業機械貸付事業等があります。それぞれの公社において実施

している事業は違いますけれども、研修事業については、１２公社中、９公社、農地斡旋事業は

８公社、農作業受委託事業は１２公社、育苗事業は５公社、堆肥事業をやっているところは４公

社、農業機械貸付事業は５公社となっております。 

 薩摩川内市農業公社の職員数というのは２４名ということであります。農作業受委託事業、研

修事業、農用地利用集積円滑化事業、公社直営農産物栽培事業に取り組んでおられます。農作業

受委託事業においては、ごぼうとか、まあ、らっきょうは有名ですけれども、そういった受託作

業、ライスセンターの施設の運営、無人ヘリによります水稲などの防除作業をやっておられます。

公社直営の農産物栽培では、らっきょうとか、ごぼう、水稲の栽培もやっておられるようであり

ます。 

 運営につきましては、薩摩川内市と北さつま農協からの会費及び運営補助金で賄われておりま

す。金額につきましては、平成２４年度実績では、市が負担割合の９０％、１,０６８万

８,０００円、ＪＡが１０％の１１８万７,０００円となっています。２４年度の決算状況見てみ

ますと、農作業受託事業と研修事業、農地集積事業は全て赤字、育苗事業とライスセンター事業

は黒字というふうになっておりまして、全体ではこの黒字分が大きいものですから、わずかな黒

字と、全体では、そういう状況になっているようであります。 

 次は、伊佐農業の公社の関係ですが、職員数が１０名いらっしゃるということで、農作業の受

委託事業、研修事業癩癩研修事業は担い手の農家へ依頼をされておるようであります。農用地利

用集積円滑化事業、堆肥センターの運営、ここは、特徴的には堆肥センターの運営というのがあ

るようです。運営につきましては、伊佐市と北さつま農協から会費及び運営補助金癩癩先ほどの

薩摩川内市と一緒です癩癩行われておりますが、金額につきましては、２４年度実績では市が負

担割合９０％、６９０万３,０００円、ＪＡが１０％の７６万７,０００円となっております。 

 決算の状況を見ますと、やはり堆肥センターの運営というのが相当お金が要るようでありまし

て、赤字が大きく、全体でも赤字になっているようであります。共通して言えますことは、どち

らの農業公社も市からの補助がないとなかなか運営が成り立たないという実情にあるようでござ

います。 

○桑園 憲一議員   

 今、県内の１２公社、そしてまた薩摩川内市、伊佐市の公社の運営状況を説明いただいたわけ

ですが、非常に県内の状況も、私が聞くところによりますと、今、町長のほうから言われたとお

り、黒字を出しているのは、ほとんど一、二社の公社ぐらいではないかと、あとはほとんど赤字

運営をやっているというような状況ではないかなと思います。設置してあるようなところに電話

入れましたけど、ほとんど回答はもらえませんでした。担当がおりません、あるいは電話では回

答できませんとか、そういうお断りの電話ばっかりです。 

 県のほうに聞きますと、ほとんどが自治体の支援によって運営が賄われている状況であって、

その額を見ますと、相当な、それぞれの団体は持ち出しをやっているようです。そして、中には、

自治体によっては、こんな厳しいんだったら、もうやめたほうがいいんじゃないかというような

検討もしている団体もあるようです。そういう状況の中で、どこの自治体もこの公社の運営をや

っているわけですが、毎年、農業研修の希望者の受け入れをしようということで、人材確保に就

農相談会を全国で何回か開いているそうですが、ほとんど希望者は減少傾向であるということも
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聞いております。 

 農業公社の運営というのが、今後、どういう方向に展開するかわかりませんけど、本町が考え

ておる農業公社の設立の趣旨あるいは目的、方向性、こういうところがＪＡとは十分詰められて

今までもきていると思うんですが、北さつま農協の中に、まあ、２市１町あるわけですが、２市

がそれぞれ公社を持っております。我が町も公社を設立しようとすれば、２市１町それぞれ一つ

の北さつま農協の中に３つの公社があるということになるわけですけど、そういう必要性がある

のか、あるいはそういう点なんかについてを含めて検討がされたものか、お伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）

 農業公社の設立の研究というのは、先ほど冒頭で申し上げたとおりですね、やはり管内のさつ

ま町内において、農協の組合員だけが農協の取り扱いができて、やはり組合員じゃない方はこう

いうのができないと、そういう不公平があったもんですから、とにかくそこを公平にやっぱり取

り扱う必要があるだろうと、そのためにはこの農業公社の設立以外にないのかなということで進

めたわけであります。しかし、ことしからそういう農用地の関係については、町でもできるとい

うようなこともありましたので、そこはクリアして、また別途の考え方に立たんといかんのかな

と思っているところです。 

 今までは、同じＪＡ間の中に伊佐市と薩摩川内市はそれぞれ農業公社があって、それなりの事

業をして担い手の育成等もやっている。そしてさつま町の場合は旧、いわゆる管理センター、そ

の中に農地あっせんとか、あるいは冬場のそういった土壌改良等の散布とか、そういうことが中

心で余り三者三様というようなこともありまして、何とか、同じ農協管内の中でも等しくやっぱ

り農業振興を図るということが、基本的なやっぱり考え方も出てくるのは当然のことであったと

思っております。 

 それで、この一つは、今の時代、非常に農業について高齢化が一段と進んでいる。農業従事者

の６５歳以上の方が７０％という時代になって、これからの先々の農業の振興を考えるとき、ど

うしてもやっぱり大きな課題というのは、担い手の確保というのが喫緊のものになっているわけ

でありますので、これについては、担い手支援室もそういう関係から一緒になって詰めてきてお

りますので、そういったこと等を踏まえて、やはり、今後の農業振興ということにやはり、この

基幹産業というのは、私どものまちは農業でありますから、農業の振興を考える、その手だてで

担い手の確保をしなければならない、あるいは農地の問題の解決を図らなければならない、そう

なりますと、どうしてもやっぱりそういった手だてを講じていく必要があるということで、そう

いう狙いも一つはあって、この農業公社の設立というのは必要性というのは、出てきたと思って

いるところであります。 

 ただ、その辺をほかのところは行政が９０％助成をしています。それだけ農業振興はもうやっ

ぱり町の行政の仕事として大事だという分野があって、それだけの負担をしていると思っており

ます。今、申し上げたような狙いのもとだと私は思っております。そして、まあ事業が赤字だか

らとか、採算性がとれなかったり、そういう視点だけで捉えていいのかという問題も大きな農業

振興の意味から考えたとき、そういう問題も出てくるかと思います。 

 ただ、この辺は先ほどありましたとおり、ある程度、やるとなりますと、採算性のとれるよう

な事業のやっぱり見出しというのは、当然として考えなければならないことであります。この辺

は、それが見出せるかどうかちゅうことも含めて、今後いろんな角度から調査研究はする必要が

あるかと思いますども、やはり、ここはお互いに、まあ、農協やら十分話し合い、相互調整とい

うのは必要かと思っているところであります。それで、まだ今のところ、この公社設立の研究は、

今までの経過を申し上げましたけれども、今後さらにお互いに協議はしていく必要があるかと思
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っております。 

 そういうことで、このさつま農協管内に２市１町別々に公社を設立する必要はあるのかという

ことでございますが、先ほどの中で組合員以外の方をどうするかという問題がありましたので、

今まではこういう形で取り組んできましたけれども、そしてまた、将来的にも本当にこの農業振

興という観点からやっぱり考えたときに、どうあるべきかというのは、公社をつくって、やるべ

きなのか、あるいはもっとほかに方法はないのかちゅうことも含めて、また今後お互いに協議が

必要かと思っているところでございます。 

○桑園 憲一議員

 農業公社そのもののですね、さきに薩摩川内市あるいは伊佐市を聞いた中でも、非常に市町村

の持ち出し、その負担割合９０％、大きいというのは、町長も御存じだと思います。ほかの団体

も多分、私が調べた範囲内におきましても、このような似たような、市町村が出資をして運営を

やっているという状況であるようです。 

 昨今の動向を見ますと、いろいろ今まで、現在、推進をいたしておる「人・農地プラン」ある

いは、我がまちにおける担い手育成の総合支援協議会、そういうのの活動、あるいは集落営農へ

の活性化策、そしてまた、今、国が今後、小規模農地を集めてまた大規模農業を目指す農家等へ

の貸し出しのための、農地中間管理機構の設置があるようでございますが、そういうところのい

ろんな関係機関と相互調整した上で、時間はかかってもいいですから、今の我々は、さつま農協

に今、農業管理センターですか、で取り組んできている農地集積、こういうのをやっぱり十分検

討した上で、公社を設立するかせんかは判断していただきたいと思います。 

 はっきり言いまして、さっき言いましたが、地方団体においては、財政負担が太かで、もうお

いげえはやむっというようなのも県内にあるわけですので、独立採算性のつくような事業を導入

してそういう農業公社を設立するというものであれば、何らかの形で生かしていけると私は思い

ますけど、今の状態を考えますと、県内の状況を考えますと、急いでしゃいも公社をつくらんに

ゃならんのかと、いうようなことも考えます。 

 先般、農林業に専門的知識を持った農林業振興プロデューサーですか、こういう方も、町長の

命で設置をされたわけですので、そういう人なんかを使って、今後、我がまちの農地の荒廃、あ

るいは遊休農地、そういうものも園芸振興の中で生かされるような指導体制をつくっていただき

たいと思います。 

 次に、国産木材の利用のポイント制度のことなんですが、この制度は予算総額が約４１０億円

と聞いております。予算枠に達した場合には、期限前でもこの事業は終了するというようなこと

を聞いているわけですが、この件について、ちょっと確認したいんですが、担当課長でもよいで

すが、間違いないか答弁をお願いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）

 農業公社の関係につきましては、今いろいろと考え方をお示しをいただきましたところですが、

やはり最終的につくるとなりますと、やっぱり農家の皆さん方のためになるんだという組織でな

ければ意味がないと思っております。 

 行政としましても、先ほど申し上げましたとおり、やっぱり基幹産業である農業の振興という

ことを大前提に置いておりますから、そういうことを成し遂げるような公社にしていくと、その

ためには、ある程度の財政負担も場合によっては必要な場合もあるわけでありますので、ただ、

採算性の問題だけではないという問題も、ある面では考えなければならないと思っております。 

 ただ、この点については、先ほど申し上げましたとおり、不採算性部門のあるような事業を取

り込んだって、さらに税金の無駄遣いということになりますので、やはりその辺は慎重に、どう
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いうものをして、農家にとっても本当よかったなと言えるような事業の取り組みをしていかない

といかないだろうし、運営的にも、そういうものがなければいけないと思っておりますので、こ

の辺はまた、十分検討をする必要があるかと思っております。 

 それで、この御意見にありましたとおり、非常に農業の関係というのは過渡期に入っていると

思っているところであります。 

 先ほど申し上げましたとおり、この担い手の確保、あるいは集落営農の法人化とか、いろいろ

あるわけでございます。 

 そしてまた、昨年度から始まっております「人・農地プラン」の関係、今ちょうどＪＡとか県

などの関係機関の御協力をいただきまして、全公民館、いわゆる２０の公民館に全て「人・農地

プラン」をつくっていただく、いわゆる青年農業者の育成をしていく、そういう意味で推進をし

てきておりまして、既に１７区で策定をされております。今後の地域農業のあり方を含めた見直

しをしていくということになっておるところでございます。 

 そして、こういう中で昨年、政権の交代もありまして、これまでの農政というのが、またいろ

いろ変わりつつあります。「人・農地プラン」の法制化、そしてまた農地の中間管理機構、いわ

ゆる農地集積のバンクをつくろうという話まで出てきておりまして、その中で担い手の農地集積

とかプランとの連動を検討しているということもあります。 

 そしてまた、ちょうど今ＴＰＰの問題、国際的な農業を視野に入れたこういった交渉も大詰め

に来るという段階にございます。この辺の状況がどうなのかということも、見きわめる必要があ

るかと思っているところでございます。 

 そのようなことで、今後の担い手の確保とか、農地に係ること、あるいは農業農村をめぐる環

境というのが大きく転換をすることが予想されるために、今後の動向を十分見きわめていく必要

があると考えております。 

 したがって、農業公社ことは慎重に検討していくことも必要ではないかということで現段階で

のお答えをさせていただきたいと思います。 

○耕地林業課長（杉水流 博君）

 ポイントの申請期限は２６年７月３１日までとなっておりますが、議員が今言われたように、

４１０億円の予算額に達した場合は終了するということでございます。 

以上です。 

○桑園 憲一議員

 非常に予算の枠が限られておるようでございますので、まあ、他の県ではですね、このポイン

ト制度を取得して、県が認めた県産材を使って住宅を新築あるいは改築、そうしたところに最大

１５万円を上乗せして出している自治体もあるようでございます。このような政策は、今、国内

の林業は衰退して国産木材の需要が非常に低迷をしている、その中で、何とか国産の木材を使っ

ていただきたいという一つのもとにこういう政策がうまれたんだろうと思います。 

 定住対策にもつながるし、あるいは地域経済に対する、いわゆる波及効果というんですかね、

これも出てくると思います。 

ただ、この施工業者、これは、鹿児島県の木造住宅推進協議会、これに登録した業者でないと、

その対象にならないということを聞いておるわけでございますが、資料によりますと、北薩地区

では登録した業者というのは５３社あります。ただ、我が町では、２社なんです。非常にこうい

うところで、何で登録した業者じゃないと、こういうのができないのかですね、県のほうに、担

当のほうに電話を入れて確認をしたんですが、明確な回答は返ってきませんでした。 

やはり、こういう、せっかく国が予算を組んでこういう制度をつくっているのに、なぜ、市町
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村にしっかりした情報を早く流してやらないのか。できれば、町長、町村会あたりでも、こうい

うような立派な、こういう、国産木材を使った家づくりに対して、こういう制度をわざわざ国が

つくったんだから、的確な情報を市町村にも早く出していただきたいというようなことは、町村

会あたりでも呼びかけていただきたいと思います。 

 これは要請になりますけど、そういう状況でございますので、せっかくできた制度が有効活用

されねば何もなりませんので、ぜひ、これは町村会あたりでもただしていただきたいと思います。

質問を終わります。 

○議長（舟倉 武則議員）

以上で、４番、桑園憲一議員の質問を終わります。 

次は、１４番、上久保澄雄議員の発言を許します。 

〔上久保澄雄議員登壇〕 

○上久保澄雄議員

 初めての経験でございまして、質問の持っていき方もちょっとちぐはぐになるかもわかりませ

んが、意のあるところをお酌みいただいて答弁をいただきたいというふうに思います。 

 通告書に従いまして順次質問をさせていただきますが、１番目の地域活動の推進と条件整備に

ついては、これは本来ならば２本立てにすべきだったのかなという気もいたしますが、非常に密

接な関連を持っておったもんですから、１つにまとめさせていただきました。それから、２点目

は、これはもう単独の案件ということで、２点ほど順次ただいまから質問をさせていただきます。 

 町におきまして、まちづくりについての基本的な方針については、私のほうで改めて申し上げ

るまでもありませんが、町の総合振興計画、過疎地域自立促進計画の中に、行政はもとより町民、

公民館、公民会、ＮＰＯ、企業などあらゆる団体が協働し、公共サービスの領域まで云々と明記

をされております。 

 また一方、地域社会はあくまでも自己決定、自己責任を基本として地域自らが取り組むべきと

もされており、このことは、町内全地区において策定されました平成２３年度から２７年度まで

を計画期間とする地域づくり活性化計画がまさにその裏づけとも言えるものであると思っており

ます。 

 これまで、行政主導により運営されてきた自治体は、住民の多様化するニーズと価値観の大き

な変化に的確に対応するには、おのずと限界が生じ、住民総参加によるまちづくりの方向へと移

行しつつしてきているところであります。 

 このような時代の大きな変革のもと、区公民館、公民会の活動は町政推進の中心的な役割を果

たしてきており、その活動いかんによっては、今後の町政のあり方をも左右しかねないと思って

おります。 

 もちろん、あくまでも地域における自主的な組織でありますので、活動内容自体も住民意思に

基づき、それこそ自己決定、自己責任を基本にさまざまな活動が展開されてきているところであ

りますが、だからといって、行政とは直接的な関連はないというわけにもいかないと思っており

ます。 

 そこで、コミュニティー推進の中心ともいうべき区公民館、公民会組織は、町行政運営上にお

いてどのように位置づけられ、また、活動自体に対する評価、課題等を含めてですが、どのよう

に考えておられるのかお伺いいたします。 

 本来ならば、通告、この中で小・中学校の適正化の件についても質問をすべきでございますが、

これは２回目のほうの質問に回させていただきたいというふうに思います。 

次は、２項目めの県外在住者等からの提案制度の創設についてであります。 
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 地方における人口減の大きな要因となっているのが、少子化や若者人口の流出であります。本

町から県外等に出郷されている方々は、これはちょっと違うかもしれませんが、近畿、東京等に

それぞれ出郷会が組織をされ活動されておられますが、これら以外についても多くの方々が全国

におられるものと予想されます。常にふるさとを思い、ふるさとの発展を望み、期待を抱きつつ

関心を寄せていただいているとお聞きいたしております。 

 地元で暮らしている私どもには、その足元というのはなかなか見えづらいものがありますが、

反面、外部からはいろいろな見方、またそれに対する考え方もあるようであります。一部には、

将来においてふるさとに帰り、町民として定住される方もあると思います。 

 そこで、出郷されている方々から郷里に対するさまざまな意見、思い等を提案いただき、町政

運営の参考とする考えはないものかお伺いをいたします。 

以上で１回目の質問を終わります。 

〔上久保澄雄議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）

 上久保澄雄議員から２項目にわたりましての御質問でございます。お答えをさせていただきま

す。 

 まず、地域活動について行政運営上における自治組織の位置づけとその評価、課題等をどのよ

うに考えているかということであります。 

 本町の自治活動につきましては、区公民館及び公民会を組織し、住民の相互扶助や地域活性化

の活動にそれぞれ御尽力をいただいているところでございます。あわせて区公民館長には、町の

ほうからは地区行政推進員として、公民会長には、公民会行政連絡員という形で委嘱をいたして

おります。 

 それぞれ、地元のことをつかさどるリーダーとして、また一方では、この行政との橋渡しと申

しますか、そういう二面性も持っていただいているところかと思います。各種の情報、行政上の

伝達を町民に広くやっていただきまして、町民の皆様方もいろいろと町政に対する関心と御理解

をいただいておりまして、深く感謝を申し上げるところであります。 

 一方、自治組織におきましては、基本的には任意団体ということになりますが、行政としまし

ては住民福祉の向上や、一定の行政目的を達成していくために密接に連携し、協働して取り組ん

でいかなければならない重要な組織として考えておりまして、先ほど申し上げましたような町と

しての位置づけをいたしております。 

 そのため、さつま町の総合振興計画におけますまちづくりの基本目標の中にも「住民と行政が

協働するまち」を掲げまして、分野別の計画の中でも、公民会、公民館運営及び活動の支援と位

置づけて推進をしているところであります。 

 また、行政と地域との連携強化や活力ある地域づくりを目的に、区公民館長連絡協議会を組織

していただいておりまして、年６回の定例会を開催される中で、行政情報の周知、あるいはこの

取り組みの推進、各種の連絡調整、情報交換などコミュニティー活動の推進を図っているところ

であります。 

 自治会組織は、住民に最も近いところにある身近な組織でありますので、地域づくりへの参加、

あるいは町民福祉の向上のため、行政と住民が一体となった取り組みを推進するための重要な組

織として、今後も必要な支援に努めてまいりたいと思っております。 

 また、これまでの自治活動に対する評価ということでありますが、課題といたしましては、全

体的な面では高齢化社会におけるさまざまな対策や地域を担う人材の確保などが言われていると
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ころであります。本町におきましても自治会組織の役員のなり手がないとか、あるいは戸数減に

より運営費が厳しい、そういった御意見も直接聞くこともございますが、組織の維持存続、ある

いは強化といったことが大きな課題だというふうに考えております。 

 それらの中におきましても、各地区では自ら策定をしました、先ほどありましたとおり、地域

活性化計画に基づきまして、それぞれの地域の特性を生かしましたさまざまな行事、特色あるイ

ベントが開催をされまして、地域の親睦、交流人口の増加も図られるなどして、地域の活性化が

展開をされております。 

 非常にさつま町の場合、こういった地域活動というのが各地区特色のある取り組みが行われて

おるということは非常にすばらしいことだと私は評価をいたしております。ほかにはないことだ

と思っております。やはりこの地域のビジョンというのをしっかり捉えながら、それに応じてみ

んなが一緒になって取り組んでいく、この姿が一番すばらしいことだと思っているところです。 

 近年におきましては、先ほどもございましたとおり、こういう高齢化社会の時代に入っており

ますので、自治組織の中にも福祉部の設置を進めていくなど、時代の変化に対応した新たな社会

システムづくりということにも御協力をいただいているところであります。 

 組織力の具体例としましては、昨年度もありましたとおり、健康づくり推進の面におきまして

は、特定受診率の６５％達成に向けて大変な御努力をいただきまして、本当成果が上がっており

ます。このような取り組みの状況を踏まえましても、やはり地域が元気があること、やはり町の

輝きにつながっていくものと思っているところであります。 

 それから、２番目の県外在住者等からの提案制度の創設についてでございますが、本町に対す

る意見、提案等を活用する制度を創設する考えはないかということになっておりますけれども、

現在、県外在住者等から意見とか提案を受け入れる手段としましては、町のホームページのサイ

トへの御意見箱を設けております。町政への意見、提案等をいただいておりますが、建設的な御

意見の投稿というのは余りないというのがちょっと残念でございます。 

 町広報紙においては、ことし８月号から、町民等も含めまして、県外在住者の広報紙の定期購

読者という方もいらっしゃいますので、新しく「お便りコーナー」というものを設けまして、広

く御意見をいただくことにいたしたところでございます。 

 今回、町内外からそれぞれ１件ずつ投稿がございまして９月号にもそれを掲載しております。

また、町内外有識者からの意見、提案等情報交換を行う場としまして、まちづくり懇話会、これ

は平成２２年度から２年間６回開催をいたしました。やはり町内だけのことでなくて、町外から

さつま町を見たときのいろんな御意見というのが、やはりいろいろあるんじゃないかと思って、

そういう機会もつくったところであります。そしてまたいろんな提言もいただきました。大変貴

重な提言をいただきましたので、いろんなまちづくりにも反映をいたしているところであります。 

 そしてまた昨年度は、町外からさつま町に縁あって転勤をされた、赴任をされた方々をお願い

をいたしまして、まちづくりフォーラムというものも２回ほど開催をいたしまして、本町に対す

る印象とか、町の施策に対して多方面にわたりましての御意見、御助言をいただいたところでご

ざいます。 

 今後も、町の広報紙、町のホームページ、町政座談会、提案箱といったような広聴活動を進め

ながら、町民の皆さんを初め、県外在住者の方々の意見、提案を積極的に町政運営に反映させて

いきたいと思っております。そしてまた、開かれた町政を目指してまいりたいと考えておるとこ

ろでございます。 

 それから、さつま町を出郷されてそれぞれ頑張っておられる方々も多くいらっしゃいます。町

としましても、出郷者会の関東さつま会、関西さつま会などとの交流を進めておりまして、観光
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夢大使やふるさと納税のお願いも出郷者会の皆様を通じてお願いをしながら情報交換を行ってい

る状況にあります。また、企業訪問等も行っておりますが、その際においても出郷者会の皆さん

方の窓口を利用しながらお願いをしているところでございます。出郷者会を起点とする交流は、

今後も継続して実施する必要があるかと考えておりますので、そういった機会を捉えて県外の在

住者等の皆さん方との意見交換の場を設けてまいりたいと考えております。 

 なお、広報紙等を活用した県外在住者等の提案や御意見につきましては、町からのお知らせの

方法と、いただきます情報の収集につきましては、部内での協議、検討を進めながら早い機会に

対応をしてまいりたいと考えております。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○上久保澄雄議員

 議員になりまして初めての一般質問でございまして、要領が余りよくわかっておりませんで、

まあ、町長の答弁で全部済んだような気がしてもおるんですが、若干まだ残っておりますんで、

教育委員会の関係が入っておりますので、進めさせていただきます。 

 この地域の活性化の関係につきましては、先ほど町長のほうからるる答弁をいただきました。

現在、これは資料が古いかもしれませんが、現在全町で２０の区公民館と１３８の公民会がある

わけでありますが、本年の４月１日付の高齢化率が平均で３４.５％、これが８月１日現在では

３５.５％と増えております。増加しているようでありますが、実に３人に１人は６５歳以上と

いう状況で、最高で５０.２％と少子高齢化が急速に進行いたしております。これは肌身を持っ

て感じるところであります。自分の公民会を数えてみても、私ももう中堅どころじゃなくして、

高齢者のほうに入りそうな数になっております。 

 このような状況のもと、各地区におきましては、組織の維持運営面で大変な苦労をされており

ます。活動内容についても、既定の行事を実施していくのがもう精いっぱいでございます。とて

も、新たな分野まで取り組むというだけの体力はございません。専ら行政とのパイプ役としての

役割がそのウエートを占めているんじゃないかと言っても過言ではありません。 

 また、このまま少子高齢化が進行していくことによりまして、地域によってはもう現状を維持

していくこと自体困難な地域、先ほどちょっと表現があったんですが、適当かどうかわかりませ

んけれども、いわゆる限界集落というところが発生していくことも予想をされます。今後、行政

と自治組織が単なる行政の業務委託機関としての関係だけではなくて、お互いがパートナーシッ

プとの関係へと転換を図ることが大事かと思いますが、全町的な観点から現在の制度のあり方を

含め、今後、将来を見据えての地域のあり方についての研究、検討をされる考えはないものかお

伺いをいたします。 

 総合振興計画、それから過疎活性化計画の中にも、一部統廃合といったような問題も課題も掲

載されておるようであります。こちらのほうの状況はどうなっているのか、今ですね。非常に難

しい問題は含んではおるんですが、私の公民会自体も数年前に合併をいたしております。あわせ

てお伺いをいたします。 

 なお、教育委員会におきましては、小・中学校の適正化計画見直し案を策定されました。複式

学級を持つ学校を対象に全面的な統廃合となるようであります。もちろん、専門的な立場からあ

らゆる配慮のもとに策定された計画とは思います。地域にとりまして学校の存在は、その規模い

かんにかかわらず、地域住民の心のよりどころとして、何事にもつけ、地域活動を行う上で極め

て重要な役割を果たしてきております。その火が消えてしまうということになれば、先ほど来申

し上げておりますように、町が推奨している自治活動の活性化を推進していく上で大きなマイナ

スの要因となることは必定でありますと考えております。 
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 議会の学校規模適正化対策調査特別委員会の提言、あるいは各地区から、まあ、各地区ですか

ね、地区からの要望書、あるいは請願等にいずれも共通した事項としては、教育委員会が保護者

や地域住民に対し、十分な説明と理解を得る努力を行うよう提言がいずれもなされております。

お話をお伺いしますと、現在進行中であるということでございます。各地域に出向いてそれぞれ

説明をされていらっしゃるということをお聞きします。 

 したがいまして、これらの内容を十分尊重いただき、私は時間はかかってもいいと思うんです

よね。時間はかかっても、子供たちの将来を大きく左右する重要な問題であると思っております

ので、指摘をされている課題に向けての十分な住民への説明と理解を求める方向で取り組みを行

うべきと考えますが、いかがでしょうか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 自治組織のこの業務委託機関から、いわゆるパートナーシップの関係にと転換すべきではない

かというようなことでございます。御意見にありますように、非常に高齢化とか戸数の減少が進

む中でございまして、自治体組織の維持とか運営、非常に厳しい現状がうかがえるところであり

ます。 

 また、高齢化社会において新たに発生する多様な行政需要に対応するためには、行政だけでは

なかなか手の届かない面もあるということで、協働のまちづくりを推進していこうということに

いたしているところであります。さらに、近年の防災への意識の高まりの中でも安全安心なまち

づくりが必要でございまして、これらを含めて今後のまちづくりは自助、共助、公助、さらに今

新たに近所という言葉も叫ばれてきているところでございまして、こういった中でお互いに助け

合うという新たな社会システム、これが必要かと思っているところでございます。 

 高度成長期で若者がたくさんいた時代の社会構造、システムがなかなかもう崩れつつある時代

に入っておりますので、おっしゃるとおり、やはりこの時代の流れに即した社会システムという

のをつくり上げていく必要があるかと思っておりまして、先ほどもありましたとおり、公民会の

中に福祉部というものをつくってお互いに支え合うそういう社会が必要じゃないかということで

提唱もしてきているところでございます。 

 今後の、まあ、こういったことも含めまして、役場の組織も、役場内で仕事をしていることも

当然ですけれども、やはり地域に入っていろんな住民の皆さん方の考え方、いろんな悩みとか聞

くそういう機会が本当、なければいかないなというふうに考えております。特に、一番最先端に

ある行政でありますので、もっと身近にこういうつながりを深めていく必要もあるかなと思うと

ころであります。 

 そのためにはやはり、先ほどから業務にありますとおり、必要な職員がなければいかんという

面もあるかと思っております。行革、行革でどんどん職員数が減っていかざるを得んとですけれ

ども、ある面においては一方ではどんどん高齢化が進んでいく。地域の社会のお互いにパート

ナーという形をとりながらも、行政の役割分担というのはどこまでやるかということもあります

が、必要なところまでは、やはり人的サービスというのはやっていくべきだろうと私は考えてお

りますので、また次の段階でいろいろと総合的な考察をしてまいりたいと思うところでございま

す。 

 とにかく、今後とも地域一体となって、行政と地域が本当、おっしゃるとおりパートナー的な

中で協働社会ができる、そういうことを目指してまいりたいと思うところであります。 

○教育長（東  修一君）   

 小中学校の適正化見直し案の進め方についてでございますけれども、御承知のように平成

２３年７月に基本計画案を策定し、各区及び単位ＰＴＡの皆様に対し説明を行い、さまざまな意



- 57 - 

見をあるいは要望等をお聞きしたところであり、また今ございましたように、議会からは本年

３月に基本計画案に対する最終報告が出されたところです。 

 教育委員会では、これまで出された意見、要望や最終報告などを参考にしながら、今回、見直

し案を策定したところでございます。 

 見直し案につきましては、議会全員協議会で議員の皆様には説明をいたしましたが、その後、

今ございましたように今のところ区公民館長及び各単位ＰＴＡ会長及び学校長のそれぞれの代表

者への説明を行ったところでございまして、今後、年内に最低１回は説明会が持てるよう日程調

整を行い、各区公民館の皆様及びＰＴＡ会員等への説明を行っていく予定でございます。 

 御質問にありますように、学校は地域のよりどころであり、地域コミュニティーに重要な役割

を果たしていることは承知しております。また、学校も地域の皆様の御支援を得て活性化してい

ることは理解し、感謝もしております。 

 一方、学校本来の存在意義を考えますときに、学校は、子供たちの学びの場でございます。子

供たちは与えられた環境のもとでしか活動することはできませんし、また、多様な考え方に触れ

合う機会も限りがあるわけでありまして、その条件の中で一生懸命活動しているのが現実でござ

います。そのため、行政として現在のこの地球規模で物を考えなければならない社会情勢等に鑑

み、子供たちの教育環境はどうあるべきか、ということを考える必要があります。 

 町総合振興計画にも記載されておりますけれども、現状の教育環境を維持していくことが真に

子供たちのためになるのか、将来を見通した教育環境はいかにあるべきか、御指摘のとおり、子

供たちの将来を左右する重要な課題として捉え、教育委員会に課せられた大きな責務の一つとし

て取り組んでいるところでございます。 

 県内の状況を見ましても、それぞれ市町村の特性、事情があり、一律には考えられませんけれ

ども、全県的に見ましても似たような状況の市町村で適正化が図られてきているのも事実でござ

います。 

 以上のようなことから、適正化について平成１９年度から計画的に取り組んできているところ

であります。御指摘のように見直し案に対する説明会を始めたばかりでありますけれども、丁寧

な説明に努め、地域住民の皆様の御理解を得られるよう努力してまいりたいと考えております。 

○上久保澄雄議員

 質問の、まだ、方法は、どうもうまくいってないようでございまして、御迷惑をおかけしてお

ります。 

 ただいま、学校統廃合の問題にて御答弁いただきました。今、それぞれ各地域に出向いて一生

懸命説明をしておられるという状況はもうお伺いしております。このまま、やはり何といいまし

ても、まあ対象になるのは保護者です。一番の対象になるのは保護者としての考え方ということ

になるんですが、なかなか、先ほど言いました感情的な問題として、まあ、感情論と言えばそう

ですが、相性と言えば相性でしょうけど、自分たちが育った学校が自分たちの地域からなくなる

と、ここのところの切りかえというのは非常に難しいというふうな気がいたします。 

 当然、子供はもういらっしゃらないわけですので、当事者としては現在育てていらっしゃる保

護者、あるいは今後その統廃合がなされた後に生まれた子供さん方が対象になられるわけですの

で、当事者はそういう方ですが、やはりそうは言いましても、なかなか学校再編の問題というこ

とになりますと、感情論がやはり地域としては先に立つわけです。どうしてもやはりこの高齢者

で、高齢者と言うとあれですね、お年を召した方でその学校で育ってきたと、それがなくなると

いうことへの哀愁といいますか、やはりそれはどうしてもなくならないと、消えないだろうとは

思うんですが、まあ、先ほど教育長が申されましたように、やはり大事なのは子供たちですので、
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子供たちの将来はどうなのか、やはりそこが最終的なポイントだろうと私も思ってはおります。 

 先ほど言いましたこの関係は、それぞれ、この計画を策定されるに当たって、教育長を初め、

教育委員会とされましても非常に苦しい決断をせざるを得ない部分があられただろうというとこ

ろは十分想像できます。それだけに、それぞれの地域からの地域の特性とやる気を少なくともそ

ぐような手法だけはとられないように、強くこの件については要請をいたしておきます。 

 先輩の指導をいただきながら質問をいたしております。 

 続いて地域づくりの関係ですが、これについてはもう町長のほうから答弁をいただきました。

総合振興計画それから過疎活性化計画の中には、やはり従来の、当時８０戸数程度を目指して統

廃合を進めるんだということで、公民会の統合を進めた経緯もございます。 

 また、確か今の日髙町長だったと思うんですが、行政推進、行政連絡員制度というのをつくら

れたのも町長だったというふうに記憶をいたしております。総務課長時代につくられたと思いま

す。 

 これで、区の公民館長と公民会長が非常勤の公務員という身分をあわせ持つ立場にあったわけ

です。財政的な面からは、非常に地域は助かっております。たくさん、たくさんって言ったらあ

れですね、助成をいただいております。激減補正もこちらのほうもちょっとお願いをしたいと思

うんですが、そういう財政的な面からは非常に助かっているんですが、一方、活動面からします

と、この行政に関する業務が非常に多岐にわたっているんですね。これはこの会場で言うべきか

とうかわかりませんが、特にＪＡさんの分もかなりウエートはあるようです。 

 このことが、役員の選考の時期になるとかなりもめるんです。なかなか役員のなり手が出てこ

ないと、結局業務が非常に多岐にわたってくるもんだから、それも一つの要因かなと、まあ、二

面性を持っていらっしゃるわけです。ですが、自主的な活動の自治公民会、いわゆる公民会です

ね、公民館、公民会、こちらの活動というのはなかなか新しい活動まで踏み込むという余裕がも

うないわけです。 

 既存の現在までやってきた行事をそのまま継承していくというのはもうやっとこさだと、どげ

んかすりゃ外さんにゃいかんと、特に体育行事なんかはもう人間の出てもおらんどなということ

で、非常に苦労をされているのが公民会、それから区公民館の現状じゃなかろうかというふうに

思っておるところです。 

 何とかそれは、自分たちで考えんにゃいかんところですので、行政にどうしなさいというわけ

でもありませんが、それなりのバックアップを行政としてもやはりしていただく必要があるんじ

ゃなかろうかということで、きょうは質問をさせていただいたところでございます。 

 私の手持ちは、もう質問としては、きょうはこれ以上はもう持っておりませんので、また次の

機会がございましたら、その際にと思います。 

 なお、県外在住者等からの提案制度の関係につきましては、これはもう既にそういった制度は

あるんだということでございました。要は、これは今度は周知をしていただければというふうに

思います。例えば、年間を通じてお盆とか正月とかやはり帰省をされます。その時点で、「こら、

おいどんもいろいろ言いたいことはあるんだけどね、聞いてもらえる場はないだろうか」という

ような話をあちこちで聞くんです。全部が全部、本町に当てはまる話だけではないとは思うんで

すが、やはり現在町外にいらっしゃっていろいろ考えられる点、それと地元にいる我々の考え方

と、やはり、うん、こらじゃっどねえというような点も、話をすればあります、確かに。ですか

ら、先ほど言いましたように、そういうふうに意見を取り入れて活用していただきたいというこ

とを申し上げたわけでございます。 

 今ある制度をもう１回、広報でも結構ですし、広報を出しますと当然家族の方なり、そういう
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方には届くはずですので、情報はですね。また町のホームページでも掲載していただければ、い

ろんな御意見がいただけるんじゃないかというふうに思います。 

 そこで一つだけ、最後になりますが、やっぱり、提案、意見等をいただいた場合は、よきにし

ろ、いろんな意見がありますので、一応返礼だけはお願いをしたいと、これだけはですね。何も

言ってこんということでは、提案、あるいは意見を述べられた方も、こやいけんなっちょったろ

かい、ということになりますので、やっぱり提案、意見等を町のほうに、もし投稿でもされた場

合は、理由等を明確にして、返礼をすることは私は大事なことじゃないだろうかなと、その人に

お応えする大事なことじゃないかなというふうに思いますので、これはひとつ要望をいたしてお

きます。 

以上で、私の質問はもうありません。終わらさせていただきます。 

○町長（日髙 政勝君）

 公民会、公民館運営のこの支援策、活性化対策ですね、これについては引き続き行政とのかか

わりというのは密接な関係がございますので、いろいろとまた行政の分野でも、先ほどから出て

おりますパートナー的な立場で、一緒になって取り組みをしていきたいと思うところでございま

す。 

 公民会の合併につきましても引き続き、助成制度を持っておりまして、そういう地域の対象の

ところがありましたらいつでも申し出をしていただければ、一緒になって検討をしていきたいと

思っております。 

 できるだけそういう役員の体制もうまく生まれるような形が必要かと思っております。行政の

仕事はかなり多くて大変だと思っております。朝夕の放送とか公文書の配布とかいろいろあるか

と思いますけれども、とにかく皆さん方の御努力によってこの行政の推進が図られてるというふ

うに考えておりますので、今後ともよろしくお願い申し上げます。 

 いろんな支援策等もいろいろと考えております。今までもやってきております。これからも地

域担当職員もそれぞれ張りつけをいたしておりますので、いろいろとまた御相談をいただければ

ありがたいと思っております。 

 それから、広報の関係につきましては、おっしゃるとおり広報紙とかいろんな皆さんが意見を

出しやすいような環境は整備をしていきたいと思っておるところでございます。いただいた御意

見等については真摯に回答を申し上げながら進めてまいりたいと思っておりますので、よろしく

お願い申し上げます。 

○議長（舟倉 武則議員）

以上で、１４番、上久保澄雄議員の質問を終わります。 

ここで、しばらく休憩します。再開はおおむね午後２時４０分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
休憩 午後２時３０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
再開 午後２時３８分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○議長（舟倉 武則議員）

休憩前に引き続き会議を開きます。 

次は、１１番、米丸文武議員の発言を許します。 

〔米丸 文武議員登壇〕 

○米丸 文武議員



- 60 - 

 本日最後の質問者でございますが、町道における今後の管理のあり方ということで、通告をい

たしました。 

 先ほど、東議員のほうから町道の管理についての質問も行われました。地域の実態を調査した

上で、重機等の借り上げについては検討し、実施できるものは実施していきたいというような答

弁もいただきました。 

 また、私はほかの観点のほうから質問をさせていただきたいというふうに思いますのでよろし

くお願いを申し上げます。 

 これまで、住民の皆さんで居住地周辺の町道は、自分たちの生活道として年２ないし３回程度

の公民会や集落単位で草払い等の作業を行ってきておりますが、住民の高齢化と若者を初めとす

る人口減少によりまして、これまでのような草払いなどの作業が困難になってまいりました。集

落によっては、高齢者のみのところもございます。町として、これまで作業班による草払いなど

の管理を行っていただいておりますが、年を追うごとにその作業路線数が増えてきております。

また、道路から２メートルぐらいまでの高さまでは集落で作業できますが、それ以上の作業が危

険なために、道路上に覆いかぶさっている竹木等の伐採ができなく、町に対して高所作業車の出

動要請が多く、また順番待ちで処理できない箇所も出てきているように判断をしております。町

道の管理者として、今後の町道草払い等の管理をどのようにするのか、具体的な対策を図らなけ

ればならない時期が来てるように思うわけでございます。今後に対しまして、町長はこのような

対策をどのように考えておられるものか、お伺いをいたします。 

〔米丸 文武議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 米丸文武議員は、町道に一本に絞っての御質問でございます。時間の限り誠意を持ってお答え

をさせていただきます。 

 町道の管理につきましては、路線数が今町道で１,１６７本、延長にいたしまして７７３キロ

ということでありますから、もう九州管内を出て山口県のほうまで行くまでの距離になるかと思

います、それ以遠になるかもわかりませんが、それだけの総延長を持っておりまして、管理につ

いても、まあ、懸命にやっておりますけれども、いろんなまだ課題も残っております。舗装の補

修とかあるいは側溝の補修、蓋版敷設、除草、伐採など、まあ、全般的な管理を行ってるところ

でございますが、昨年度の例で言いますと、道路整備班を設置をしておりますけれども、年間の

作業時間の７割近くを近年においてはもう伐採作業に費やしております。道路延長にすれば全延

長の３割超えの伐採ということになっているところでございます。 

 このような状況がありますので、従前はですね、やはり、建設業がやっているような部分もこ

の作業班で整備を行っていたわけですけれども、今の現状が非常に、伐採とかそういう需要がふ

えているというようなことで、できるだけそういったものは建設事業にお任せする。特にまた建

設事業も、今日、公共工事というのが年々減ってきておる中でありますので、そういう部分は建

設業にお任せして、できるだけそういった道路の維持ができるような形、伐採等を中心にしたほ

うに振り向けたほうがいいということで行ってきております。今申し上げたようなことで、７割

近くはもう伐採作業です。 

 道路整備班の手の届かない町道につきましては、やはり地域の皆さん方が自分たちの生活道路

だという意識のもとで、自主的に年二、三回草払いをしていただいておりまして、本当ありがた

いことだと思っております。それだけまた、皆さん方が地域のすばらしい環境づくり、という意

識、そしてまたそのことがやはり町の税金もそれだけ使わなくてほかの面に回せるという効率的
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な面も出てきてるかと思っております。 

 このようなことに対しましては、町では２１年度から燃料支給制度を創設をいたしまして、道

路愛護運動の手助けを行っているところであります。昨年度におけます実績は、１３８公民会中

７０公民会がこの燃料支給も受けておられまして、なお一層のこの制度の周知を図っていきたい

と思うところです。 

 現在、人員やこの予算が限られている中で、高齢化が進んでいる地区の優先伐採、そしてまた、

あと片づけの処理、維持管理が軽減できるメンテナンスフリーを毎年計画的に予算計上をして、

高齢少子化地区の対策、伐採軽減対策等を進めてるところであります。 

 また、先ほどの東議員からの御意見にもありましたとおり、重機類の借り上げにつきましては、

やはり公民会の実態調査をいたしまして、その必要性というのは十分理解をいたしますので、早

い段階で公平な助成ができるような検討を進めてまいります。 

 できれば、そういった町道につきましても、今の国道、県道、あるいはこの県管理で行ってお

ります農道でやっておりますのり面の舗装、ああいうことをしていけば、やっぱりこの伐採の距

離が縮まるということも考えられますけれども、長い目でいきますとそういう軽減もあるかと思

いますが、今のところまだそこまで至っておらないところであります。全て行政ということにな

りますと、それなりの、また、経費がかさむということでありますので、やはり、先ほどもあり

ますとおり、共生、協働の社会、自分たちができるところは自分たちで頑張っていただく、そう

いう気持ちを今後も継続していただければありがたいことだと思っております。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○米丸 文武議員

ただいま、わかりやすい御答弁をいただいたところでございます。 

町道１,１６７本、延長７７３キロメートルですか、それのうちの作業班で実施、今の現在の

作業班で抜開等のですね、作業等をしていただいているのが７０％だというようなことで、作業

班のですね、ということでございますが。私はここで具体的に、担当課長でも結構でございます

が、お伺いします。先ほど２１年度から燃料等の助成等がなされまして、１３８の公民会の中で

７０公民会がこれを活用されているということでございますが、これのそれぞれの公民会が、今、

そういう、これまでにですね、草払い等の管理をされてきている延長路線というのは、総体で何

割ぐらいになっておるものかお伺いしたいと思います。 

○建設課長（三浦 広幸君）

 今、議員から御質問のありました、公民会で実施している、まあ、延長などということでござ

いますが、その前にですね、先ほど町長が路線数が１,１６７で７７３キロと、そのうち約３割、

細かく言いますと３２.６％、２５２キロということになります。差し引き、全部ということで

はありませんが、その大体６割、７割は公民会の共同作業、あるいはいろんな各種団体の伐採が

行われているものと考えております。 

以上です。 

○米丸 文武議員

 公民会のほうで６割強のですね、これまでの道路等の管理を実施していただいて、町といたし

ましても大変ありがたいことでございますが、住民としましても、自分たちの生活道ですから、

当然のこととしてこれまでそういう管理をしてきておって、今もしなければならないという気持

ちはあるんですが、何しろ高齢化とともに、高いところができなかったり、はしごをかけてでき

なかったりとか、刈り払い機を使うことが危険であったりとかっていう状況にだんだんだんだん

なってきておりまして、ほんとに今から先は、それが自分たちでほんとに生活道なんだけどもで
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きないというような状況になってきているのは事実でございますので、私が思いますのは、じゃ

あ、町といたしまして、今後、今の現在の作業班で、じゃあ、どれぐらいまでをできるというふ

うにお考えなのか、その点についてはどうなのか。それと、これがほんとにこの先どんどんこの

割合で進んでいけば、作業班の班数をふやす、あるいは作業員数をふやして対応していくような

考えがあるのかどうか、その点についてお伺いをしたいと思います。 

○建設課長（三浦 広幸君）

 まず、今後の作業班で高齢化が進んでできなくなっていく場合に作業班でどれぐらいできるか

ということでございますが、先ほど申しましたとおり、作業班の体制が今現在３班、１班５名の

掛ける３班、１５名に、本年度、緊急雇用創出事業を活用しまして、１班５名、今現在４班体制

であります。そのうち、実働が、ちょっと細々した数字で申しわけないんですが、実働が去年の

例でいきますと２４４日、そのうち伐採が１６０日、高所作業が、今おっしゃる一番重要な点が、

高所作業の順番待ちということがありますけど、高所作業の稼働日数１２２日、約、伐採の

２４４のうち半分はもう高所作業が出て作業をしてるということでございます。今後高齢化が進

み、地域の方々が仮にできなくなるような事態になった場合でも、今からこれが、作業班がもう

これが今現在フル稼働、フル体制であると、だから、先ほど町長も申されましたとおり、どうし

ても、７７０キロもあるわけですから、どうしても地域の皆さん方に頼らざるを得ないと。 

 それと、道路整備員をふやしてという考えをちょっとおっしゃいましたが、例えば道路整備員

が、今回、緊急雇用創出事業で５人います。５人増やして、例えば１班５人増えたと、あるいは

２班１０人増えたと、これはお金に換算しますと、１人当たり約２７０万、町から支払うお金が

２７０万でございます。計算していただけば、１０人ふやせば２,７００万ふえると、じゃあ、

２,７００万ふえて集落が一斉にした場合、それにかなうかということを考えますととてもかな

わないと、そのような意味からもですね、どうしてもやっぱり共生、協働の地域に頼らざるを得

ないということになってきます。 

 今後は、それだけではなくて、過疎高齢化が進行した、議員がおっしゃるところの対策としま

して、高齢化率の高い地区の優先伐採、それから、先ほど東議員もおっしゃった伐採したあとの

処理が面倒だということで、連絡があれば事前事後の集掃作業の優先実施、それからのり面のコ

ンクリート化のさらなる予算確保、それから集落間で、例えば幹線道路でいきますと、集落と集

落の間は人家はないと、そういう所は誰が伐採すっとかということになりまして、そういうとこ

ろの優先実施、それと一番問題であります道路沿いの樹木の伐採、これにつきましては、厳密に

言いますと、個人所有が多いんですよ。個人所有が多いことから、建築限界の範囲を周知させる

ために毎年町の広報誌の７月号で建築限界の範囲を周知し自己管理をお願いしているということ

でございます。 

 ただ、幾らそんなに申しましても、現実的にはどうしてもできない方がいらっしゃると、そう

いうときには、延長的に７７０キロのうち約６割程度は地方部でございますので、どうしてもや

っぱ交通上支障、危険な、道路管理上危険なところを優先せざるを得ないということがありまし

て、そちらを優先しながら、そういう過疎高齢化が進んだ公民会に対する施策を少しでも進めて

いるところでございまして、これらを予算にしますと、昨年も同じような質問を岩元議員のほう

からされていらっしゃいますが、それらを改善したということで、前年度にすれば緊急雇用を含

めまして約１,０００万の増額となっております。 

以上でございます。 

○米丸 文武議員

予算も伴うことでございますが、町民の生活が交通、まあ、かぶってきたり、いろんな危険な
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状態、交通事故をしたり、側溝にかぶって落ちたり、いろんな状況が出てきますよね。これが、

要するに、町道の管理者がそういうことのないようにするのが、これはもう当然のことだろうと

いうことでございます。 

 しかし、先ほども言いますように、住民の皆さんは自分たちの生活道だから自分たちで守りた

いのは守り、管理をしたいのは管理をして安全に通行したいと思うんだけれどもできなくなって

きているということは事実なんですよ。でありますから、先ほど課長も今答弁をされております

けど、予算を伴いますから、優先順位をかけてというようなことで、もちろん優先順位でもして

いただかなきゃならないことだと思いますが。 

 私はこれがまだまだ進んでいくというような、加速する過疎化とそれから高齢化、作業ができ

なくなる路線がふえてくるのはもう目に見えていると私は思っているもんですから、今、もうこ

の段階で本当にこれから先の見通しをどう立ててそれに対応していくかということをお伺いした

いというふうにして質問をしてるわけでございますので、当然のことながら、これは、何らかの

住民の皆さんに協力をほんとにしてもらわなきゃならん、私もそう思ってますし、皆さんにもそ

のようにお願いをして、私どももおりますけれども、できなくなったところはどうしようもなく

なってきますので。 

 だからそこいらがどれぐらいの今後の管理の中で必要になってくるのかな、ということをお聞

きするために今の作業の体制ではどれぐらいまでできるのかなっていうことをお聞きしたところ

でございますが、それに対しては今１人当たり２７０万かかるんだとかっていうような話をされ

ておりますけど、そういうようなことを今後どの程度まで高齢化が進んでいって、今のこの管理

ができにくくなっている路線の割合がどれぐらいふえていっているんだっていうことを計算をあ

る程度されれば、もう相当な、やっぱり距離数になってくるよな。そしたらどういう対策をしよ

うかっていうのを、私は、今考えて、そしてそれに向かった何らかの方法というものをすべきじ

ゃなかろうかというふうに考えておるので質問をしているところでございます。この点について、

町長、いかがお考えでございますか。 

○町長（日髙 政勝君）

 おっしゃるとおりほんと年々高齢化は進行しておりますので、そういった作業のできる方とい

うのが減りつつある、また、残った人が負担を重く感じるということは実態として受けとめてお

ります。 

 したがいまして、今後の対応策としましてどうするかということでありますが、やはり基本的

には生活道路ですので、皆さん方に頑張っていただくということはもう変わりないと思うんです

けど、その辺の軽減策として、例えば年に２回とか３回やってらっしゃる地域もあるかと思って

おりますが、それを例えば１回か、地域の中にも「ああ、私が引き受けてやってもいいよ」とい

う方がですね、恐らく元気な方が１人か２人いらっしゃると思います。そういう方に町からお願

いをするとか、その１回分をですね、いろんな方法が出てくるかと思っております。今後そうい

ったところも含めて十分、どういう形でこの道路の景観、安全の保持ができるかということを、

さらに、やっぱり研究をする必要はあるかと思っております。先ほど重機の問題も出ましたしで

すね。 

 それで、できれば、この各公民会毎の、今やってらっしゃる作業のこの実態調査というのをや

っぱりやって、その公民会の本当にこう出てきていらっしゃる皆さん方が何人おって、年齢構成

がどうなって、そしてまた距離がどうあって、どんな作業までこうやってらっしゃるのかという

ことを、そして何回やっていらっしゃるのか、その辺の時間的な、労力時間とか、それまで調査

をして、ほんとにこの地域は、ここは大変だなあというのがあったら、ある程度の基準をつくり
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ながら、その辺の新たな対策というのを講じていく必要があるのかなあと思っております。 

 今申し上げましたように、いろんな方策というのが考えられるかと思っておりますので、それ

はまた今後の研究課題とさせていただきたいと思います。 

○米丸 文武議員   

 今、町長、答弁いただきましたけれども、ほんとに今後の地域の状況というものを見ながら少

しでも早くその方向性を見きわめてそれに対応していくという方法をとらなければ、お金がかか

るからということばっかりで、ほんなら、町民、どうなんだろうというような考え方、町民の皆

さん、感覚を持たれます。そういうようなことのないように、町としてできる限りのことはし、

また住民の皆さんに理解し、協力をしていただくところはいただくというようなほうのことで、

やっぱりお互いに協力し合って維持をしていくことが一番大切だろうというふうに思いますので、

方向性をしっかり出していただいて、それで協力いただきながらそれを守っていくという、同じ

町民でございますから、そういう形で進めていけばいいのかなというふうに思うところでござい

ます。 

 先ほどの課長の答弁では、人件費のことも予算のこともありますから、作業員数等については

今のところ考えておられないのかなあという感覚を持ちましたので、ほんとにどうなのかなとい

うふうに感じております。 

 ただ、私は、この今後管理をしていく上で、まあ言えば、地域には住んでおられないけれども

親御さんのところから離れたところに、近隣の町村でも結構ですけれども、子供さん方が住んで

おられたら、その日には応援をもらってするぐらいのお願いももう一方ではしていくぐらい、ま

あ、協力もお願いしていく方向にするとか。また、作業班自体が難しいんであれば、年間その忙

しい時期だけでも民間に作業を委託するというふうな方法というものも、これからの検討する一

つの材料になるのではないかというふうに思うわけでございますが、その民間に対する委託等と

いうのに対しては、現在の段階ではお考えでないのかどうかお伺いしたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 道路整備班につきましては、先ほどありましたとおり、今、臨時雇用の中で４班体制ですかね、

整備をいたしております。これは、際限なくふやしていくということになりますと、相当なやっ

ぱり人件費がかさむことでありますので、この辺はまた地元との共同作業との兼ね合いというの

を考えながら対応していく必要があるかと思っております。そしてまた、民間の方を雇うという

ことになれで、例えば建設作業の皆さん方とか、あるいはシルバーとかいろいろあるわけですけ

れども、それをどこまでやるかと、やっぱりその辺のすみ分けを、今ありましたとおり実態調査

を踏まえて、本当に難しいところはどの程度存在をして、どこまでやれるかということの実態を

把握をしていく必要があるかと思っております。 

 そうしたときに、全くもう自前で、まあ、３回やっても全くもう自分たちで十分やっていける

よというところは、もし助成をしたとき「何であそこばっかい助成をすっとか」とこんなことに

なりますんで、やはりある程度の公平さというものを保つ必要がありますし、その辺はやっぱり

十分検討しないと、行政というのは不公平なことはできませんので、公平を原則としながらいろ

んなこの実態の面に即したやり方、そしてまた地元のそういった道路環境整備がうまくいって安

全な道路管理ができるような形を考える必要があるかと思っておりますので、今後十分検討させ

ていただきたいと思います。 

○米丸 文武議員   

 次は、高所作業車の稼働状況について、先ほど課長のほうから年間１２０日ほどの出動をして

いるというようなことでございますが、先ほどの草払い等の関係もございますけれども、要する
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に高いところの部分で覆いかぶさってきて、なかなかそれを切ることができないというような状

況も来ております。また、台風時期、あるいは大雨の時期にはそれが道路に倒れてきて通行を差

しとめていくというような状況も現実に出てきておりますので、この高所作業車につきましては、

先ほども当初に申し上げましたけれども、順番待ちであると同時に、特殊車でございますから、

高所作業車も町に１台しかないわけでございますので、次から次に借りて自分たちでできるとい

うようなわけでもございませんので。この高所作業車の要請というのが、私は先ほども言いまし

たけれども、増えてくる可能性があると思うんですが、現段階では年間１２０日ということです

から、まだ稼働できる可能性はあるというふうに思えばよろしいんですか。どうですか。 

○建設課長（三浦 広幸君）

 高所作業の稼働がまだ余裕があるんじゃないかというようなことでございますが、全作業班の

実労働日数が約７割、今おっしゃるいろんな伐採ですね。その中で高所作業が１２２日、約半分

と言いましたけれども、高所作業も、皆さんがよく御理解されていない点があるんですが、非常

に、セット、いろんな作業に入る前の準備段階、そこに持っていってセットをしてそれから始め

ると、その作業範囲はわずか何メートルと、恐らく四、五メートルぐらいしかありません。そし

て、また次は、その同じ作業の移動をすると。そのようなことで、ただ、車の上に乗って切ると

いうもんでないんですね。だから、この２４４日の実伐採日数のうち、米丸議員がおっしゃると

おり、そういう依頼、あるいは危険箇所の申し込みとかあるいは受け付けとかありまして、そう

いう箇所に行ってやって最大限がもう１２２日と、昨年岩本議員がおっしゃったときは、２３年

が１１０日なんです。これが５０も６０も違えばまだ余裕があるということでなるんですが、さ

らに頑張って１２日延ばしたというようなことで、今現段階ではもうフル稼働であると認識して

おります。 

○米丸 文武議員

 １２２日でフル稼働だということでございますが、としますと、要するに、通常の役場の職員

の皆さんですか、作業班の皆さんの出勤日数も１２２日しかないんですか。車はそれ以外は遊ん

でるんですか。そこのところはどうなんですか。 

○建設課長（三浦 広幸君）

 １２２日というのは、実労働時間の半数はもう高所作業にかかってるんです。高所作業は、御

存じだと思うんですけど、道路に半分座れば、前後に交通整備が要ります。それから、落ちた始

末も要ります。そういうようなことを積み上げていけば、実際もうこういう日数なって、それを

例えば２４４フルでしなさいとか、それはもうちょっと現実的には無理でございます。 

○米丸 文武議員

 私どもが素人から考えますと、３６５日のうちの土曜、日曜、祭日というのがあります。勤務

時間があります。それを準備をする延べ人員なのかっていうことは、日数ですから、これに何人

かかっておられるのかわかりませんけれども、仮に前後の交通安全の、まあ言えば案内をする

方々１人、上に乗って作業をする人が１人、切って落ちたのをしたりしたら、５人体制でされて

いるのかどうかわかりません。 

 しかしながら、要するに、そういう、これだけの高い、確か１,０００万円近くしたんじゃな

かったですか。それぐらいの機械をですよ、使いながら、まして皆さんが、だんだんだんだん覆

いかぶさってきてる危険が、場合によっては台風時期、雨の時期には、揺れて崖崩れにつながる

可能性もあるわけでございますので、そういう、皆さんが今までははしごをかけてできたのは、

できなくなってきてるんで、そういうのも増えてきてるという事実なんですよね。このことが事

実なんですよ。 
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 だから、やはりそのようなことでまた崖崩れだとかどうとかっていうようなことにならないた

めにも、やはり要請がある所にはできるだけ対応していただかなければ、私はそういうのがまだ

まだふえてくるのかなというふうに思うんです。 

 ですから、やはりこの日数が適当なのかどうか私はちょっとわかりませんけれども、普通から

考えれば少なくとも百七、八十日から２００日ぐらいは、天候のかげんもあるでしょうけれども、

出れるんじゃないのかなというような気もしないでもないわけですよね。ですから、そこいらの

ところの取り扱いについて、もうちょっとわかるように御説明していただければいいんですが、

今は、課長の答弁の中ではもうこれで精いっぱいだというようなことでございます。 

 じゃあ、これ以上そういうのが増えたら、どのようにしていこうというふうにお考えなんだろ

うかなと思ってくるんですよね。その点についてはいかがでしょうかね。それ以上の要望がある

箇所にはどのように対応されていく考えですか。 

○建設課長（三浦 広幸君）

 これ以上増えた場合ということで、先ほど町長も申されましたけれども、業者委託という方法

もありますし、例えば異常気象時の台風とか大雨とか、まあ、そういうときの通行制限を伴うよ

うなところについては、業者さんにお願いしているというようなことがありまして、今後はやっ

ぱり、町長が申されましたように、そういう方向も検討していかざるを得ないと。 

 ただ、先ほど申しました、何度も申しますように、建築限界という範囲があって、そこは、皆

さん、全部公の道路の枝葉だということで認識されていらっしゃるかもしれませんけど、個人が

大分あると。だから、個人さんにも、できる分については、先ほども言いましたとおり、広報等

で周知しておりますので、かねての自己管理を行っていただきたいと考えております。 

○米丸 文武議員

 広報を私も見ております。何か道路の高さの４メーター以上ですか、以下については町のほう

ではしますけど、それ以上は所有者の方で処理してくださいということでございますが、とにか

くこれぐらいですね、まあ言えば不在地主、空き家が増えてきますと、これは誰がそれなら来て

やってくれますか。そういう実態はございませんか。皆さん、やっぱりお考えだと、感じておら

れると思いますよ。連絡しようにもしようのないところもあるわけですよね。じゃあ、そこは、

管理者がわからないからほっておきましょうで、ほっといていいのか、ほっておけるかどうかと

いうことですよね。だから、そういうようなこともですね、今後の対応としてはやっぱり考えて

いく必要が私はあると思います。 

 そういうようなことで、皆さん方にこちらのほうでもそういう、また自分でもわかっているん

です、したいんです、でも私はできないんですよ、じゃあ、業者にお願いしようと思ったらお金

がないんですって言われたらどうします。本当に難しい問題なんですよね。ですから、やはりあ

る程度そういうようなことを、じゃあ、どのように対応していくかということを考えてやはりそ

れなりの対策をせないかんだろうし。 

また、県道、国道もあるわけでございますから、そういうところはどのような対応をされて

いるのかも参考にしながら、やはりそれなりの方法っていうものを打ち出す必要があるのではな

いのかなというふうにも思っております。 

 いろんな形の中で人口が減っていく、若い人が減っていくというようなことは、いろんな面に

支障が出てまいります。今まで自分たちでやっていたことができなくなって町がしなければなら

んということもほんとに大変なことで、財政的にもいろんな問題も負担も増えてくるわけでござ

います。そのような中で、役場としてもほんとに大変なことではあろうと思いますが、先ほど町

長も今後状況に応じて検討していきたいということでございます。できるだけ早い段階で具体的
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な方向性というものを出していただいて、住民の皆さんが、少しでも安心して暮らせる環境とい

うものを維持し、道路というものを維持していただければありがたいというふうに思っておりま

すので、最後に、もう一度町長に御確認をさせていただきまして、私の質問を終わりたいという

ふうに思います。 

○町長（日髙 政勝君）

 いろいろ御意見等を賜りましたので、とにかくそれぞれの地域が住みやすい環境、安全な社会、

そういう意味でも大事なことだと受けとめておりますので、できるところを調査しながら、お互

いにまた、できるところは協力し合っていく社会もつくり上げていく必要もあると思いますので、

全て行政ということには難しい面もありますので、共存、共栄の、いわゆるこの共同社会の中で

お互いにこのできるところを見出していきたいと思っております。よろしくお願い申し上げます。 

○議長（舟倉 武則議員）

以上で、１１番、米丸文武議員の質問を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△延  会   

○議長（舟倉 武則議員）

お諮りします。本日の会議はこの辺にとどめ、延会したいと思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

異議なしと認めます。よって、本日の会議は延会することに決定しました。 

あすは午前９時３０分から本会議を開き、引き続き一般質問を行います。 

本日はこれで延会します。御苦労さんでした。 

延会時刻 午後３時１５分 





平成２５年第３回さつま町議会定例会 

第  ３  日 

平 成 ２５年 ９月 １２日
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平 成 ２５ 年 第 ３ 回 定 例 会 一 般 質 問 

平成２５年９月１２日（第３日） 

順 番 
（議席番号）

質 問 者
質  問  事 項  ・ 要  旨 

１ （９） 

木下 賢治 

１ 薩摩中央高校の維持振興について 

(1) 少子化、学級減等の危機が聞こえるが、振興対策協議会等を

通じた支援の状況と現状をどう捉えているのか伺う 

(2) 卒業後は町職員として一、二名は採用するとか、もう一歩踏

み込んだ支援策は考えられないか 

２ 入学志願者を増やす環境づくりについて 

(1) 学校現場の充実が不可欠と思うが、人材、教材、備品等の充

実の為に県教育委員会に対し教育長としてこれまでの取り組み

と新たな考え方がないか伺う 

２ （７） 

岩元 涼一 

１ 地域活性化策の検討状況について 

(1) 町域の均衡ある発展のため、それぞれの地域の主体性を確保

しながら、助成制度を創設するとのことであるが、現在までの

検討状況について伺う 

２ 竹林整備支援事業について 

(1) 「さつまたけのこ」の産地形成を図るためには、竹林改良や

作業道の整備が必要である。これまでも事業実施による改良が

進められてきたが、多くの竹林が手付かずのままである。この

資源を活かすためこれまで以上に作業道の整備を促進する考え

はないか伺う 
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平成２５年第３回さつま町議会定例会会議録 

   （第３日） 

○開議期日 平成２５年９月１２日 午前９時３０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○会議の場所 さつま町議会議事堂 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○当日の議員の出欠は次のとおり

出席議員（１６名） 

   １番  平八重 光 輝 議員    ２番  木 下 敬 子 議員 

   ３番  宮之脇 尚 美 議員    ４番  桑 園 憲 一 議員 

   ５番  森 山   大 議員    ６番  東   哲 雄 議員 

   ７番  岩 元 涼 一 議員    ８番  新 改 幸 一 議員 

   ９番  木 下 賢 治 議員   １０番  川 口 憲 男 議員 

  １１番  米 丸 文 武 議員   １２番  新 改 秀 作 議員 

  １３番  岸 良 光 廣 議員   １４番  上久保 澄 雄 議員 

  １５番  柏 木 幸 平 議員   １６番  舟 倉 武 則 議員 

欠席議員（なし） 
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 企 画 課 長  湯 下 吉 郎 君   教委総務課長  上 野 俊 市 君 

福 祉 課 長 王子野 建 男 君 学校教育課長 藤 崎   毅 君 

介護保険課長 中 村 慎 一 君 社会教育課長 岩 元 義 治 君 

健康増進課長 小椎八重 廣樹 君 農 政 課 長  平 田 孝 一 君 

 環 境 課 長  貴 島 晃 人 君  建 設 課 長  三 浦 広 幸 君 

総 務 課 長 紺 屋 一 幸 君 耕地林業課長 杉水流   博 君 

財 政 課 長 下 市 真 義 君 商工観光課長 赤 崎 敬一郎 君 

 消  防  長  高 木 卓 朗 君  文 化 課 長  橋ノ口 賢 二 君 

 税 務 課 長  松 尾 英 行 君 
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○本日の会議に付した事件

第 １ 一 般 質 問

第 ２ 議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止について

第 ３ 議案第５９号 さつま町肉用牛特別導入事業基金条例の一部改正について

第 ４ 議案第６０号 さつま町乳幼児医療費助成条例の一部改正について

第 ５ 議案第６１号 さつま町工業開発等促進条例の一部改正について

第 ６ 議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）

第 ７ 議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）
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議 案 付 託 表 

委員会 議案番号 件 名 

総務厚生 

（第２委 

員会室） 

５８ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止について 

さつま町乳幼児医療費助成条例の一部改正について 

さつま町工業開発等促進条例の一部改正について 

平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）（関係分） 

第１条 歳入歳出予算の補正 

歳 入 

１４款 国庫支出金（関係分） 

１５款 県支出金（関係分） 

   １８款 繰入金 

   １９款 繰越金 

   ２１款 町債 

歳 出 

 １款 議会費 

 ２款 総務費 

 ３款 民生費 

 ４款 衛生費 

 ９款 消防費 

   人件費全部 

第２条 債務負担行為の補正 

 第３条 地方債の補正 

平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

文教経済 

（第１委 

 員会室） 

５９ 

６２ 

さつま町肉用牛特別導入事業基金条例の一部改正について 

平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）（関係分） 

第１条 歳入歳出予算の補正 

歳 入 

１２款 分担金及び負担金 

１４款 国庫支出金（関係分） 

１５款 県支出金（関係分） 

   ２０款 諸収入 

歳 出 

６款 農林水産業費 

 ７款 商工費 

 ８款 土木費 

   １０款 教育費 

   １１款 災害復旧費 

【参 考】 

 陳 情 

○「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源確保のための意見書採択」に関
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する陳情について 

（文教経済常任委員会） 

○少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはかるための、

２０１４年度政府予算に係る意見書採択の要請について

（文教経済常任委員会） 
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△開 議 午前９時３０分 

○議長（舟倉 武則議員）

 おはようございます。ただいまから平成２５年第３回さつま町議会定例会第３日の会議を開き

ます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△日程第１「一般質問」   

○議長（舟倉 武則議員）

日程第１、第２日目に引き続き「一般質問」を行います。 

質問通告に従って発言を許可します。 

まず、９番、木下賢治議員の発言を許します。 

〔木下 賢治議員登壇〕 

○木下 賢治議員

おはようございます。本日のトップの質問をいただき、町長と教育長に質問をいたします。 

 通告しておきましたけれども、私たち、さつま町唯一の薩摩中央高校は、来年で創立１０周年

ということですけれども、普通科の定数割れ、学級減の危機が聞こえております。現行に更なる

行動を起こさなければ、少子化の時代だけに、悪い方向に急進するのではないかと、危惧されて

なりません。 

町長も、昨日の答弁で非常事態と捉えていらっしゃることを確認しているわけですけれども、

振興対策協議会の会長として、活動支援の現状をどう捉えていらっしゃるのか、伺いたいと思い

ます。 

 次に、卒業後の就職についてなんですけれども、就職率は近隣の高校とすると高いと聞いては

おりますけれども、ほとんどが町外、県外のようであります。地元志向が今の子供たちには高い

と聞いておりますけれども、町外へ若者が流出していく現状に、残念でならない思いがあります。

ありがたいことに日特さんは、毎年数名の採用をいただいておりますが、ほかの町内企業の採用

が少な過ぎると思えてなりません。町長も立場上、町内企業の皆さんに採用を要請されていると

は思いますけれども、私も昨年まで、ものづくり振興会に携わっていた関係から、町内の企業の

皆さんに話をしてみたわけですけれども、言われるには、即戦力にならないとか、仕事を覚えた

ころにやめられてしまってほんとに困る例が多いとか、それよりも経験者を中途採用したほうが

いいというような話を聞いております。 

 そのようなことが、理由のようなんですけれども、町の職員３２５名体制の中で、年に一、二

名の採用はナンセンスなんだろうかというふうに、思えてなりません。町内の企業にお願いする

以上、町としてもそれなりの自助努力も検討していただきたいと思って、質問をしているところ

でございます。 

 また、その他、町長が振興対策協議会を通じて、もう一歩踏み込んだ中央高校への支援策を考

えていらっしゃらないものか、伺います。 

次に、入学志願者をふやす環境づくりについて、教育長へ質問をいたします。 

 教育長が、直接関与できる立場でないことは、重々わかっておりますけれども、振興対策協議

会の委員として、かねてから提言をいただいているものと思っておりますが、入学対象者を入学

したいと思わせるには、学校現場の充実が不可欠だと考えております。 

私は、一部の人数ですけれども、保護者等の中学校関係者に中央高校への印象を尋ねてみまし

た。けれども、余りいい答えは返ってきません。大学進学にしてもいまいちではないかとか、ま

たこれも、ものづくり振興会での話なんですけれども、工作機械にしても今の現場にマッチして
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ないと聞きました。先日私ども、文教経済委員のほうに、中央高校の体育祭の案内がございまし

て参加をさせていただきました。プログラムの合間を見て、学校内の農場や校舎等を見学してみ

ましたけれども、ちょうど、工学科の実習室も開放して蛍光灯もちゃんとあけていただいて、見

てくださいというようなふうにしてございましたので、見学したわけですけれども、機械そのも

のも本当に古く、私どもが企業訪問をする際に見る企業内で使用されている機械等は、見当たり

ませんでした。 

 当然学校で必要なものは、学校のほうから県教委へ要望をされているとは思うのですけれども、

教育長はさつま町のために、さつま町の子供のために、中央高校への人材、教材、備品等の充実

を県教委に進言する考えはないか伺って、１回目の質問といたします。よろしくお願いいたしま

す。 

〔木下 賢治議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 おはようございます。木下賢治議員から薩摩中央高校の維持振興についてということで、御質

問をいただいたので、私の分についてお答えをさせていただきます。 

 まず、薩摩中央高校への振興対策協議会を通じた支援の状況と、現状をどう捉えているかとの

質問でありますが、御承知のとおり、薩摩中央高等学校振興対策協議会については、薩摩中央高

等学校の振興発展を図るため、高校振興に関する諸対策や高校教育の充実と普及に関する事項並

びに高校と地域との連絡調整などを目的に、合併直後の平成１７年７月に設立をしております。 

 薩摩中央高等学校の振興対策協議会の活動を充実をするために、私も就任以来、助成額を平成

２２年から毎年増額をいたしまして、こういった運営の充実に努めているところでございます。

また、町といたしてもこれまで奨学資金の貸与制度をつくりまして、必要とされる人については、

経済的負担の軽減を図るなどの便宜を図ってきておるところでありますし、また、通学バスの乗

り入れあるいはバイク通学等の安全性を確保するため、学校周辺道路を拡幅しまして、２車線化

するなどの環境整備にも努めてきておるところでございます。 

 御質問にありますように、薩摩中央高等学校への志願者数というのは、年々減少しておりまし

て、来年の公立中学校卒業予定者の進路希望調査、７月１０日に行われておりますが、その結果

によりますと、８月９日に県の教育委員会から発表をされております。調査結果につきましては、

普通科、現在、２クラス８０人の定員に対しまして、１クラスに満たない３８人、４５％、農業

工学・生物生産科、それぞれ４０人学級で２クラスということでありますが、８０人定員に対し

まして４１人、かろうじて１クラスを１名超えたというところで、５１％の割合でございます。

そしてまた、福祉科においても４０人定員に対しまして１５人、３８％ということで、全体的に

も２００人定員に対しまして９４人、４７％と、半数に満たない状況でありまして、非常に、緊

急事態と申しましょうか、非常事態というような認識をいたしているところであります。 

 志願者数の減少が毎年続くようでありますと、特にこの普通科につきましては、学級減も避け

られないと、危機感を抱いているところでございます。現在、実施しております各地区の町政座

談会の中や、この前三校同窓会もございましたけれども、その席上でもこういった現状をお知ら

せをしながら、地元高校への進学の機会を訴えてきたところでございます。 

 なお、薩摩中央高等学校振興対策協議会におきましては、これまで著名な講師を招聘いたしま

しての教育講演会を開きまして、生徒の皆さん方への意欲喚起に努めたり、学校のＰＲを広く行

うということの必要性から、全世帯に協議会だよりを発行しております。そのほか、学校におき

ましても、横断幕の設置あるいは中学生の一日体験入学も設けられておりますので、こういった
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取り組みに対しましては、この協議会のほうからも支援をいたしておるところでございます。 

 本年度の一日体験入学につきましては、８月２日に実施をされまして町内の中学生を含め

１０１名、うち町内が４７名、薩摩川内市から４７名、その他のところから７名参加をされてお

ります。参加者は薩摩中央高等学校に、何らかの期待、興味を持って参加されたものと思ってお

ります。この参加者をいかに呼び込めるかが重要であると思いますので、高等学校と連携をいた

しまして、継続した情報提供を行い、確保につなげていければと思うところであります。 

 本年度は特に、進路希望調査の実施、いわゆる中学生への進路希望調査の実施前ではございま

したけれども、総会をいたしまして、その中で現状の状況を訴えまして、生徒確保については非

常に喫緊の課題であると認識をしていただいたところでございます。新たな取り組みといたしま

して、町内の４中学校の保護者向けに対しまして、この薩摩中央高等学校のＰＲチラシというの

を作成をいたしまして、配布をいたしたところでございます。 

 一方、高等学校におきましても、中学校へ直接出向いていただきまして、生徒、保護者への学

校説明会あるいは意見交換、中学校進路指導教諭、学級担任との意見交換、中学校への出前講座

の開催など、積極的なＰＲに努めておられるところでございます。 

 町といたしましても、このような事情から一昨年に続きまして、７月１８日に県の教育委員会

高校教育課へ「薩摩中央高等学校の募集定員・学科等の維持に関する要望」につきまして、議長

と教育長並びに同窓会長も一緒に赴きまして、拙速な学級減にならないように要望をいたしたと

ころでございます。 

 とにかく決まってからでは、もう時既に遅いというのもありますので、何とかこの辺の努力が

必要かと思っているところでございます。 

 最終的な願書の提出というのは、来年の２月になっておりますので、それまでの間に高等学校

と連携をいたしまして、危機感を持ち、また非常事態であると、余りこう危機をあおってもどう

かと思いますけれども、実態としてはそのような状況に来ております。先ほど申し上げましたと

おり、もう決まってからは遅いというのがありますので、今のうちに、やはり体力のあるうちに

しっかりとその辺の対応をしていく必要があるかと、そのような認識のもとに、生徒確保の努力

に努めてまいりたいと思うところでございます。 

 議員各位におかれましても、町内唯一の高等学校でありますので、地域の方々に存続と維持を

呼びかけていただければ、幸いに思っております。 

 次に、町職員として採用するような支援策ということでございますが、気持ちとしては、たく

さん若者が地元にたくさん残っていただく、これが願望でございます。いろんな役場に限らず、

町内のいろんな企業に就職をして、若者が定住をして活気づくまち、そういうことを願っており

ますけれども、役場の職員採用につきましては、御承知のとおり、地方公務員法の定めによりま

して、競争試験ということになっており、それに合格した者でございます。あくまでも職務遂行

能力を持つということが求められておりますので、そういったことにならざるを得ないところで

ございます。そういうことでございますので、大いに在学中に勉強、努力をしながらその難関を

突破してほしいと願っているところでございます。やはり、公務員に限らず、自分が志望する職

場あるいは目指す進学校を実現できるような努力というのが、学校全体でも望まれるところであ

るというふうに考えております。 

 このようなことでございますが、町内の企業においても、いろいろ採用のお願いも、その都度

お願いをいたしておりまして、企業によっては、毎年地元の高校として採用をしていただいてい

る企業もあるところでございます。これは、なかなか経済状況のいかん次第でありますので、そ

の辺の見込みを立てた上で採用をしていきたいというような経営者の考えもあるところでござい
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ますが、今後も引き続き、その辺はお願いをしてまいりたいと思うところでございます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

〔教育長 東  修一君登壇〕 

○教育長（東 修一君） 

 おはようございます。薩摩中央高等学校の入学者数につきましては、少子化の影響もありまし

て減少している状況にあります。町教委としましても大変憂慮しているところであります。町長

からも今ありましたけれども、先月８月に公表されました平成２６年度の公立高等学校入学志願

状況につきましても、全学科で定員に満たない状況にあり、特に普通科では２学級の定員に対し

１学級弱の希望でありますことから、大変危機感を持っているところでございます。 

 中学校の卒業予定者が、減少している状況でありますけれども、薩摩中央高等学校の入学志願

者をふやす環境を整えることは大事であり、教育長としましても薩摩中央高等学校振興対策協議

会と一緒になり、県教育委員会への要望活動に取り組んできたところであります。 

 なお、議員からもございましたように、県立学校の人材、教材、備品等のこの管理運営事項に

つきましては、県立学校長が直接することになっておりますことを、御理解をいただきたいとい

うふうに思います。 

 町教委の取り組みといたしましては、一つには管内中学校から入学者を増やさないことにはど

うにもならないことから、その対策をとっているところであり、２つ目には議員からもございま

したように、高校が目に見える実績を上げることが大事であり、特に普通科においては進学実績

を上げることは肝要で、そのための方策等を機会あるごとに校長と話をして、裏からの支援をし

ているところであります。３つ目は当然のことでありますけれども、薩摩中央高等学校を地域の

皆様が我がまちの高校であるという、意識を持つことが必要であると考えております。 

 このため、今までも取り組んでまいりましたけれども、今後も引き続き、一つには小中学校の

管理職研修会で薩摩中央高等学校の実情を説明し、各小中学校の進路指導において、できるだけ

地元の高校に児童生徒の興味、関心が向くような指導をお願いし、管理職の指導をしているとい

うこと。２つ目は小・中・高連携の研究会を学期ごとに、例えば１学期は小学校、ことしは盈進

小でやりましたけれども、２学期は中学校、３学期は高等学校、こういう形で開催し、授業参観、

授業研究、生徒指導の現状等について、お互いに学校としての意見を交換し、小中教職員にも薩

摩中央高等学校の様子を理解させておると、これは全ての教職員ではございませんが、進路の関

係の教職員に指導をしていると。３つ目は、薩摩中央高校の小中学校への出前授業を充実するよ

うに、お互い小中と高校が連携をとって、高校の教育活動を小中学生に大いに宣伝していただく、

いわゆる児童生徒への宣伝でございます。こういうことをやっております。 

 本年度、また新たな取り組みといたしましては、町教委が段取りまして、町内４中学校の校長

と高校の校長が一堂に会して、どうしたら、薩摩中央高等学校への生徒の興味・関心が向くか、

率直な意見交換を行い、中学校の進学指導の一助としております。 

 ２つ目は薩摩中央高等学校長へ依頼しまして、中学校の行事、例えばＰＴＡ総会とか３年学年

部会等に校長自らが出席していただいて、薩摩中央高校のよさを、生徒、保護者、職員に直接ア

ピールしていただくようお願いをしておる。このようなことを本年度、特にまた新たに取り組ん

だところでございます。 

 高等学校は、地域の文化の殿堂と考えておりまして、義務制の小中学校の意気にも大きく影響

いたしますことから、その活性化につきましては、薩摩中央高等学校と連携を図りながら、町教

委としましてもさらに努力をしてまいりたいと考えております。 

以上でございます。 
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〔教育長 東 修一君降壇〕 

○木下 賢治議員

 最初に、教育長のほうから質問をさせていただきたいと思うんですけれども、御答弁ありがと

うございました。 

 それなりに高校への思いを持って、かねてから振興協議会の活動を中心に、取り組まれている

ことを伺えたわけですけれども、私が先ほど言いました、中学校関係者への意見聴取の中で、今

の学校の先生方、高校の先生方が悪いということではないんですけれども、授業参観をされた方

が、中央高校の授業参観をされた方が現状を見て、自分の子供、自分の教え子にあの学校に行き

なさいと言えるような状況でなかったという話も実際聞きました。そういう中で、子供たちは選

択の権利とか自由を持っておりますので、やはり子供たちの意向を傾けることが、もうどうして

も必要なことだろうと思います。 

 そういう中で教育長は、県教委への在籍の経験もあられる中で、やはりそれなりのパイプもあ

られることでしょうし、中央高校からの、学校現場からの県教委の要請に対しては、検討してい

ただくように要請というか、そういうことがしていただけるなら、本当にありがたいがなという

思いがあって、教育長へこういう質問をしたわけですけれども、今後も本当に学校と連携をとっ

て、少しでも町内の子供たちが中央高校への意向を示すような努力をお願いしておきたいと思い

ます。 

 町長にですけれども、町内の中央高校は先ほど言いましたように、町立の高校ではございませ

んので、相手があるだけに何らかの手だてを打つにも、ワンクッション置かなければならないし、

難しい面もあるかとは思っております。 

 私の知る農業高校で近年、鹿児島市内など非農家の入学志向が増えてきている現状を聞きまし

た。それは、なぜかと言いますと、やはりマスコミを介した広報だそうです。県の畜産共進会や

全国の枝肉共進会への出品で、優秀な成績を修めた報道とか、生徒による新聞の広場欄への投稿、

また家畜の解体実習等で命を考える授業のテレビ報道とか、学校と地域の密着活動等で学校を知

り、そうしたことが選考理由のようであります。 

 中央高校もアンテナショップや花のプランターの提供、交通安全のキャンペーンとか、先日も

夏祭りがございましたけれども、先生方を含め多くの高校関係者も参加しているのを見たときに、

本当にありがたいし、うれしかったです。私も以前、いちご栽培するときに、農業高校時代でし

たけれども、学校と連携して成長点培養によるフリー苗の育成について、ＪＡと一体となって取

り組んできた、そういう経験もありますが、そうした地域と密着した活動等が、やはり報道によ

り入学対象者へ知らせることが、ほんとにアピールとなり、そういう意向を促すきっかけになる

のではないかと思いますが、町長も町のイベント等に、当然学校と連携をしなければならないわ

けですけれども、町のイベントに積極的に関与して、そういう報道の機会をつくるということも、

考えていただきたいというふうに思いますけれども、その点について町長の考えをお願いしたい

と思います。 

○町長（日髙 政勝君）

 薩摩中央高等学校につきましては、普通校と職業専門校が、農業高校が一緒になって、選択の

幅も生徒の皆さん方にとってはいろいろ多様化しておりますので、そういう機会もあるし、そう

いった選択をしながら、一つの夢に向かって、就職とかあるいは進学の実現を高めていくという

機会になる、特色のある学校だということでスタートしているわけでありますので、それらをも

っともっとやっぱり高めていくことは、非常に大事なことであるかと思っております。 

そしてまた、今のこの薩摩中央高等学校については、今、議員おっしゃったとおり、非常に地
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域との密着性はある学校でございまして、学校としましても日ごろから地域と一体化し、地域と

ともに発展する学校と、こういうことを目指されているわけでありますので、今おっしゃったと

おり、町のいろんなイベント等についても生徒の皆さん方が積極的に参加をして、やはりよく頑

張ってるなということを対外的にもＰＲすることが、非常に大事かと思っているところで、今回

も夏祭りには、薩摩中央高校の生徒の皆さん方がいろんなところに出ていただいております。 

 例えばニコニコ動画についても、高等学校の生徒が、そういう呼びかけをして、ここに誘致を

してもらったということで、これは全国３,３００万人の会員の方がいらっしゃるということで、

ほとんどが１０代、２０代、３０代の方らしいですが、当日も、おかげさまで夏祭りを盛り上げ

ていただいて、相当な若い人たちが町外から集まっていただいたところです。また、夜のいろん

な催しについても、この生徒の皆さん方が参加をされております。そういうことでありますので、

そういう面では、地域密着の本当にすばらしい取り組みだなというふうに、感謝もいたしている

ところであります。 

 そのほかも、さつまフェスタとか、いろんな催しもありますので、できるだけ地元の生徒の皆

さん方は、そういう機会に、時間的な余裕がある、あるいは研修の意味合いとかいろいろあると

思いますが、そういう機会があったら、また学校とも十分連携をしながら、進めてまいりたいと

思うところでございます。 

 各地区で行われておりますいろいろなイベントについては、既に学生の皆さん方が小学生から

中学生あるいは高校生もだと思うんですが、いろんなガイド役を務めたり、やっていらっしゃる

ようでありますので、ほんとすばらしいことだと思っているところで、これからもほんとに、こ

の特色のある学校として、やはり対外的に認知をされる、存在感ということを認知をされる。こ

のことが大事かと思います。 

 かつては、野球部が決勝戦まで行って、相当な公立高校であれだけ行ったというのは例のない

ことであります。そういう面でも非常にＰＲになったと思っております。それだけいろんな場面

で活躍をして、また地元高校として、一体となって推進をしていく必要があると思っております

ので、そのような気持ちで取り組みをしていきたいと思っております。 

○教育長（東 修一君） 

 先ほど高校生の授業の状況等の話もございましたが、少ない中でも大半は管内の学校からの卒

業生が入っているわけでございますので、中学校でも送り出したらそれまでじゃなくて、やはり

問題、問題と言うと言葉が悪いですが、気になったような子供たちについては、高校の状況はど

うなのかというようなことで、職員間の連絡もとるような形で、連絡をするように現在もしてお

りますが、今後もまたそれを強めていこうと、いわゆるフォローを。小学校は中学校に送れば終

わりじゃなくて、小中の連携、中高の連携ですね。こういうことを深くするようにやっていきた

いということ。 

 もう一つは、これは管内の義務制の子供たちにも言ってるわけですけれども、子供たちは学校

の動く広告塔であると。やはり生徒の服装とか、そういう、挨拶とか、そういうものが学校の評

価を決めるんだというようなことで、義務制の学校にも言っておりますし、私の管内の学校にも

言っておりますが、高等学校の校長にも、そのようなことをお願いをして、ぜひ指導をお願いし

たいと。 

 それから、いろんなことが私のところにも電話が参りますので、すぐ高校と連絡をとりまして

現場に行っていただくとか。例えば、この前、今、屋地の中央のまちでまちなか美術館を開催し

ているわけですけれども、あそこが冷房がきいてる関係で、高校生が来てたむろしているという

ようなこと等もありましたので、すぐ連絡をとりまして薩摩中央の生徒であるかどうかはわから
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ないんですが、一応行ってみてくれということで、すぐ教頭、生徒指導主任が行って、管理人と

も話をして、メガネのギルドの管理人の方とも話をしていただいたようなふうにしまして、そう

いう形で、とにかく生徒は動く広告塔なんだということで、指導をお願いをしているということ

であります。 

 それから、私も県のほうにはお世話になっておりましたけれども、もう退職をしておりますの

で特段のことはできませんけれども、できる限りで、出張をした際等に関係課に挨拶をして回っ

て相談はしている、というのが実情でございます。 

以上でございます。 

○木下 賢治議員

 次に、学校の活性化という点で、部活の活性化も重要と考えております。先ほど町長のほうか

らもございましたように、野球部の活躍は本当に町民を沸かせましたし、ほんとに元気づけた一

例でもあります。 

 先般の広報にもございましたけれども、インター杯出場の坂井君を激励、町長が激励する場面

が掲載してございましたが、ことしも九州の水泳大会に７名参加しておりますし、やっぱし、で

きれば、そういう結果を出した人に、九州大会とか全国大会対象者には、それなりの町としての

激励なりがあるわけなんですけれども、結果を出してない、頑張っている部活にも、何か支援が

できないものかというふうに考えてなりません。 

 もう、でき上がったところはいいとは言いませんけれども、やはり育つ間に肥料やら栄養が必

要なんですので、やはりそういうとにかく一生懸命頑張っている部活に、何らかのまちとしての

支援が欲しいな、してもいただけないかなという思いがございます。歴史ある水泳あるいは吹奏

楽部に対しても、花を咲かせていただきたいなという思いがあってなりません。 

 今月の指宿市の補正予算で見たんですけれども、９月補正で７１万円余りを山川高校へ支援さ

れるようでございます。内容は、生徒を九州の農業先進地に派遣したり、市内の農家との交流事

業、また生徒による校内活動の情報誌を発行して、それを市内あるいは鹿児島市内の中学校に配

布するという事業のようで、それを指宿市が支援するような手だてのようでございますけれども、

私も、まちとして何かそういう財政的な支援の中で、できないかと考えましたところ、現在、寮

もあるわけですけれど、１９名の入寮者だそうでございます。２６名収容できるそうなんですけ

れども１９名ということで、寮費は月３万９,０００円だそうですけれども、町外の方が入られ

ているようですが、その寮費の町外からの入寮者に対して、寮費の、少なくてもいいですので、

一部助成等は考えられないものか。そういう支援があれば、町外からの子供たちの呼び込みとい

うのも促されるんじゃないかというふうに感じるわけですけれども、町長のお考え、その点につ

いての考えをお願いします。 

○町長（日髙 政勝君）

 今、高等学校の支援については、具体的に何らかのアピールをしたほうがいいのかなというこ

とで、この前の振興対策協議会の中で、私のほうからこういう考え方を持ってますけどというこ

とで、お知らせをしてはおるんですが、例えば、今まで出ましたとおり高校振興対策協議会とい

う、せっかくの関係の機関が集まったそういう組織もありますので、そういったことを通じても、

そういった活動に対する、生徒さんが頑張っている、そういうことに対しては支援が、何らかの

検討が必要かなとは思っているところであります。 

 この前も、ウエイトリフティングで初めてそういった専門の先生がいらっしゃって、非常に興

味を持った生徒が高校総体まで、九州大会まで行って、そのときも、県代表ということだったも

んですから、激励に行って、あるいは激励の品も贈呈をさせていただきましたけれども、そうい
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う形でいろいろやっておるんですが、具体的にこれだけもう生徒数が減少するということになる

と、何らかの手を、やっぱり町としても地元高校という形で、支援が必要かなと思っております。 

 今、奨学資金の貸与制度はありますけれども、それだけではなくて、たとえば今ありましたと

おり、この遠距離から薩摩中央高校にいらっしゃる生徒のために寮がございます。紫雲寮であり

ますけれども、定員が男子が１６名、女子が１０名ということで、２６名定員であります。寮費

がおっしゃるとおり３万９,５００円ですけれども、この辺の町外から、例えば野球にしろ、ほ

かの目的もあるかと思いますが、そういう人たちがせっかく来ていただくためには、やはり親御

さんたちの負担というのは大変だろうと思いますから、授業料は今は免除というふうになってい

ますけれども、その辺の支援ができて、町外からのそういった生徒確保の一助になればなあとい

うふうに、そういうことも振興対策協議会の中に申したところであります。 

 それから、通学費が、町外からどの程度の通学費を払っていらっしゃるかはわかりませんけれ

ども、通学費の支援をこうしたらちょっとまた親御さんたちへの負担が減って、生徒数が集まる

のかな。そういう経済的な負担に対する支援というのはできないかなとか、あるいはこういう専

門校の科目がありますので、通常の資格は何ですけど、就職を目指すとなると、いいところに就

職をするとなると、資格取得というのがやはり必要かと思っております。それで、相当レベルの

高い資格取得に頑張った生徒については、何らかの、資格取得のための試験の費用とか、その辺

の助成もできないかなとか。そういったことを私のほうから提案もしてみたところであります。

この辺もまだ具体的にということはありませんけれども、今後こういう厳しい状況になると、そ

の辺の支援策も具体化していく必要があるのかなと思っているところでありますので、今後研究

をさせていただきたいと思っております。 

 今、非常に絶対数そのものが減っていく中で、学区が北薩学区に変わって、この前も申し上げ

ましたけれども、普通高校の場合が川内、出水があります。そういう進学率の高いところに流れ

ていくというのは、もうやむを得ないところがありますけれども、そういうことやら、またお隣

の大口高校なんかが、ちょっと少ない小規模だということで、ほかのところから、学区外からも

いいですよということで、今度また規則も改正になったようですけれども、そういうことで非常

に環境的には厳しいところがあるんですが、何らかの手を打っていかないと、非常に将来的に大

変だなというのがありますので、この辺は十分真剣に取り組みをさしていただきたいと思うとこ

ろであります。 

○木下 賢治議員

 さすが、町長もそれなりに振興会長として考えていらっしゃることが伺えて大変安心するわけ

ですけれども。もう一点の提言なんですけれども、先ほどの説明でもございましたように、福祉

科においては、ほんとに入学者が少ないようでございます。近年、福祉に関しましては、そうい

う介護職員の報酬というものが、仕事に対しての報酬というものが、ほんとに厳しいんではない

かというようなことで、若い人たちもそういう福祉への意向がそぐわれているようなふうに聞き

ますし、そういうのを実際感じているわけですけれども、例えば福祉科を卒業して、町内の施設

で働き町内で住んだ場合には、やはりそういう介護報酬が厳しいということですので、報酬支援

というようなことも加えて、検討していただけたらというふうに思うわけですけれども、昨日か

ら町の財政健全化の話が飛び交っている中で、ほんとにこういうのは町の財政出動に関する要望

等は、言いにくい提言であるわけですけれども、やはり中央高校はまちのシンボルでもあります

し、やはり高校を守るということは、私たちのまちにとっても使命であるというふうに考えてお

りますので、そのための投資は許されていいんじゃないかなというふうにも感じられてなりませ

ん。 
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 近年は私立の高校への志向も高まっておりますし、説明がございましたように、ほかの学区の

枠が広がった感じで、選択肢も広がっているような中で、そういう現況でありますけれども、先

ほどから申しておりますように、薩摩中央高校がほんとに充実すれば、子供たちは近い学校でも

ありますし、保護者にとっても経済的な負担にしても、やはり町内の学校に進学してくれること

が一番ありがたいことだし、要するに、子供たちが行きたいという、そういう思えるような学校

にしていただくために、私どもは、町民は、町はそういう、介しての支援ということにしか力は

注げないわけですけれども、何とかしてそういう盛り上がりをつくって、薩摩中央高校を町民と

一緒になって盛り上げていきたいという思いがあって、こういう質問をしたわけでございます。 

 ぜひ、町長のそういう積極的な考え方は伺いましたので、今後の英断を期待して、質問はもう

終わりたいと思いますけれども、思いが伝わっていただければ大変ありがたいと思います。 

 教育長、町長、それなりに締めとして今後の抱負的なものでもいいですので、ございましたら

お願いして、終わります。 

○町長（日髙 政勝君）

 薩摩中央高等学校、まあ統合になって八、九年ですかね、そういう時期を迎え、来年はまた

１０周年という節目の年を迎えるわけであります。前身からいきますと、やはりこの１００年を

超えるような非常に歴史、伝統のある学校でありますし、ここで何とかやっぱり維持を図ってい

くということは、本当、地元の唯一の高校として、何らかの一緒になって取り組みをしていかな

いと、これから子供さんたちが地元高校に行きたい、こういう学校を出て農業をしたい、あるい

はこういう福祉の仕事をしたい、それがかなわないとなるとこれは大変なことですので、何とか

町民挙げて、やっぱり取り組んでいく必要があるかと思っておりますので、先ほどから申し上げ

ますとおり、いろんな手だてを一緒になって考えていきたいと思っております。 

 福祉科についても本当は、今これから高齢化が進んで、ますます福祉需要というのは高まって

いく中で、就職率は１００％ですけれども、なかなか定員割れをしていくという実態を見ると、

需要としては大きいんですけれども、やっぱり待遇面というのが、労働に対しての待遇面という

のがそぐわない、そういう面があってのことかなと考えておりますけれども、これについてもこ

の辺のところは報酬を何とか見直しをしたいという考えもあるようですけど、もっともっとこの

辺の配慮があれば、就職率はまだまだ伸びてくるのかなと、また希望も出てくるのかなと思って

いるところであります。いろいろとまた考えさせていただきたいと思っております。 

○教育長（東 修一君） 

 私の一番の願いは、さつま町で生まれた子供はさつま町で育てると。特異な才能を持つ子は別

にしまして、小学校、中学校、高校と、いわゆる地産地育といいましょうか、高等学校まで何と

か、大きな人材が育たないかいうことで、今、一生懸命、小中学校でも頑張っているところでご

ざいます。 

 まあ一つ気になりますのが、やはり親の意識が、どうしても子供に一生懸命進路指導で働きか

けましても、親が向こうがいいとか、そういうのに左右されるのが、これがもう子供たちでござ

います。 

 それで、やはり我がまちの学校であるという町民の皆さんの意識、これを高めながら、また私

は私のできる範囲の小中学校で進路指導を充実させていきたいというふうに考えております。 

○議長（舟倉 武則議員）

以上で、９番、木下賢治議員の一般質問を終わります。 

次は、７番、岩元涼一議員の発言を許します。 

〔岩元 涼一議員登壇〕 
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○岩元 涼一議員

通告に従いまして、２項目について質問をいたします。 

初めに、地域活性化の検討状況についてであります。 

町長は、所信表明の中で、町域の均衡ある発展のための周辺部における活性化対策について、

地域の主体性を確保しながら、話し合い活動、小規模住宅造成、空き家購入や改修等の周辺整備

対策を検討していく。また地域経済活性化のための住宅リフォーム助成制度について、本町の実

情に即した内容で早い機会に創設したいと表明されています。 

 これまでも定住対策については、さまざまな議論や検討がなされ、議会としても施策を提言し

てきたところでありますが、町長も町政座談会や町内のさまざまな会合、あるいは個別の意見検

討会などに参加され、町民の思いを直接聞かれる中で、施策の必要性を感じておられるのではな

いでしょうか。 

 今回、町長が所信で表明された政策については大いに期待するところでありますが、できるだ

け早い時期での施策実施が望まれます。財源の問題や条例、施行規則の策定など細部について規

定しなければならないことがあることは理解しますが、実施時期が先になれば、その施策の助成

対象として該当しなくなる事案が発生することも考えられます。 

 その中で、住宅リフォーム支援事業については、他の活性化策と区別して早く創設したいとの

ことから、今回、平成２８年３月３１日までの期限つき施策として取り組む意欲を示されました

が、その他の施策として言及しておられる周辺部における地域活性化策について、現在までの検

討状況及び実施時期をいつごろと考えておられるか、お伺いをいたします。 

次に、竹林整備支援事業についてであります。 

 本町は広大な竹林を有していることから、青果用としての早掘りたけのこや加工用たけのこの

生産が盛んに行われており、輸入品の産地偽装問題が発覚してからは、加工用の国内産たけのこ

の需要が高まっているところであります。 

また、竹チップ工場が誘致、創業されたことにより、これまで切り捨てられていた間伐竹が資

源として販売できるようになったことから、その支援策の一環として町単で実施されている買い

取り上乗せ支援策についても評価すると同時に、たけのこについては、今後も生産拡大が期待で

きる品目に成長するのではと感じているところであります。 

 しかし、そのためにはたけのこの搬出や竹林改良及び伐竹などの搬出に欠かせない作業道の整

備が不可欠であります。これまでも県の特用林産物総合対策事業の導入とあわせて、竹林整備支

援事業による竹林改良や作業道の整備を支援されておりますが、作業効率の向上や生産面積の集

約化を図るためには、さらなる林内作業道の整備が必要ではないかと思うところであります。 

 「さつまたけのこ」の一大産地づくりに意欲を燃やしておられる町長の考えをお伺いいたしま

す。 

〔岩元 涼一議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）

 岩元涼一議員から２項目にわたりましての御質問をいただきましたので、お答えをさせていた

だきます。 

 まず、１問目の地域活性化策の検討状況ということで、町域の均衡ある発展のための助成制度

の創設に係る検討状況についての質問でございます。 

 合併をいたしまして、若者が利便性の高い中心市街部のほうに集中をして、周辺部に活気が失

われて寂れるとの声をよくお聞きするところでございます。 
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 そこで、町域の均衡ある発展のため、周辺地域を含めた地域活性化策、特にこれまで人口減対

策についての議論も出されているところでございます。こういったことを含めまして、企画課を

窓口にしまして、関係課による検討を指示をしてきております。 

 検討の基本的なことにつきましては、まず周辺地域の範囲というのをどう定義づけるか。この

辺の定義づけについて、まず検討をいたしております。 

 次に、具体策となります、例えばきのうもありましたけれども、所得制限のない住宅及びミニ

団地の造成など、周辺地域の建設の必要性、それと地域振興策並びに周辺地域活性化対策事業、

こういったことについて検討を進めてきております。 

 特に周辺地域の定義の関係につきましては、例えば、高齢化率や若年者の比率等をもとに地域

分けを行って、町内を３地域に分けるなどの検討も行ってきたところでございますが、なかなか

それぞれの地域で実情が異なるということでございます。一概に高齢化率が高く若者の比率が低

いから周辺地域かと、そういう考え方でもないとか。あるいは高齢化率が低くて若年者の比率が

高いから中心地域であると、そう言いがたいところもあるというようなこともあって、また、周

辺地域と中心地域が混在する状況もあるということもありまして、定義づけというか、そしてま

た一方、公平性という考え方から見ますと、なかなか難しい、大変苦労の多いところもありまし

て、時間を要しておるところでありますが、結論的には役場を基点といたしまして一定距離を基

準に区公民館も単位として、町内の地域分けを中心地域と周辺地域の２地域に分ける方向で整理

を進めているところであります。 

 また、政策内容につきましては、定住に対する支援策に絞り込みまして、町外からの転入者、

もう一つは中心地域から周辺地域へ、ふるさとに帰るという方の転居者を対象に住宅の新築また

は購入、そして先ほども申し上げました住宅のリフォーム、こういうものに対しての支援、それ

と町内施行業者の活用というのを基本に置きながら、その中でもどうしても町外でなければとい

うことも若い人はあるようでありますので、町内施行業者をやっぱり活用された場合は優遇をす

るということ。 

 そしてまた、少子化対策の一環がありますので、当然若者が周辺部に住んでいただくというこ

との策としまして、誘導策になるかと思いますが、子育ての世代については加算をする。 

 そしてまた、今の木材利用の関係が、いろんな昨日もポイント制とかいろいろ出ましたとおり、

地元木材の利用をしてもらう。やはり山の活性化につながるというようなこともありますので、

そういった場合は加算をするとそういったこと等についても整理を進めているところであります。 

 助成内容の細部につきましては、まだ調整とか、この財源の関係はどうするかということも検

討が必要であります。大体、年額幾らぐらいを見込むかということの設定も必要かと思っており

ますので、年内に最終的な詰めを終えまして、来年度の一つの目玉事業として当初予算に計上で

きるように準備を進めてまいりたいと考えております。固まり次第、事前に議会へも報告をして

いろいろと御意見もいただきたいと思うところでございます。 

 昨日もちょっと定住関係のところで、人口の歯どめ策として質問をいただきました。思い切っ

て町単独の収入制限のない住宅をつくったらどうかというお話もいただきました。これらも一つ

の有効な方策と考えられるところでございますが、行政として、一方では町内の民間アパートを

つくられる方とか、そういう民業との兼ね合いというのは当然出てまいりますので、公のそうい

った官がそこまでやるべきかということは当然出てくるかと思いますので、その辺のところも十

分考慮に入れた上で取り組む必要はあるかと思っているところでございます。 

 もう一つの竹林整備支援事業についてでありますが、さつま町は竹の産地ということで、もう

以前からありますけれども、今でも早掘りのたけのこ、いわゆる「さつまたけのこ」として日本
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一の早いたけのことして有名でありますけれども、何とかこの辺のところ、竹のまちとしてのイ

メージアップ、第２ステージをつくり上げていきたいと、そういう思いで、この竹林整備、もう

高齢化が進んでなかなか荒廃竹林も多くなっているところでありますが、この「さつまたけの

こ」の産地形成をやっぱりやっていきたいというようなことで、一大産地づくりをしましょうと

いう提唱をいたしております。 

 本町の森林面積については、町面積の約６５％、約１万９,８６９ヘクタールございます。森

林面積の約５％に当たります約１,０１４ヘクタールが孟宗竹林であります。このうち、たけの

こ専用林として計上されておりますのが約１１９ヘクタールということでございます。非常に広

大な森林面積でございますので、やはり地域資源を生かすという意味合いからも、現在整備中の

２路線を含む５４本の林道あるいは森林作業道等の路網整備、また過去５年間で約１万１,０００メー

トル以上の竹林作業道の開設を含む竹林整備を進めてきておるところであります。 

 今回の私のマニフェストにもこの「さつまたけのこ」の一大産地形成をつくるということで、

今申し上げましたとおりでありますが、竹林改良とこの作業道を例えばセット的に整備促進をし

て、いわゆる農家所得の向上とかあるいは産地形成、そういうものをしていきたいという考え方

に立っておりまして、今回の９月補正でも町単独の竹林整備事業の支援事業を計上いたしたとこ

ろであります。県の事業とあわせまして、今回、竹林改良、竹林作業道の開設ということで、

７００万円を超えるような予算規模で進める考えでいるところでございます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○岩元 涼一議員

 今回、住宅リフォーム支援事業につきましては、早期に始めたいということで、今回の予算に

も提案されているというようなところでございますが、所信で表明されました他の施策について

は現在検討中であると、それはもうなるだけ早くと私も申し上げましたけれども、いろいろ基準

とかそういうものを考えれば、そう単純にできるものではないということは私も理解します。そ

れに取り組む意欲があるかどうかですね、それはもう所信で表明されておりますので、実際され

るだろうということはわかっておりますけれども、１２月、１月ごろまでにそういうのを策定し

て、そして当初に計上したいという、実際そういうことも話されましたので、それが施策として

動き出していくという確信を得たところでありますので、その点については理解します。 

 なるだけ、また早くやっていただくように、定住対策については課題であるということはもう

これまで議会でもやっておりますし、いろいろなところでも出ておりますので、そういうところ

を町長も理解されて、今回施策として出すということになったんだろうとは思います。 

 これについては、住宅リフォームについては説明があったんですが、これについても町税等を

滞納しないこと、これが条件であるという形で入っておるようでございます。これについて、今

回、１２月、１月ごろまでに策定したいと考えておられる施策、それの全てに関して、例えば滞

納そういうものがあった場合には対象としないと、そういう厳格な態勢で臨まれるというふうに

理解してよろしいでしょうか。 

○町長（日髙 政勝君）

 今回、９月補正の中でこの住宅リフォーム制度についての予算約１,０００万円、計上いたし

ております。それだけ細かな基準を定めておりますが、今回、ただいま御説明申し上げました周

辺地域の整備の中でも、リフォーム分というのは当然掲げておりますので、これについてはいろ

いろ条件的にも要件と申しますか、じゃればやっぱり周辺部にお帰りになったら必ず公民会に入

ってくださいと、そうしないと地域の活性化というのはなっていかんと思いますので、そういう

ことを条件に、要件にしたいと思っておりますし、やはり、もちろん基本的なことですけど、助
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成金を出す以上は税金もちゃんとやっぱり１００％完納していただいている、そういうことはも

う基本的なことだと思っております。そういうことがないと対象にはしませんということであり

ますし、周辺部の方と一般的な住宅リフォームどっちも入っておりますが、やはりそこは住み分

けをやっぱりしていかにゃいかん、まあ二重ということはないと思っております。 

○岩元 涼一議員

 その滞納者については、当然対象とならないというのはいろんな施策でしょうけれども、いろ

んな施策において申請者本人は当然ですけれども、いろいろと空き家対策というか、そういうも

のに対しても購入する事業が出てくるかどうかはわかりませんが、そういうのもあるだろうし、

それから宅地造成、そういうのをしようとするときに購入して、じゃあやりましょうというよう

なものまで対象にするとなれば、今度はそこまで申請者だけじゃなくて、それに伴う土地、建物

そういうものに対しても、例えば滞納が発生しているとか、そういうのがあれば対象にしません

よとか、そこまで踏み込んでいかれるのか、それとこの住宅リフォームもですけれども、例えば

業者、そういうところまで含めて、滞納されてない業者とかそこまで厳格に考えていくのかどう

か、そこら辺についてはいかがですか。 

○町長（日髙 政勝君）

 住宅リフォームにつきましては、当然、今、空き家がかなり増えてきております。国のほうも

これは固定資産税を免除しようとか、例えば解体したら土地の固定資産税が上がってくるんです。

それについては免除しますとかいうような検討も自民党のほうではされておりますが、今後、こ

の空き家に対してはいろんな施策が出てくるかと思ってます。町のほうとしては景観上、防犯上

あるいは防災上、そういう観点から解体については助成の措置を単独でいたしまして、今回の補

正でもさらに６００万円ですか、追加をいたしておりますけれども、非常にそういう意味では有

効効果が出てきているのかなと思っております。 

 それで、今回の場合も、やはり住宅空き家を購入して、リフォームをしてそこに住むというこ

とは当然対象にしていきたいと思ってます。空き家活用というのは、新築の場合と違って経費も

少なくて済むだろうし、いろいろせっかくの資産を活用するという面もありますので、できたら

そういうことも対象にしていきたいと。 

 それで、業者の皆さん方も当然として、町内の業者あるいはこの対外的にもどうしても若い人

は住宅メーカーを使われるところもありますので、それはだめですよというわけもいかないと思

いますので、せっかくやっぱり周辺部にお住まいになるということになれば、それらについては、

町内業者の場合とは、若干差をつけないといかんのかなと思っております。 

 当然として、基本的には町税を完納していただく。これはもう当然のことだと思っております。

いわゆる対象者であろうと、いわゆる地主さんであろうと、その本人さんであろうと全て、これ

はもう滞納がないということは原則にしていきたいと思っております。 

○岩元 涼一議員

 当然、それが本筋であろうと思うところであります。もし、そういうの事例が発生しないよう

に、厳格に審査をされて運用していただきたいというふうに思うところでございます。 

 この住宅リフォームにつきましては、委員会とかそういうところもありますので、そういうと

ころでまた審議を、審査をしたいと思います。 

 それと、町長がおっしゃるこのリフォーム事業については町内業者を優先して、地元に及ぼす

経済的な波及効果が大変大きいと、いろんな附帯業者もあられるということで、町長もそう申さ

れたと思うんですが、業者によりましては町外から来られる業者もですけれども、町内業者にし

ましてもチームを組んでされてるところは町外の業者が附帯業者であったり、町長が思うように、
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地元に経済的効果が及ばないという例も十分考えられますので、地元業者として採用されるので

あれば、なるだけ地元の資材業者というか、そういうところを使ってくださいというような指導

といいますか、そういうところまでして、せっかくの町長が思いを込めてやられる施策ですので、

地元に少しでも経済効果が及ぼすように、そういうふうに進めていただきたいと思いますが、こ

れに対して町長、お考えを。 

○町長（日髙 政勝君）

ちょっと、周辺部のものと住宅リフォームの関係、ちょっと似たような制度でありましたので、

先ほど申しました周辺部の中で空き家を活用して、例えば住宅を新築をしたい、あるいはこのリ

フォームをしてということでありましたが、周辺部の場合は、町内業者と町外の業者そこにはち

ょっと差異を設けたいということです。今回リフォームの場合は９月に出しております、この分

については、あくまでも町内に本社営業所等の事業所を有する法人、あるいは町内に住所を有し

て、かつ現に居住している個人事業者が施行する。これは、あくまでも住宅リフォームについて

は町内業者と法人、そういうことに限定をしております。町外はもうだめですよと、ということ

で、町のあれですから。それで、周辺部の場合はちょっと緩和してありますけれども、その辺は。

町外もいいですけど、ちょっと補助金は違いますよという内容であります。 

○議長（舟倉 武則議員）

ここで、しばらく休憩します。再開はおおむね１０時５５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
休憩 午前１０時４１分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
再開 午前１０時５３分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○議長（舟倉 武則議員）

休憩前に引き続き会議を開きます。 

○岩元 涼一議員

 先ほどの町長の答弁ですけれども、空き家対策とこのリフォーム事業、これらは別個だという

ことで、私はそういうふうに理解はしておったんですが、そのリフォーム事業をされる場合にも、

全てそういう滞納がない、そういう関係は全部適用するという考えであるということでしたので、

そのような形で進めていただきたいと思います。 

 所信表明の中で、その定住対策とリフォーム事業は、「また」という言葉でつないでありまし

て、まあリフォーム事業は早急にしたいというふうに解釈して、その他の施策については、検討

していきたいという読み方をするべきであったと考えているところでありますが。 

 今後も日本全体の人口は減少の方向にあるというのは、これはもうわかっていることでござい

まして、本町の人口もたしか２０２５年ごろでしたか、半減していくであろうというような予測

も出されているところでございます。町長も申されましたように、もう人口が増えていくのは望

めないんだと、今いる人口をいかにして減るスピードを抑えていくか、そういうところに主眼を

置くべきであるというふうに申されておりますが、私もそうだと思います。 

 それが現実的課題ではないかと考えているところでございますが、厳しい財政状況の中で、取

捨選択をしながらの町政運営は重責で大変なこととは思うわけですけれども、本町の実情に即し

た内容で、早い機会に創設していきたいという考えを持っておられるようでございますので、早

い機会に創設していただくように期待をいたしております。 

仮に施行後において、過誤や不足などの不都合が生じた場合には改正すると、「改むるに憚る
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こと勿れ」という言葉もございますので、進め方を早急に進めていただくように、要請をいたし

ておきたいと思います。 

 時間がございませんので、次に、竹林の支援事業について、これについても、この事業につい

ては滞納がないことが採択条件であるということでございましたが、この申請があった中で、今

までこの滞納関係があって事業採択されなかったというような事例があったものかどうか、これ

は担当課長で結構ですが、あればお示しいただきたいと思います。 

○耕地林業課長（杉水流 博君）

 竹林関係の滞納による事業採択がなされなかったかということでございますが、これにつきま

しては私が聞いた範囲では今まではなかったと、そのように聞いております。 

○岩元 涼一議員

 なかったということでございますので、納税意識が徹底しているというふうに感じて、理解し

ているところでございますが、竹林面積については先ほど説明があったわけですけれども、この

早掘りたけのこ、加工用たけのこ、全て合わせた生産額というか、そういうのはどの程度ぐらい

であると把握されているのか。あとでまた、わかりますか。 

○耕地林業課長（杉水流 博君）

 たけのこの生産でございますが、昨年度の２４年度は旧宮之城で９２４万円ということになっ

てます。旧鶴田のほうが９３万６,０００円、旧薩摩のほうが５５３万２,０００円となっている

ようでございます。以上でございます。 

○岩元 涼一議員

これは青果用が主ですか。加工用まで含めた数字かどうか。 

○耕地林業課長（杉水流 博君）

今の金額につきましては、青果用の金額でございます。以上でございます。 

○岩元 涼一議員

 青果用でざっと１,６００万円ぐらい、加工用については、相当な金額が産出されているので

はないかなと考えます。 

 たけのこの処理加工場も本町にも２つですか、あるようでございますので、そこの操業状況等

を見ますと、相当大きな額になるのではないかなと思うところでございますが。この竹林面積か

ら比較したときの作業道の整備率といいますか、改良されたところが１１９ヘクタールでしたか、

これが大体この事業等で整備した竹林となっているのかどうか、そういうふうに理解すればいい

ですか。 

○耕地林業課長（杉水流 博君）

 今、議員がおっしゃるように、その面積１１９ヘクタールにつきまして、この事業でつくった

面積であるということでございます。また、作業道につきましても、このできた竹林については

それなりの作業道を有しておりますので、率的には１２％程度の整備というふうに理解しており

ます。 

○岩元 涼一議員

 今、１２％程度ということでございましたが、これの作業道の整備に関しては、希望調査のよ

うなものを実施されているかどうか。 

○耕地林業課長（杉水流 博君）

 希望の調査につきましては、広報のお知らせ版を活用したり、振興会の総会やたけのこの管理

研修会などで事業の紹介をいたしまして、希望を収集しているところでございます。以上であり

ます。 
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○岩元 涼一議員

 それぞれ集落座談会、区の座談会ですか、そういうところで示されております、農林業研修会

の資料等を見てみますと、延長が大体２キロメートルとか面積が２ヘクタールとか、それから、

予算をこれぐらいというようなその程度しか載ってないんですよね。ですから、町内のお知らせ

版とかそういうところでもされてるとは思うんですが、先ほどもありましたように、まだ、

１２％程度ですので、町内の竹林面積から考えると、希望される方がいらっしゃるんじゃないか

なというふうに思うわけですけれども。 

 それと今までの経過から申しますと、予算の関係で、当然、予算の関係で整備をする距離、面

積そういうのは限定されるわけですけれども、そこに改良申し込みをされて、実際その枠内にも

う入らなくて、事業採択されなかったというような事例もあろうかと思います。そういうのに対

しては、例えば、翌年に実施するとか、そういう形で、事業対応されているのかどうかですね。

というのが、申請してもう枠がありませんということで、申請してももう枠がないんだから、ど

うせ申請しても、出しても対象にならないんだからといって、申請されない方もいらっしゃるよ

うにちょっと聞くことがあるもんですから、そこら辺についての対応をどのようにされているか、

お知らせいただきたいと思います。 

○耕地林業課長（杉水流 博君）

 県の事業につきましては、昨年度が申請に対して４３％の採択であったということでございま

すが、ことしにつきましては、要望どおり１００％、県のほうの事業は採択になっております。 

 これにつきましては、他の県内のほかの市町村の申請の件数等で、変わってきているというふ

うに考えているところでございます。 

 今、言われたように、ことし採択にならなかった場合は、来年ということで、申請者の方には

御理解をしていただいているところでございます。以上です。 

○岩元 涼一議員

 ということは、ことし１００％であれば、希望された方には大体事業採択がされて、事業対応

できているという解釈でよろしいですか。 

○耕地林業課長（杉水流 博君）

 ことしの分は１００％でございますので、ことし申請された方につきましては、全て事業が実

施できると、このようなことであります。 

○岩元 涼一議員

 それとあと、この事業を実施して改良された竹林がその後管理をされなくなった。といいます

か、例えば申請者がお亡くなりになったとか、さまざまな条件があろうかと思いますが、そのよ

うな形でその後管理されなくなっているような竹林というのもあろうかと思いますが、そこ辺に

ついては把握されていますか。 

○耕地林業課長（杉水流 博君）

 どれほどの面積とか、件数についてのちょっと把握はしていないところでございますが、管理

されていない、高齢化等によりまして管理されていない竹林もあるようでございます。また、こ

ういう竹林につきまして、個人間での貸し付けもあるということは、聞いております。 

以上でございます。 

○岩元 涼一議員

 個人間でのあっせん対策というか、そういうふうになっているということのようです。せっか

く改良された竹林というのは、財産といいますか、そういう形になろうかと思いますので、そこ

を引き続き誰かにというような制度というか、そういう形でスムーズに引き継がれるように、そ
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ういう努力もまた担当課のほうではしていただくようにですね。 

 町長も、たけのこについては本町の魅力ある作物で、希望が持てるというような形で考えてお

られるようです。一大産地として生産拡大するためには、生産条件の改善、改良、そういうのが

当然必要になってきます。そのためには、作業道の開設、充実、これがもう必要不可欠でありま

して、改良するにしても、生産したたけのこを搬出、あるいは伐竹を搬出、そういうのについて

も、作業道が入っているかいないかによって、大きな違いがあるように思います。 

 そういう観点から、非常に昨日からの一般質問の中でも、厳しい財政というような形であるわ

けですけれども、町長が町政のトップとしてこれを生かしていくというような決意があれば、そ

の希望者は１００％であったということになっておりますけれども、この竹林面積からしますと、

まだまだ改良の余地が十分にあるというふうに思いますので、そういう財政状況を踏まえながら

といいますか、そういうのを考えた上で、これを一大産地にしていくという、それを政策として

打ち出していくという考えをお持ちかどうか、町長の考えをお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）

 さつま町の特産となり得るこのものとして考えられるのは、薩摩西郷梅、それと私はたけのこ

だと思ってるんですね。まあ代表的なもの。そのほかにもいろいろありますけれども、特にこの

地域資源として生かす、そういう意味合いからも、先ほど申し上げましたところ、竹林面積とい

うのは県内でも有数の面積を有しているわけですから、こういったものを有効に活用して、林家

所得の向上を図っていく。これがまた税収にもはね返ってくるわけでありますので、それを一大

産地事業ということでやっていきたいということで、マニフェストにも掲げているわけです。 

 今回、県の事業も導入をしますと同時に、町単でもやっぱりこの竹林作業道、管理路と一緒に

竹林改良を進めていきたいということで、予算も計上いたしているわけでありますので、何とか

やっぱり荒廃竹林を少しでもなくして、所得の向上につなげていく。伐採をしたら今そういった

形でさつま林産のほうに持ち込めば、町のほうから１円上乗せをして、そういう伐採も進んでい

る事実がありますので、今後ますますこういった事業の取り入れによって、竹林改良が進んで、

早堀りたけのこの産地として拡大していけば、本当にありがたいなと思っているところでありま

すので、これも力を入れていきたいと思います。 

 今のところ、伐採、管理道路、そういうできればセットでして、これがある程度進んだら、今

度はまた施肥というのが当然出てきますので、施肥も来年あたりセットの形で推進ができたらい

いと計画を考えているところであります。 

○岩元 涼一議員

 私もたけのこだと思うのです。ですから、このたけのこを育てて、産地として、今以上に育て

るために、どうしても支援といいますか、そこは当然必要になってくるだろうと思います。 

 いろんな話の中で、個人の財産とかいろいろな反面がありますけれども、その点については、

やはり産地として確立していくためには、当然支援も今後も必要であろうと思いますので、町長

もそのように答弁をいただきましたので、納得をいたします。 

 高齢化や労力不足により放置されている竹林というのは、先ほどからありますように大変多い

と、これを生かすためには、どうしても管理路が必要になってくるところであります。たけのこ

は、農薬などを使わずとも成長して出荷できる貴重な自然食品といいますか、そういう面もあり、

消費も今後もまた伸びていくのではないかなと思うところでありますし、また、若い林業従事者

がいらっしゃいますけれども、それらの方々に話を聞きますと、たけのこ生産にも意欲を持って

おられる方もだいぶおられるようです。 

しかし、そのためにはやっぱり集約化、機械化、そういうのが一つの条件といいますか、そう
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いう形になるようでございますので、どうか一大産地づくりに向けた竹林改良と林道整備、作業

道整備、これにつきましては、今後また積極的に推進されますように期待いたしまして、私の質

問を終わります。 

○議長（舟倉 武則議員）

以上で、７番、岩元涼一議員の一般質問を終わります。 

以上で、通告に基づく一般質問を終わります。 

ここでしばらく休憩します。再開はおおむね１１時２５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
休憩 午前１１時１１分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
再開 午前１１時２２分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○議長（舟倉 武則議員）

休憩前に引き続き会議を開きます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△日程第２「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条

例の廃止について」 

○議長（舟倉 武則議員）

 これから、９月９日に提案がありました「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃

止について」から、「議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第

２号）」までの議案６件について、総括質疑を行います。 

なお、質疑に当たっては、総括的な事項について質疑をお願いします。 

 まず、日程第２「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止について」を議題とし

ます。 

議案の提案理由については説明済みであります。 

これから、本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。癩癩ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

質疑なしと認めます。 

 ただいま議題となっております議案第５８号は、お手元に配付しました議案付託表のとおり、

総務厚生常任委員会に審査を付託します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△日程第３「議案第５９号 さつま町肉用牛特別導入事業

基金条例の一部改正について」、日程第４「議案第

６０号 さつま町乳幼児医療費助成条例の一部改正につ

いて」、日程第５「議案第６１号 さつま町工業開発等

促進条例の一部改正について」 

○議長（舟倉 武則議員）

 次に、日程第３「議案第５９号 さつま町肉用牛特別導入事業基金条例の一部改正について」

から、日程第５「議案第６１号 さつま町工業開発等促進条例の一部改正について」までの議案

３件を議題とします。 

議案の提案理由については説明済みであります。 
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これから、議案３件に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○岸良 光廣議員

 肉用牛の件に関してなんですが、今回条例を変えて、２頭から認定業者は５頭以内、それから、

認定業者以外は２頭を３頭に改めるとなっているんですが、これは非常にいいことだと私も考え

ております。 

 今までは、薩摩川内市は以前から５頭まで補助されておりました。この中で、一つだけお聞き

したいのは、認定農家はわかるんですが、認定農家以外、小規模の農家の場合、例えば、後継者

不足もあるとは思うんですが、６０歳定年をしてから、自宅のほうでやはり牛を飼ってみようか

という方々も最近おられるみたいです。そういう中から考えていきますと、２頭を３頭というの

は非常にありがたいことなんですが、ここのところの認定農家だけでなくて、５頭まで増やすこ

とはできないのかなというふうに考えられるんですが、その点をちょっとお伺いしたいと思いま

す。 

○農政課長（平田 孝一君）

 今回の改正で、これまでは６０歳以上に限っていたのを、一般の方も貸し付けを受けられるよ

うにということでさせていただきました。その中で、最初に一般の方については３頭を決めさせ

ていただいたわけなんですが、本町の場合に、これは平成２５年の１月現在の統計でありますけ

れども、町内の繁殖雌牛飼養戸数農家が４４６戸ございます。飼養頭数が３,４５０頭、その中

で、１戸当たりの飼養頭数が約７.７頭となっております。これを４１７戸が全体の９３％を占

めておりまして、この４１７戸の飼養農家の平均頭数が４.９頭となっております。この４.９頭

の更新をするときのめどとしまして、１０年で８産した牛癩癩８匹の子牛を産んだ時点で、一つ

の更新を目安としたときに、５年間で２.４５頭、切り上げて３頭ということで、３頭にしたと

ころであります。 

 あと、認定農業者につきましては、５年後を目標としまして経営改善計画書を作成して、目標

達成に向かって頑張っておられる地域農業の担い手であることから、２頭の差をつけさせていた

だいたというところであります。５頭とすれば全部いいんですが、やはりまた全体の基金の額の

関係とかございまして、一応、今回３頭と５頭という形でさせていただきました。 

○議長（舟倉 武則議員）

ほかにありませんか。 

○柏木 幸平議員

 同じく特別導入事業基金の関係ですが、今回の改正で年齢枠を広げたこと、それと頭数の増に

なったわけですが、この基金の残高が７月の例月のあれから見ますと２,２２４万９,０００円と

なっております。それで今後、この基金以上の申請もちょっと考えられるわけですけれど、基金

の関係は今後どのようにされていこうとするものかをお伺いしておきます。 

○農政課長（平田 孝一君）

 先ほども議員のほうからございましたように、今回の改正につきましては、対象者の年齢制限

や貸付頭数の見直し、そして譲渡対価の納付期限の変更、こういったものが主でございます。基

金の総額については、変えておりません。平成２４年度末の基金状況で、現金が２,１４０万

９,３６７円となっておりまして、貸付分が２,９９８万１,３８０円、これが７２頭分になりま

す。全体の額が５,１３９万７４７円ですから、これを４２万円で割りますと、大体１２２頭程

度貸し付けられるということになります。現在もう７２頭ほど貸し出しをいたしておりまして、

残りがもう５０頭ぐらいしかないとしたときに、今後も返還が、５年ごとに返還をしていただく

わけですが、その返還分を見込んで、ある程度したときに、大体５年間としますと、年間平均
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２５頭程度が貸し付け可能になるんじゃないかなと考えております。 

 そうしたときに、やはり基金が不足するんではないかという、今、御質問ですけれども、私ど

もとしては、できれば増額をさせていただきたいと考えておりますが、鹿児島県とされてもこの

事業廃止に伴い、県内の自治体でも事業をやめる自治体があるということであります。県におい

て、今、対象市町村に事業存続の、そういった意向調査をされておられるようでありまして、廃

止される市町村分を、今度はまた増頭を希望される市町村に再配分をされるというような計画も

あるようですので、それが年内にある程度見込みが立つようであれば、増額の補正予算でもお願

いできればと考えているところであります。 

以上です。 

○議長（舟倉 武則議員）

ほかにはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

これで質疑を終わります。 

 ただいま議題となっております議案３件は、お手元に配付しました議案付託表のとおり、それ

ぞれ所管の常任委員会に審査を付託します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
△日程第６「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会

計補正予算（第４号）」 

○議長（舟倉 武則議員）

 次は、日程第６「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」を議題

とします。 

議題の提案理由については説明済みであります。 

これから、本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○米丸 文武議員

財政課長より説明があったわけでございますが、大変こう一緒にたくさんの説明をされまして、

内容を書きとめたりすることができませんでしたので、もう一度確認の意味で質問をさせていた

だきますが、１４ページの２款総務費１項の総務管理費の中に、１４目のふれあい交流館の施設

整備費１,９４０万円ございますが、この内容についてもう一回御説明をお願いしたいのと、そ

れから２４ページ、３款民生費の児童福祉費の中の３目保育所運営費の１,８２８万４,０００円、

これは県からの、要するに、保育士の処遇改善特別事業補助ということで出されておりますが、

現在の保育士の方々の処遇がどれぐらいの実態であるのか、大変厳しいというような話も聞いて

おりますが、これをされることによって、どれぐらいまで改善されていく見通しなのか、その点

についてお伺いをします。 

 次に、４１ページ、９款消防費の中の１項３目の消防施設費の１,０００万円、施設改修費と

いうことで、耐震の関係で塔屋を七、八メートル撤去するんだというようなことでございますが、

これは、今どのような形の中で塔屋自体を活用されておったのか、これを撤去することで、これ

に代わるものは必要としてこないのかどうか、その点についての質問をさせていただきたいと思

います。 

○企画課長（湯下 吉郎君）

 １４目のふれあい交流施設費の工事請負費でございます。１,９４０万円をお願いをしており

ますが、これについては、あび～る館のプールの部分の経年劣化による屋根の雨漏りの関係、そ
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してまたプールから発生される湿気の関係で内部のさび等々ございまして、今回、その屋根の防

水改修工事あるいは外壁の改修、そしてまた内部の改修ということでお願いをするものでござい

ます。 

○福祉課長（王子野建男君）

 保育士等の処遇改善臨時特例事業費の補助金の１,８２８万４,０００円、これに対する改善の

金額はどれくらいなのかというような御質問でございます。御案内のとおり、町内には１２の保

育園がございます。この全保育所が処遇改善に取り組むということで計画が上がっておりまして、

この措置によりまして保育士、町内に２３２名が、これは非常勤保育士も含めてでございますが、

いらっしゃるわけでございますけれども、年平均にいたしますと約７万８,０００円の改善が図

られるということになります。 

○消防長（高木 卓朗君）

 御質問のありました消防施設の改修工事費１,０００万円の内容でございますが、このペント

ハウス部分、塔屋部分につきましては、以前は壁面に１５メートルのはしごをつけまして、はし

ご登はん、はしごを登る訓練であります、その訓練施設として使用しておりました。そしてまた、

最上階部分には、無線アンテナ塔あるいは給水塔を設置しておりましたが、増築後につきまして

は、新しい建物のほうに訓練施設はできております。現在のところ、この塔屋部分については使

用実態はございません。使用しておりません。 

○米丸 文武議員

 あび～る館のプールの屋根の防水とか、それからさびとかというようなことで、プールの工事

をしたいということでございますが、これは、工事期間中のプールの使用というのは、当然屋根

ですから使用できないということになるだろうと思うんですが、この期間はどれぐらいまで休止

する形になるのか、その点についてはいかがなのかということをお伺いします。 

 それから、児童福祉費のほうについてでございますが、今の説明で年間７万８,０００円程度

の改善になるんだということでございますが、実際に言えば保育士の方々も本当に大変だという

ふうに聞いておりますが、これが改善されまして、県のほうの基準として、これだけ上げれば県

内どこも保育士の待遇というのは同じようなレベルになるのかどうか、さつま町に対してはこう

だけども、またよその市町村とはそれぞれ待遇が違うんじゃないかというような気もするわけで

ございますが、その点などについては県内が大体統一されてくるような形で、これが補助が出さ

れるのか、その点についてお伺いしたいと思います。 

 それから、消防署のほうの関係の塔屋のことで、これは撤去しても影響はないんだというよう

な説明でございますが、塔屋を利用されておりました１５メートルのはしごで訓練に使っておっ

た分は、現在の建物でそれが可能だということなのか、もう一度確認をさせていただきたいと思

います。 

○企画課長（湯下 吉郎君）

 この改修工事につきましては、数カ月ほどかかると考えております。その中では、やはり利用

者への周知、それから安全面への配慮をしながら、しっかりと利用者への周知をしていきながら

工事を進めたいと考えております。 

○福祉課長（王子野建男君）

 保育士の給与等について、県内の状況等を比較した場合はどうかというような御質問でござい

ます。御案内のとおり、この私立保育所にありましては、それぞれ法人を設立をされておりまし

て、それぞれ基本的な給与水準ということを示されたにしても、そこは法人によりまして、ある

程度の給与の格差というものはあることは、これはいたしかたのないことだというふうに思って
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おります。ただ、昨年の夏ごろだったでしょうか、国の自民党が保育士の給与を１万円ほど改善

をしようというような新聞記事等もあったわけでございますけれども、それに伴って今回こうい

うような措置が講じられたわけでございますけれども、先ほど申し上げましたとおり、約７万

８,０００円程度の改善が図られたということであります。町内におきましても、この法人によ

りまして、給与の体系というものは若干ずれがございまして、そのことによってそれぞれこの体

系そのものは若干違ったにしても、その辺の改善が図られるということであります。 

 ただ、この保育所にありましては、今現在不足でございます。保育士不足でございまして、各

保育園、非常に保育士の確保に困っていらっしゃるということでございまして、退職された方を

何とかお願いしようということで、いわゆるシルバー保育士といいますか、そういうことで取り

扱っているということでございます。 

○消防長（高木 卓朗君）   

 御質問にありました、はしご登はん訓練施設、これについてへの御質問でございますが、新し

く増築した部分に、この訓練施設もまた無線のアンテナ設備も増築部分のほうに全て移設してお

ります。 

○米丸 文武議員   

 消防のほうについては、了解をいたしました。 

 今、あび～る館のプールの工期については数カ月かかるというような説明でございますが、大

体どれぐらいを予定をされているのかということで、夏場、冬場、温水プールというようなこと

もありまして、年間を通して利用もされているというふうに思うわけでございますけれども、や

っぱりそこらの利用の関係というようなものもあるだろうというふうにも思うわけでございます

が、その期間としてはどれぐらいを予定されているのかお伺いします。 

 保育士のことについては、いろいろそれぞれの園によっての経営もあると思いますが、皆さん

が全国的にも、今課長が説明されたように、待機児童がどうこうというようなこともあったりし

ておりますし、また、今度は保育士の方々もいろんな待遇の面で厳しいので、なかなかその希望

者が少ないんだというようなこともお伺いをしております。できれば、本当に子供たちを安心し

て預けて、また自分たちはその時間でやっぱり勤務をしたりとかというような形の中で、生活を

支えていかなきゃならん状況でもございますし、そのようなことで、できれば少しでも保育士の

待遇をもっと改善していければ、本当にもうちょっと充実した子供たちの保育もできていくのか

なという気もいたしますので、お伺いしておるところでございますが、保育士のことについては

町としましてもどのように持っていけたら、あと、ちょっと言いにくいところがあるかもわかり

ませんけど、どの程度まで本当ならあれば、もっと保育士の確保がしやすいのかな、改善された

らいいんじゃないかなと思われるような線というものは考えておられないのか、お伺いをしたい

と思います。 

 ３回目ですので、これで質問を終わりますけれども、御答弁お願いします。 

○企画課長（湯下 吉郎君）   

 温泉プールは、年間約１万人ぐらいが利用されておりまして、この議決をいただければ速やか

に準備をして発注ということにさせていただきたいんですが、時間的には秋から冬にかけての工

期となりますので、できるだけそこらについても配慮をしながら、早く工事が完了して利用が再

開できるようにしていきたいと考えております。 

○福祉課長（王子野建男君）   

 先ほど申し上げましたとおり、実は手元に国の保育士の基準というのは持っておりません。持

ち合わせておりませんが、今回こうして少しでも改善されていくということ。保育行政に携わる
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者としましても、うれしく思っているところでございます。先ほど申し上げましたとおり、保育

士、非常に不足してございます。そうしたことからいろんな、先ほど申し上げましたシルバー人

材センターのほうとも連携をとりながら、そうした保育士の確保というものに、我々のほうでも

協力を割いていただいているところでございますけれども、ただ、繰り返しますけれども、保育

士のほうの給与の基準というものにありましては、国の基準はあったにしても、それぞれの法人

が定めるものであるというふうに理解しておりますし、そこにありましては、極力このサービス

の提供、そういうものが一番、そういうことによりまして児童が入所してくると、入所がないと

なかなか運営もままならないということもございますので、そうした園長会等を通じまして、そ

うしたサービスにも努めてもらうように周知、啓発に努めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

○議長（舟倉 武則議員）   

 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 これで質疑を終わります。 

 ただいま議題となっております議案第６２号は、お手元に配付しました議案付託表のとおり、

分割してそれぞれ所管の常任委員会に審査を付託します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第７「議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保

険事業特別会計補正予算（第２号）」   

○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第７「議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第

２号）」を議題とします。 

 議案の提案理由については説明済みであります。 

 これから、本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 質疑なしと認めます。 

 ただいま議題となっております議案第６３号は、お手元に配付しました議案付託表のとおり、

総務厚生常任委員会に審査を付託します。 

 本日から９月１９日までの各常任委員会の審査会場は、総務厚生常任委員会が第２委員会室、

文教経済常任委員会が第１委員会室となっております。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△散  会   

○議長（舟倉 武則議員）   

 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 １０月２日は午前９時３０分から本会議を開き、各議案の審議を行います。 

 本日はこれで散会します。御苦労さまでした。 

散会時刻 午前１１時４６分   



平成２５年第３回さつま町議会定例会 

第  ４  日 

平 成 ２５年 １０月 ２日
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平成２５年第３回さつま町議会定例会会議録 

   （第４日） 

○開議期日 平成２５年１０月２日 午前９時３８分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○会議の場所 さつま町議会議事堂 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○当日の議員の出欠は次のとおり

出席議員（１６名） 

   １番  平八重 光 輝 議員    ２番  木 下 敬 子 議員 

   ３番  宮之脇 尚 美 議員    ４番  桑 園 憲 一 議員 

   ５番  森 山   大 議員    ６番  東   哲 雄 議員 

   ７番  岩 元 涼 一 議員    ８番  新 改 幸 一 議員 

   ９番  木 下 賢 治 議員   １０番  川 口 憲 男 議員 

  １１番  米 丸 文 武 議員   １２番  新 改 秀 作 議員 

  １３番  岸 良 光 廣 議員   １４番  上久保 澄 雄 議員 

  １５番  柏 木 幸 平 議員   １６番  舟 倉 武 則 議員 

欠席議員（なし） 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○出席した議会職員は次のとおり

 事 務 局 長  萩 原 康 正 君   局長補佐兼議事係長  中 間 博 巳 君 

 議 事 係 主 任  神 園 大 士 君 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩
○地方自治法第１２１条の規定による出席者は次のとおり

町     長 日 髙 政 勝 君 代表監査委員 新屋敷   浩 君 

 企 画 課 長  湯 下 吉 郎 君   教委総務課長  上 野 俊 市 君 

福 祉 課 長 王子野 建 男 君 社会教育課長 岩 元 義 治 君 

介護保険課長 中 村 慎 一 君 農 政 課 長 平 田 孝 一 君 

健康増進課長 小椎八重 廣樹 君 建 設 課 長 三 浦 広 幸 君 

環 境 課 長 貴 島 晃 人 君 監査事務局長 本 田 孝 市 君 

 総 務 課 長  紺 屋 一 幸 君   耕地林業課長  杉水流  博 君 

 財 政 課 長  下 市 真 義 君  水 道 課 長  脇黒丸  猛 君 

 税 務 課 長  松 尾 英 行 君   商工観光課長  赤 崎 敬一郎 君 

消 防 長 高 木 卓 朗 君 総務課長補佐 角   茂 樹 君 
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○本日の会議に付した事件 

第 １ 議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止について 

第 ２ 議案第５９号 さつま町肉用牛特別導入事業基金条例の一部改正について 

第 ３ 議案第６０号 さつま町乳幼児医療費助成条例の一部改正について 

第 ４ 議案第６１号 さつま町工業開発等促進条例の一部改正について 

第 ５ 議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号） 

第 ６ 議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

第 ７ 議案第６６号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第５号） 

第 ８ 議案第６７号 平成２４年度さつま町歳入歳出決算の認定について 

第 ９ 議案第６８号 平成２４年度さつま町水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

第１０ 議案第６９号 平成２４年度さつま町水道事業会計決算の認定について 

第１１ 議案第７０号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい

て 

第１２ 議案第７１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計決算の認定について 

第１３ 議案第７２号 さつま町副町長の選任について 

第１４ 陳情第 ３号 「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源確保のための

意見書採択」に関する陳情について 

第１５ 陳情第 ４号 少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復

元をはかるための、２０１４年度政府予算に係る意見書採択の要請に

ついて 

第１６ 発委第 ２号 「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源確保」のため

の意見書（案）の提出について 

第１７ 発委第 ３号 少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復

元をはかるための、２０１４年度政府予算に係る意見書（案）の提出

について 

第１８ 発委第 ４号 道州制導入に断固反対する意見書（案）の提出について 

第１９ 報告第 ９号 平成２４年度健全化判断比率の報告について 

第２０ 報告第１０号 平成２４年度資金不足比率の報告について 

第２１ 議員派遣の件 

第２２ 閉会中の継続審査・調査について 
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△開  議  午前９時３８分   

○議長（舟倉 武則議員）   

 改めまして、おはようございます。ただいまから平成２５年第３回さつま町議会定例会第４日

の会議を開きます。教育長から欠席の届け出がありましたので、お知らせいたします。 

 本日の日程は、お手元に配付してある議事日程のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条

例の廃止について」、日程第２「議案第５９号 さつま

町肉用牛特別導入事業基金条例の一部改正について」、

日程第３「議案第６０号 さつま町乳幼児医療費助成条

例の一部改正について」、日程第４「議案第６１号 さ

つま町工業開発等促進条例の一部改正について」、日程

第５「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補

正予算（第４号）」、日程第６「議案第６３号 平成

２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第

２号）」   

○議長（舟倉 武則議員）   

 日程第１「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止について」から日程第６「議

案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）」までの議案６件

を一括して議題とします。 

 これから、それぞれの常任委員会に付託した議案について各常任委員長の審査報告を求めます。

まず、総務厚生常任委員長の報告を求めます。新改秀作委員長。 

〔新改 秀作議員登壇〕 

○総務厚生常任委員長（新改 秀作議員）   

 おはようございます。総務厚生常任委員会の審査の経過と結果について、御報告申し上げます。 

 当委員会に付託されました議案については、現地調査も踏まえ慎重に審査を行った結果、「議

案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止について」、「議案第６０号 さつま町乳幼

児医療費助成条例の一部改正について」、「議案第６１号 さつま町工業開発等促進条例の一部

改正について」、「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」関係分、

「議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）」、以上の議

案５件のうち、議案第６２号を除く議案４件については、いずれも原案のとおり可決すべきもの

と決定し、議案第６２号は否決すべきものと決定した次第であります。 

 審査の過程について、その概要を申し上げます。 

 まず、「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止について」であります。 

 さつま町高齢者ふれあい館は、旧鶴田町時代の平成２年度に高齢者の健康増進と竹細工の伝承

を図ることを目的として建設されたものです。建設当時は生きがいづくりや竹細工技術の向上を

求めた高齢者の利用が多かったものの、その後は年々利用者の減少が続き、平成１７年度の合併

当時の利用者は３１７名となり、平成２４年度の利用者は皆無という状況であります。 

 町の公の施設の管理のあり方に関する検討委員会での審議を踏まえ、また、地元と協議を実施

した結果、目的に沿った利用実績もなく、今後の利用者の増加も見込めないため、本施設は廃止

するとのことであります。 

 質疑の中で、本施設を廃止したあとの利用法についてただしましたところ、廃止条例の議決に
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よって行政財産から普通財産となり、福祉課から財政課へ移管される。町の倉庫としての利用や、

公売による処分も想定されるが、いずれの場合も、今後検討されるものであるとの説明でありま

す。 

次に、「議案第６０号 さつま町乳幼児医療費助成条例の一部改正について」であります。 

 今回の条例の一部改正については、子育て環境の充実を図るため、子供に係る医療費の助成対

象を、小学校就学前の乳幼児から、小学生・中学生まで拡充して保護者の経済的負担軽減を図ろ

うとするものであります。 

次に、「議案第６１号 さつま町工業開発等促進条例の一部改正について」であります。 

今回の条例の一部改正については、これまで事業者が工場等を増設する場合、固定資産税の課

税免除について「同一敷地内、隣接敷地内」と限られた場所でしか適用されなかったが、この規

定を削除することで、さつま町内であれば課税免除の対象となり、事業者による新たな設備投資

と工場等の増設が行いやすい環境が整うとのことであります。なお、課税免除については、事業

者が投資した償却資産等の固定資産税を３年間免除するものです。 

 次に、「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」関係分について

であります。 

 債務負担行為の補正については、クリーンセンター等運転管理業務委託料として、平成２５年

度から２８年度にかけて限度額１億２,０６１万５,０００円を設定し、追加するものです。民間

委託後の職員配置については、クリーンセンターの事務所の職員を１年間事務引継ぎのため２名

から３名と１名増加させるが、ほかの職員は環境センターに配置換えを行うとのことであります。

環境センターは事務所の職員を３名から２名に１名減とし、場内の職員２名のままで臨時職員を

３名から２名に１名減とする。くみ取りについては、職員３名、臨時職員３名として本年度との

変更はない。平成２６年４月以降の両施設の職員数の合計数は１０名とするとのことであります。

現在はシルバー人材センターに委託しているプラットホームの作業に加えて、中央操作室、最終

処分場まで含めた形で民間への委託を行おうとするものであります。 

 質疑の中で、行政改革の推進に反対するものではないが、環境課から提出された資料では、民

間委託することによって逆に経費が増加している。町長の推進する行政改革とは逆方向の考え方

ではないか。また、地元を活用すれば見積もりを作成した業者より安い経費で済むはずではない

かとただしましたところ、退職によって環境センターが運営できなくなるため、クリーンセン

ターから職員を補充して対応するしかない。委託先については、県内のクリーンセンター施設の

状況や専門性、賠償問題への対応等を踏まえて、施設を建設したプラントメーカーや実績のある

管理会社等を検討したことがあるとの説明であります。 

 次に、歳出の２款１項、ふれあい交流施設等費、健康ふれあい施設管理費については、あび～

る館の施設設備工事に、１,９４０万円を計上するものであります。現在、あび～る館のプール

の屋根で雨漏りが発生しているため、崩落の危険性のある天井板を外して営業している。今回の

工事では、あび～る館の屋根を補修し、防湿対策等を実施するとの説明であります。 

 次に、３款２項、保育所運営費、保育士等処遇改善臨時特例事業については、保育士等処遇改

善臨時特例事業補助として、町内の保育所に対して１,８２８万４,０００円の助成金を交付する

ものです。近年、全国的に保育士が不足しており、本町においても保育士の確保に苦慮している

状況であるため、保育士の確保対策を推進するための一環として、保育士の処遇改善に取り組む

町内全１２保育所に対してその経費を助成しようとするものです。 

 次に、９款１項、消防費、常備消防施設費については、消防署の塔屋部分の解体撤去及び漏水

補修工事に１,０００万円の工事請負費を計上するものであります。消防署の庁舎は昭和５６年
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に完成しましたが、平成９年７月に耐震診断を受けた結果、塔屋部分については耐震強度が弱い

ため、撤去もしくは補強の必要があると指摘されていたものです。 

 質疑の中で、解体する部分の現在の利用状況についてただしましたところ、建設当初は最上階

に消防無線アンテナを設置し、壁面はロープやはしごの登はん訓練施設として利用していたが、

これらは平成１０年に庁舎を増築した際に移設されたため、現在は利用していない状態であると

の説明であります。 

 次に、「議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）」に

ついてであります。 

 歳出の５款１項、償還金については、前年度の介護給付費に係る負担金の償還金であります。

内容としては、地域支援事業分の国庫負担金、支払基金の負担金、災害臨時特例補助金への返還

金であります。 

 ５款２項、繰出金、一般会計繰出金については、平成２４年度分の精算分を一般会計へ繰出金

として支出するものであります。 

 このほか、クリーンセンターの民間委託について、特に町長の見解を求めたところであります。 

 議案第６２号の一般会計補正予算では、債務負担行為補正として、クリーンセンター等運転管

理業務委託料の限度額を平成２５年度から２８年度にかけて、１億２,０６１万５,０００円追加

する補正が計上されている。この委託料の積算根拠は、業務の内容や現在のクリーンセンターの

実情が反映された適正なものであるか、また、平成２６年４月から民間委託した場合、地元業者

には参加する機会がなくなることも予想されるため、当分の間、民間委託の開始時期を延ばせな

いか、町長の考えをただしましたところ、さつま町は合併した平成１７年から行政改革大綱を策

定し、行政改革を推進してきている。公の事務についても民間のノウハウを活用しながら、より

よい住民サービスの向上に取り組んできている。その中で、クリーンセンターと環境センターに

ついては、総合的に勘案しながら退職者が出ても新たな職員を補充しておらず、民間委託に向け

た準備を進めてきた。平成２４年度から、クリーンセンタープラットホームの作業についてシル

バー人材センターに委託しているが、これも行革推進の一環である。平成２６年３月末に環境セ

ンター職員２名が退職することに伴い、クリーンセンターと環境センター相互の施設で適切な職

員配備を進める中で、平成２６年４月から民間委託を実施することが最も適切であると判断し、

今回、契約に必要である債務負担行為限度額の補正を計上したものである。 

 委託料の積算については、建設工事等と同様、公表されている公益社団法人全国都市清掃会議

の要領に基づき算定しており、実際の入札では競争原理が働くため落札価格は抑えられるものと

考えている。 

 また、今回の民間委託は特殊な業務であるため、入札参加者を選定する際は、指名推薦委員会

により資力や信用の調査、確実な履行の確保等を十分に審査し、町に損失を招くことがなく、住

民サービスを低下させないことを基本とするものである。業務を分割して委託する方法もあるが、

予算額が増加するため民間委託のメリットがなくなる。地場産業の育成については、これまでも

十分に実施しており、今後も地元にできることは地元に発注する機会をつくっていきたいとの答

弁でありました。 

 この答弁を受けて、岸良光廣委員から議案第６２号について修正案が提出されました。岸良委

員からは「予算的な問題、地場産業の育成・地域活性化について考慮した場合、現時点でのク

リーンセンター民間委託は妥当ではないと考えられるため、修正案を提出する」との説明であり

ました。修正案の内容につきましては、平成２５年度一般会計補正予算（第４号）の第２条を削

除するもので、クリーンセンター等運転管理業務委託料に関する債務負担行為の補正のみ削除、
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その他の歳入歳出予算等の補正については、原案のままとするものであります。 

 続いて、平八重光輝委員が議案第６２号の原案賛成者として討論を行いました。討論では「町

長は平成２６年３月末、環境センターから２名退職者が出る今のタイミングがクリーンセンター

を民間委託する一番よい時期と判断されたものである。委託料の落札額についても予算額より必

ず低くなるため、原案に賛成する」とのことでありました。 

 採決では、まず、議案第６２号の修正案について、起立採決を行いました。修正案に賛成する

委員３名が起立しましたが、過半数に達していなかったため、賛成少数で否決すべきものと決定

しました。 

 引き続き、「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」関係分につ

いて起立採決を行い、原案に賛成する委員３名が起立しましたが過半数に達せず、賛成者少数と

なりましたので当委員会として、否決すべきものと決定しました。 

 以上で、総務厚生常任委員会の報告を終わります。 

〔新改 秀作議員降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 ただいまの総務厚生常任委員長の報告について質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 質疑なしと認めます。これで、総務厚生常任委員長に対する質疑を終わります。 

 次は、文教経済常任委員長の審査報告を求めます。米丸文武委員長。 

〔米丸 文武議員登壇〕 

○文教経済常任委員長（米丸 文武議員）   

 文教経済常任委員会の審査の過程と結果について、御報告申し上げます。 

 当委員会に付託されました議案については、慎重に審査を行った結果、「議案第５９号 さつ

ま町肉用牛特別導入事業基金条例の一部改正について」及び「議案第６２号 平成２５年度さつ

ま町一般会計補正予算（第４号）」関係分の議案２件については、いずれも原案のとおり可決す

べきものと決定した次第であります。 

 審査の過程について、その概要を申し上げます。 

 まず、「議案第５９号 さつま町肉用牛特別導入事業基金条例の一部改正について」でありま

す。 

 主な改正は、肉用雌牛の貸し付けを受ける者の要件を「満６０歳以上の者」から「満２０歳以

上の者で、貸付期間満了時の年齢が８０歳以下の者」とすること及び１対象者に対する貸し付け

頭数を「２頭以内」から「３頭以内とし、認定農業者については５頭以内」とする内容でありま

す。 

 質疑の中で、今回の改正に伴う貸し付け頭数をどの程度見込んでいるのかただしましたところ、

貸し付け要件を緩和したことで要望もこれまでより多くなるものと思う。基金総額から５年償還

として貸し付け可能頭数を考慮すると、年間２５頭程度になるが、既貸し付け分もあることから、

ある程度貸し付けに対する調整、制限が必要になってくると考える。現在、県において県内市町

村での事業調整をされており、今年度中に県からの加算配分が受けられるようであれば、基金の

積み増しを行い、貸し付け頭数を増やしていきたいとのことであります。 

 次に、「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」関係分について

であります。 

 まず、６款１項、農業費の関係であります。 
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 ４目、水田農業対策費に農業・農村活性化推進施設等整備事業補助金９２万４,０００円が計

上されています。これは、北さつま農協が県の補助事業により米の真空パック包装機械を伊佐地

区に整備するもので、事業費の３分の２を県と北さつま農協がそれぞれ負担し、残り３分の１を

薩摩川内市・伊佐市・さつま町で北さつま農協全体の米の集荷実績に基づいて応分の負担をする

ものです。米の販売促進を図るため、１００グラムパックや２００グラムパックを製造し、香典

返し、お祝い進物用、お歳暮等のギフトや地域特産品とのセット販売、都市部での一般消費者販

売など多角的な販売を計画しているとの説明であります。 

 この説明を受けて委員からは、３市町が補助金を出して整備される施設であることから、活用

については、１市町に偏ることがなく、適切な運営がなされるよう要望する意見が出されました。 

 次に、８目、担い手育成費の中心経営体等施設整備事業補助は、人・農地プランに位置づけら

れている中心経営体（認定農業者個人）が融資を受けて農業用機械や施設の導入を行う場合の経

費に対し助成をするもので、今回の補正は、２地区３中心経営体に対する補助金８２３万

６,０００円が計上されています。 

 質疑の中で、認定農業者からの事業導入の要望も多いと思うが、国の審査結果で採択から外れ

た方への対応等についてただしましたところ、今年度は、全認定農業者に対し事業の要望調査を

行った結果、７地区１１経営体から要望があった。認定農業者個人に対しての補助事業が現在は

この事業に一本化されたことから、全国的にも非常に競争率が高い。担い手育成支援室では、巡

回訪問をする中で、いろんな改善計画が立てられているので、その目標達成に向けた取り組みを

していただくよう今後も指導・助言をしていきたいとのことであります。 

 次は、２項、林業費についてであります。 

 ２目、林業振興費の有害鳥獣捕獲事業費に鳥獣被害防止対策協議会交付金５,７８６万

２,０００円が計上されています。これは、柊野地区、神子大俣地区、柏原片野地区の３地区で、

鳥獣から農林産物を守るため、金網、ワイヤーメッシュによる防護柵を整備するもので、さつま

町鳥獣被害防止対策協議会が事業主体となって事業を実施し、完成後の施設はそれぞれの地区に

無償貸与される。工事の施行方法としては、柊野地区は請負施行、その他の地区は原材料支給に

よる直営施行であるとの説明であります。 

 質疑の中で、事業実施地区に防護柵を設置することで、他の地区での被害が発生することが予

想されるが、今後におけるこの事業の継続見込みと有害鳥獣対策のあり方についてただしました

ところ、県の補助金を伴う請負施行は平成２４年度までで、本年度からは国の補助金のみの直営

施行が原則になったが、柊野地区については、特別にモデル地区として認可を受けた。国・県の

財政も厳しくなる中で事業採択も困難になってくるものと考えるが、この事業に対する期待は大

きいものと思われるので、継続が図られるよう今後もあらゆる機会を捉えて、国、県への要望活

動を行っていきたい。また、今後における有害鳥獣対策については、農作物を守るためのこのよ

うな防護対策と耕地林業課で取り組んでいる捕獲対策との両面で対応していくことが重要である

と考えているとのことであります。 

 次は、７款１項、商工費についてであります。 

 ２目、商工振興費のプレミアム付商品券発行事業補助５３０万円は、本年度における２回目の

景気対策として、年末に向けての消費喚起を図るため、額面総額５,５００万円の商品券を発行

するもので、これに対するプレミアム分５００万円と事務費３０万円であります。 

 質疑の中で、商工会の会員である大型店と小売店における商品券の換金率についてただしまし

たところ、小売店での換金率は、昨年１１月の発行分で４２.９％、ことし７月に発行した分の

直近の状況では、５２.３％となっているとのことであります。 
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 また、３目、物産観光費の観光交流推進事業費には、第１回目となる、さつまカップ高校男子

バレーボール選抜大会に町から提供する優勝カップ購入のための報償費等が計上されています。

今回は、九州選抜大会ということで、県内８チーム、九州管内の県外８チームの計１６チームが

出場予定で、大会は１１月３０日と１２月１日に開催するとの説明であります。 

次は、８款１項、土木管理費についてであります。 

 １目、土木総務費に計上されている住宅リフォーム支援事業は、補助期間を平成２８年３月

３１日までとする新規事業であります。 

本事業は、快適な住まいづくりと地域経済の活性化、雇用の創出を目的とし、既存の個人住宅

の増改築、屋根・外壁・内装等の改修などリフォームに係る２０万円以上（消費税相当額を含

む）の工事費に対し２０％の助成をするもので、上限額は一般世帯で２０万円、子育て世帯は

３０万円であるとの説明であります。 

 質疑の中で、この事業の趣旨は地域活性化と雇用創出を図る目的としているが、制度の内容は

子育て世帯に対して優遇がなされている。事業を検討する中で、どのような協議がなされたのか

ただしましたところ、事業内容の検討に当たっては、近隣市町の事例等も参考にしたが、本町の

独自性を出したいということもあり、協議した結果、本来の目的である経済対策とあわせて福祉

対策としての子育て世帯を優遇した制度にしたとのことであります。 

次は、１０款、教育費についてであります。 

 ２項小学校費及び３項中学校費に１４万円と４万円の謝金がそれぞれ計上されています。これ

は、県内教職員のたび重なる不祥事があったことから、全小中学校を対象に、信頼される学校づ

くりのための委員会を設置し、学期１回年３回程度開催し、信頼回復に努めるよう県から町教育

委員会へ指導がなされた。本町では現在、学校関係者評価委員会を設置していることから、この

委員の方に兼任していただき、当該委員会を設置することとした。これに伴い、不足する１回開

催分の１校当たり１万円の謝金であるとの説明であります。 

次に、５項、社会教育費の自治活動推進費に計上されている区公民館長連絡協議会への補助金

８２万９,０００円は、１１月に計画している区公民館長の青森県鶴田町との友好交流及び先進

地研修に対する助成で、町の旅費規程に基づき算定した区公民館長１９名分の旅費のうち、交通

費に係る経費の３分の１相当額であるとの説明であります。 

 質疑の中で、今回の研修内容についてただしましたところ、単に訪問して交流をするのではな

く、鶴田町の自治活動や活性化の取り組み等について研修し、その後関係者の方たちとの意見交

換、懇親会等も計画しているとのことであります。 

 次に、７目、文化振興費の国民文化祭事業費に計上されている負担金２１万円は、第３０回国

民文化祭さつま町実行委員会への負担金であります。国民文化祭は平成２７年度に鹿児島県で開

催される予定で、本町も主催事業を実施することから、現在準備作業を進めている。実行委員会

の設立総会は、負担金が計上されている今回の議案の議決を経たあとに開催する予定であったが、

県から８月６日に、関係の市町村においては９月１０日までに実行委員会を設立してもらいたい

旨の依頼があった。これを受けて、町長、議長、教育長等の日程調整を行い、実行委員会の設立

総会を９月２日に開催し、予算審議の中で事情を説明し、承認をいただいたとの説明であります。 

 この説明を受けて委員からは、実行委員会の予算支出は１０月以降とのことであるので事前執

行とは受け止めないが、８月６日に県からの通知があったなら、実行委員会開催前に議会に諮る

機会があったのではないか。それが難しかったのであれば、全員協議会等の場で状況等を説明す

るなどの配慮をすべきではなかったかとの意見が出されました。 

以上で、文教経済常任委員会の報告を終わります。 
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〔米丸 文武議員降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 ただいまの文教経済常任委員長の報告について質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 質疑なしと認めます。これで、文教経済常任委員長に対する質疑を終わります。 

 ここで、「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」に対しては、

森山大議員及び岸良光廣議員から、お手元にお配りしました修正の動議が提出されています。し

たがって、これを本案とあわせて議題とし、提出者の説明を求めます。森山大議員。 

〔森山  大議員登壇〕 

○森山  大議員   

 おはようございます。「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」

に対する修正動議、上記動議を、地方自治法第１１５条の３及びさつま町議会会議規則第１７条

第２項の規定により、別紙の修正案を添えて提出をします。 

 提案理由としては、今回クリーンセンターの一部を民間委託するということで、平成２６年度

から２８年度までの３年間で１億２,０６１万５,０００円追加する債務負担補正が計上されてい

ます。現在クリーンセンターは、職員５人、臨時職員３人、シルバー人材３人から５人、環境セ

ンターでは、職員８人、臨時職員６人で対応しており、両センター合わせて、職員１３人、臨時

職員９人、シルバー人材３人から５人である。これが、民営化後の計画ではそれぞれの部門で人

員を削減し、職員では２６年度は１３人から１０人になりますとの説明でありますが、退職され

る職員は２人ですということは、あとの１人はほかに配置転換をされるわけで、町全体から見れ

ば２人しか退職しないのに、経費算定の比較は３人減らしてあります。町全体で３人減るのであ

れば人件費削減の効果は２,４０９万９,０００円ということですけれども、あとの１人は一般会

計で負担をするので町全体としては経費の節約になっていない。 

 このことを踏まえまして、１番目に、議会としても行政改革を推進することに異を唱えるもの

ではありませんが、実質職員が２人しか減らないとすれば、執行部の試算した１６７万５,０００円

の削減効果に１人分の人件費約８００万を足すと、年間約１,０００万円近くも負担が増加する

ことから、行政の改革の目的の１つである経費節減にはなっていない。再度、委託料を試算し直

す必要がある。 

 ２番目に、今回の委託の案では、これまでシルバー人材センターに委託していた分も含まれる

ため、平成２６年４月以降、シルバー人材センターへの委託は想定されていない。シルバー人材

センターの育成、高齢者の雇用の場の確保ということに逆行することになり、大きな問題となる。

シルバー人材センターへの委託について、配慮、検討すべきである。 

 以上のほかにもまだまだ大きな課題もあり、調整すべき事項も多々ある。私は民営化に反対す

るのではありませんが、何のための民営化にするのか、民営化のメリットの算定に疑問がある状

況にあります。このような中では民営化は時期尚早であると言わざるを得ません。執行部におか

れましては、このクリーンセンターの民間委託をもう少し検討していただくためにも、今回の債

務負担の予算措置は見送るべきであると私は考えます。 

 以上の理由から、本修正案を提出するのであります。内容といたしましては、別紙のとおりで

あります。 

 「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」に対する修正案、「議

案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」の一部を次のように修正する。



- 106 - 

第２項を削り、第３条中、第３表地方債補正を第２表地方債補正に改め、第３条を第２条とする。 

よろしく御審議をいただきますようお願い申し上げます。 

〔森山  大議員降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）

これから修正案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

質疑なしと認めます。これで、修正案に対する質疑を終わります。 

これから順に討論、採決を行います。 

まず、「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止について」から「議案第６１号 

さつま町工業開発等促進条例の一部改正について」までの議案４件について、一括して討論を行

います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

討論なしと認めます。 

これから、ただいまの議案４件について一括採決します。 

お諮りします。各議案に対する各常任委員長の報告は原案可決です。各常任委員長の報告のと

おり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）

 異議なしと認めます。よって、「議案第５８号 さつま町高齢者ふれあい館条例の廃止につい

て」から「議案第６１号 さつま町工業開発等促進条例の一部改正について」まで、以上の議案

４件は原案のとおり可決されました。 

 次に、「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」について討論を

行います。まず、原案に賛成者の発言を許します。 

〔平八重光輝議員登壇〕 

○平八重光輝議員

 「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」の原案に賛成の立場か

ら討論をいたします。 

 委員会の審査で争点となったのは、第２条債務負担行為の補正、クリーンセンター等運転管理

委託業務委託料であります。今回の補正予算では、クリーンセンターの民間委託についての債務

負担行為が計上されており、平成２６年４月から運転管理業務の委託を予定しております。これ

は、議会がこれまで特別委員会をつくり、執行部に対して要請してきた行政改革の一環であり、

クリーンセンターの運転管理を民間委託することで、職員数の適正化と将来的には経費の削減が

見込まれるものであります。平成２６年３月に環境センターの職員２名が退職されることと１名

の異動により、３名分の人件費が削減されることになります。役場全体としては職員の新規採用

を抑えることで総人件費の抑制につながり、定員管理計画実現の推進にもつながります。 

 また、債務負担行為における年額４,０２０万５,０００円は上限額を計上したものであり、委

託先選定の中では、業者間競争により実際の契約額は計上された限度額より低くなるものと考え

られます。 

 委託先の選定については、今後指名推選委員会により協議されるものですが、有害物質の管理

運営など非常に厳しい基準に対応できる知識や技術、人員などが必要であります。薩摩川内市や
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いちき串木野市では設立当初から民間委託されております。県内のクリーンセンター施設の状況

を踏まえながら、町民へのサービスが低下しない委託先を選定されるとのことであります。 

 今後、地元からの雇用も期待できることなどから、原案に賛成をいただきますよう申し上げ、

賛成の討論といたします。 

〔平八重光輝議員降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 次に、修正案賛成者の討論を許します。岸良光廣議員。 

〔岸良 光廣議員登壇〕 

○岸良 光廣議員   

 修正案に対する賛成討論を行います。 

 答弁に立つのが今回が初めてですので、お聞き苦しい点があるかもしれませんが、お許しくだ

さい。 

 先ほど、平八重議員より原案の賛成についての討論がありましたが、まず一番最初に考えなけ

ればならないことは、今回のクリーンセンター一部民営化については環境センターの職員が２名

退職するということが一番の要因であります。先日、町長総括のときに、町長を初め執行部の

方々にその点について、職員がくみ取りのバキュームカーの運転手が１名、場内の作業者が１名

退職するとのことでした。それについて、職員が退職されるのであれば、人事の有効活用を考え

て臨時職員を２名ふやして対応したらどうですかという質問をしましたところ、執行部からは、

バキューム車については職員１名、臨時１名で対応すると、臨時職員２名での対応は考えていな

いという説明がありました。しかし、よく考えてみますと、今は薩摩川内市の管轄になっており

ます入来町、それから祁答院町、これは以前さつま町の管轄でした。つまり、さつま町の職員に

よるくみ取り作業を行っておりました。この同じ作業が、現在は地元企業でありますあさくま浄

化槽、松崎商事、この２社が請け負っております。ということは、民間委託という言葉になりま

すと、産業界の言葉で言いますと、発注者が行政であり受注者が民間企業、いわゆる下請けに出

したという形になります。それを考えますと、なぜ、さつま町は職員が１名必ず乗車しなければ

ならないのかなと。 

 これは、まず私が一番疑問に思いました点は、今回、環境センターのほうが２名退職されます。

執行部より提出されました人件費を見ますと、平均約１名年収８００万円です。２名退職される

ことによって１,６００万円の人件費が減となります。それに加えて、今回執行部から出された

臨時職員の年間給与については、１人当たり約２２０万円が平均所得になります。ということは、

今回退職される職員の方の補充を臨時職員２名で補充した場合に、職員が退職されて１,６００万

円給与が減額されて、臨時職員２名を採用しますと約年間４４０万円、そこで、臨時職員を採用

するだけで、約１,１００万円強の削減になるわけです。要するに、臨時職員を採用することに

よって、町長が財政健全化を言われておりますが、何をしなくても、ただ臨時職員２名採用する

だけで１,１００万円の支出が減になるというのを、まず覚えておいてもらいたいと思います。 

 次に、今回のクリーンセンターで一部民営化を計画されておりますが、先ほども森山議員のほ

うから委託料の約４,０００万円強の金額が大きいんではないかという指摘がありました。これ

について、現在の今回民営化されるプラットホーム、これはシルバー人材センターが３名から

５名で作業をしております。それと臨時職員が１名入っております。それに中の中央操作室、そ

れから、最終処分場で職員が作業をされておりますが、今回民営化されようとしているところの

人件費の総額は、現在年間約５,３７６万円です。これを執行部が提出されています民間委託の

予算計上された４,０２０万円を比較してみますと、民営化すると現状５,３７６万円の予算が
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６,６２０万円にはね上がります。要するに、民営化することによって、クリーンセンター今は

人員が不足しておりせん。環境センターが２名不足しております。にかかわらず、民営化するこ

とによって予算が１,０００万円以上はね上がります。それと、先ほど申しました環境センター

の来年春退職されます２名の方を臨時職員に置きかえた場合には、約１,１００万円の経費削減

ができますというふうに述べましたが、これとあわせますと、約２,２００万円の経費増と、町

長、執行部が言われる、民営化することによって経費削減を行うんだということを言っておられ

ますが、現実に数字を見ていきますと、人員数ではなくて金額面で１,０００万円強の経費増額

となっております。 

 次に、３番目は、町長はこの前の町長総括で、現在はシルバー人材センターに委託してあるプ

ラットホームの作業に加え、中央操作室、最終処分場まで含めた形で民営化を図るということを

述べられましたが、先ほども森山議員の説明でありましたように、これはシルバー人材センター

をもう使わない、切るんだという説明と同じなんです。ということは、民営化をするのはいいん

ですが、地元で雇用されるのはいいんですが、現在雇用しておる臨時職員とシルバー人材セン

ターの仕事を取り上げてしまう、そういう内容の決定になっております。それともう一つは、今

回の作業が地元ではできない専門職なんだという説明がありました。そこについて、今回の民営

化について応募したい企業に対し、必要事項があります。まず一番目に、廃棄物処理施設技術管

理者、これは年１回、福岡で講習会がありまして、１年に１回試験が実施されております。２番

目に、クレーン運転手、これは５トン未満です。５トン未満といいますのは、土木建設業の方々

が通常ユニック車癩癩トラックについてるクレーンがあります、ああいう５トン未満のクレーン

技術者が必要であるちゅうこと。３番目に、酸欠の危険作業責任者、これは調べてみますと、大

体３日間の講習で取れるそうです。それから、４番目に、危険物取扱責任者、これは乙４種、乙

４種というのは、ガソリンスタンドの職員が務めております資格です。これも調べてみますと、

消防署等での講習会があり、それによって試験を受けて得られる資格であります。５番目に、シ

ョベルローダー癩癩タイヤショベルです。これも地元の建設業者、あるいは浄化槽の埋設工事

をする業者も持っております。６番目に、フォークリフト、これも通常の民間の地場産業の企業

の方は持っておられる企業がたくさんあります。７番目に、ガス溶接作業責任者、要するに、ガ

ス切断、ガス溶接。８番目に、アーク溶接作業責任者、溶接をする、これも地元企業はかなり資

格を持っている方がおられます。そのほかに、関係法令上必要なものの資格となっておりますが、

大まかに今述べましたこの資格だけで、町長が特殊な作業と言われますが、よく考えていただき

たいのは、今回民営化されるのは、プラットホームの作業、シルバー人材センターが３名から

５名で行っている仕事が１つ、それから、中央操作室、これはクレーン作業です。それと、あと

は最終処分場。この最終処分場も、今おられる方が退職するわけではありませんので、今回、来

年３月に２名退職されますが、その後は平成３１年まで退職者は出ないそうです。それを考える

と、今ここで本当に急いで民営化することが、先ほどから原案の賛成される方が安くなるんだと

いう説明をされますが、本当に数字を細かく見ていきますと、人員ではなくて金額を見ますと、

民営化することによって増額をしておるということを、まず皆さんに理解をしていただきたいと

思います。 

 次に、一番最後が一番大事なことですが、私が今述べました地元企業の参入について、これも

約１年間、もしくは１年半、この民営化を時間を先延ばしにしていただいて、地元企業へまず情

報開示をしていただきたいと思います。というのは、私が先ほど申し上げました参入に必要な条

件、これと「民営化をしますよ、地元企業の皆さんも参入してみませんか」そういう、まず地元

企業に対する情報を説明して、その中で必要な資格、大体私が先ほど述べました最終処分場のこ
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の件だけが年に１回だけですので、これが約１年間あれば、来年度取る資格の時間は十分出てき

ます。そうすると、私がなぜ修正案に賛成かといいますと、この必要な資格はさつま町の土木建

設業者、それから、浄化槽をやってる業者、水道工事をやってる方々、そういう方々が本当に参

入しようと思えばできるわけです。これを、最初から地元企業に何の情報開示もせずに割高な民

営化を急いでやろうとしている。これについては、我々は議員として本当に地元住民にこの民営

化の予算を説明できるのかなという点で、修正案に賛成をしたものです。 

 それと、今回のこの民間委託の進め方については、予算の約４,０２０万円ですか、この予算

について先日町長総括で尋ねましたところ、福岡の業者から見積もりをもらいましたと。そん内

容を聞いてみますと、人件費のところで福岡の人件費で算出されております。福岡の人件費と、

このさつま町の人件費の違いが、皆さんわかると思います。というのは、なぜここを言うかとい

いますと、先ほどシルバー人材センターを切って民間委託をするということを説明をしましたが、

執行部から聞きましたら、シルバー人材センターには１日６,５００円の人件費支払いを行って

いるそうです。１カ月間、２０日間動いて約１３万円の収入になります。しかし、この民間委託

をしますと、そこに、森山議員から附帯資料として出ておりますが、この約４,０００万円が競

争入札をすればどのぐらい下がるのか。これも先日の町長総括で聞きましたところ、５％ぐらい

は下がるんじゃないかと。５％下がって約２００万円です。しかし、２００万円下がっても、

１,０００万円近い予算が増えるんですよということを執行部に申し上げましたが、その点は理

解されていただけないことが非常に残念でならないのですが、ここで皆さんにお願いしたいとい

うことは、まず、シルバー人材センターで働いている職員の方、それと臨時職員で働いていらっ

しゃる方、この方々の雇用の場を失うことにもなりかねませんと。一番大事なとこだと思います。 

 そのことを考えて、また、地元企業に、一番最初申し上げました我々さつま町の地元企業であ

ります松崎商事とあさくま浄化槽が、以前さつま町が行っておった入来町と祁答院町のくみ取り

作業が、もう民間委託されてるんです。その同じ仕事をするさつま町の場合は、臨時職員だけで

はだめだという、こういう考え方をまず変えて、臨時職員でもできるのだというふうに考え方を

変えれば、一番最初に申し上げましたとおり、そのことだけで１,０００万円強の人件費が削減

されるということを最後に申し上げまして、議員の皆さん方の御理解をお願いしたいと考えてお

ります。 

 以上です。 

〔岸良 光廣議員降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 ほかに討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 これで討論を終わります。 

 これから「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第４号）」の採決を行い

ます。 

 まず、本案に対する森山大議員及び岸良光廣議員から提出された修正案について、起立によっ

て採決します。本修正案に賛成の方は起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 起立少数です。したがって、修正案は否決されました。 

 次に、原案について起立によって採決します。原案に賛成の方は起立願います。 
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〔賛成者起立〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 起立多数です。したがって、「議案第６２号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第

４号）」は原案のとおり可決されました。 

 次は、「議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）」に

ついて討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 討論なしと認めます。 

 これから本案を採決します。 

 お諮りします。本案に対する総務厚生常任委員長の報告は原案可決です。委員長の報告のとお

り決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第６３号 平成２５年度さつま町介護保険事業特別会計

補正予算（第２号）」は原案のとおり可決されました。 

 ここで、しばらく休憩します。再開はおおむね午前１０時５０分といたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１０時３９分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午前１０時５０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（舟倉 武則議員）   

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第７「議案第６６号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第５号）」   

○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第７「議案第６６号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第５号）」を議題

とします。提案理由の説明を求めます。町長。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 「議案第６６号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第５号）」について説明を申し上

げます。 

 今回の補正につきましては、８月３１日から９月２日にかけての集中豪雨によります農地農業

用施設災害復旧費及び道路橋りょう河川災害復旧費、治山事業費、林道施設災害復旧費、並びに

ごみ処理費としてクリーンセンターの設備修繕に要する経費を補正しようとするものであります。 

 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１億２,００４万９,０００円を追加いたしまして、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３８億７,８６３万７,０００円とするものであります。 

 内容につきましては、財政課長に説明させますのでよろしく御審議くださるようお願いいたし

ます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○財政課長（下市 真義君）   
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 それでは、「議案第６６号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第５号）」について御

説明申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 これから本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○宮之脇尚美議員   

 今回の議案第６６号の表紙の関係でございますが、第２条の地方債の補正のところで見出しが

抜けてるんじゃないかと思いますが。 

○財政課長（下市 真義君）   

 まことに失礼いたしました。見出しが抜けておりまして、地方債の補正ということで挿入をお

願いしたいと思います。 

 申しわけございませんでした。 

○議長（舟倉 武則議員）   

 訂正されたものとして、よろしくお願いします。 

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 質疑なしと認めます。 

 お諮りします。本案は会議規則第３９条第３項の規定によって委員会付託を省略したいと思い

ます。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、本案は委員会付託を省略することに決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 討論なしと認めます。 

 これから本案を採決します。 

 お諮りします。「議案第６６号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第５号）」は原案

のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第６６号 平成２５年度さつま町一般会計補正予算（第

５号）」は原案のとおり可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第８「議案第６７号 平成２４年度さつま町歳入歳

出決算の認定について」、日程第９「議案第６８号 平

成２４年度さつま町水道事業会計未処分利益剰余金の処

分について」、日程第１０「議案第６９号 平成２４年

度さつま町水道事業会計決算の認定について」、日程第

１１「議案第７０号 平成２４年度さつま町簡易水道事

業会計未処分利益剰余金の処分について」、日程第
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１２「議案第７１号 平成２４年度さつま町簡易水道事

業会計決算の認定について」   

○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第８「議案第６７号 平成２４年度さつま町歳入歳出決算の認定について」から、

日程第１２「議案第７１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計決算の認定について」まで

の、議案５件を一括して議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。町長。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 「議案第６７号 平成２４年度さつま町歳入歳出決算の認定について」、「議案第６８号 平

成２４年度さつま町水道事業会計未処分利益剰余金の処分について」、「議案第６９号 平成

２４年度さつま町水道事業会計決算の認定について」、「議案第７０号 平成２４年度さつま町

簡易水道事業会計未処分利益剰余金の処分について」及び「議案第７１号 平成２４年度さつま

町簡易水道事業会計決算の認定について」であります。 

 まず、「議案第６７号 平成２４年度さつま町歳入歳出決算の認定について」、提案の理由を

御説明申し上げます。 

 本決算につきましては、地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき監査委員の審査に付し、

同条第３項の規定により監査委員の意見をつけて議会の認定をお願いしようとするものでありま

す。 

 顧みますと、平成２４年度の国の経済情勢につきましては、東日本大震災からの復興需要やよ

り効果の高い施策に予算を重点配分する日本再生重点化措置などの政策によりまして、景気回復

に向けた動きが見られたものの、年度の後半には円高の進行や世界経済の減速等を背景としまし

て、輸出や生産が減少するなど景気は弱い動きとなり、底割れが懸念をされる状況となりました。 

 こうした状況の中、政権が民主党から自民党へ移行しまして、新政権のもとで平成２５年１月

に日本経済再生に向けた緊急経済対策が策定をされ、地域経済の活性化と雇用の創出を図ること

を目的とする地域の元気臨時交付金が、２４年度補正予算において創設されたところであります。

２４年度から２５年度にかけまして、公共事業及び施設費等の地方負担軽減が図られているとこ

ろでございます。 

 本町における２４年度の当初予算におきましては、財政の健全化を図るべく、人件費や公債費

を中心とした経常経費削減に努める中で、６月には合併以降の懸案となっておりました新庁舎の

建設事業に着手をいたしまして、そのための予算として平成２４年度から２６年度までの３カ年

にわたる継続費の予算を計上いたしたところであります。 

 また、旧宮之城中学校跡地を太陽発電所用地として民間企業へ貸し付けるため、校舎等の解体

工事を行うなど、公共用地の活用法として新たな取り組みも行ったところであります。 

 そのほか、総合振興計画の重点プロジェクトを基本とし、町長マニュフェスト関連事業を推進

しながら、町民が夢と希望を持てる元気なまちを目指してまいりました。 

 決算状況におきましては、歳入において新庁舎建設事業関連の財源を中心に、県支出金、繰入

金、町債等が前年度に比較して増額となりました。普通交付税、国庫支出金、財産収入等が減額

となっております。一方、歳出におきましては、普通建設事業が増額となり、公債費、積立金、

人件費等が減額となりまして、全体として新庁舎建設事業に伴う影響が大きく、歳入歳出ともに

前年度を大きく上回る決算額となったところであります。 

 主要財政指数におきましては、財政の弾力性を示す経常収支比率につきましては、公債費や人
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件費の減少によりまして前年度よりわずかですが改善をいたしました。また、健全化判断比率に

つきましては、地方債借入額の制限等により、実質公債費比率、将来負担比率とも順調に改善し

ているところであります。今後、さらに基幹産業であります農業を初め、商工業の産業振興、少

子高齢化に伴う医療福祉対策など、地域社会の活力再生に向けた取り組みを進めなければならな

いと強く感じているところであります。 

 また、全国各地で豪雨や竜巻など自然災害が多発し、住民の防災への意識高まる中、本町にお

きましても平成１８年度から始まった河川激特事業が２４年度をもちまして完成をいたしました。

さらに、今回、治水対策と安定的な電力供給のための鶴田ダム再開発事業の追加事業費が決定を

いたしたところであります。川内川流域における安全安心が確保されつつあるところでございま

す。今後ともあらゆる災害等を想定した危機管理体制の構築に努力をしてまいりたいと考えてお

ります。引き続き、議会の皆様を初め、町民各位の御理解と御協力をお願い申し上げるところで

ございます。 

 各会計の決算状況について申し上げますと、まず一般会計におきましては歳入決算額で

１５５億７,５４２万６,０００円、普通会計で１５５億７,４０３万円となりまして、普通会計

では前年に比較しますと６億７５６万７,０００円、４.１％の増となっております。 

 また、自主財源と依存財源の割合で見ますと、町税や使用料及び手数料などの自主財源が

４０億７,８７７万５,０００円で全体に占める割合が２６.２％、地方交付税や国県支出金など

の依存財源が１１４億９,５２５万５,０００円で７３.８％となっております。全体に占める自

主財源の割合は低く、依然として国県などの依存財源の割合というのが高くなっているところで

あります。 

 一方、歳出決算額におきましては、一般会計で１４５億６３６万９,０００円、普通会計で

１４５億４９７万３,０００円となりまして、普通会計で前年度に比較しまして４億３,０４５万

８,０００円、３.１％の増となっております。 

 決算規模が増額になった要因としましては、先ほどから申し上げております庁舎建設事業、あ

るいは旧宮之城中学校の校舎等の解体工事など、大型の公共工事を実施いたしました関係にあわ

せまして、少子高齢化の進行に伴います社会福祉費の増大に伴います民生費を初め、基幹産業で

あります農業基盤の関係の整備、あるいは生活基盤としての道路整備、こういった関係の経費が

前年度を大きく上回るものとなったことによります。 

 性質別経費の増減で主なものにつきまして申し上げますと、建設事業費が８億１,３３１万

２,０００円、企業立地助成金や地方交通対策の補助費等が５,４１８万５,０００円、社会福祉

サービス費や保育所運営費の扶助費が６,８４３万７,０００円の増となったところであります。 

 一方では、公債費が２億６,２８６万２,０００円、災害復旧費が７,８５７万５,０００円、庁

舎建設費の基金、電源立地交付金事業の基金、こういった積立金をあわせますと６,２１０万

２,０００円、そのほか、人件費が５,６７５万２,０００円、それぞれ減となったところでござ

います。 

 歳入から歳出を差し引きました形式収支におきましては１０億６,９０５万７,０００円、これ

から翌年度へ繰り越すべき財源２,８３５万５,０００円を控除いたしました実質収支は１０億

４,０７０万２,０００円の黒字となったところでございます。 

 主な財政指標につきましては、普通交付税の減少が大きく影響する中で、行財政改革の成果や

公債費の減少等により、おおむね行革大綱に沿った改善ができていると思っているところであり

ます。 

 主な財政指標につきましては、普通交付税の減少が大きく影響する中で、行財政改革の成果等
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によりまして改善ができていると考えております。具体的には、経常収支比率が８９.７％から

８８.４％へ１.３％改善をいたしております。主にはこの経常一般財源であります普通交付税が

３,０１４万５,０００円、あるいはこの児童手当、子ども手当の地方特例交付金というのがござ

いまして、それが４,１７６万円ということで減額になったわけでありますが、経常経費のうち

に先ほどから申し上げております交際費の減というのが２億５,０００万円余り、そのほか、人

件費が６,３８７万円余りというようなことで、大幅に減少したことによる効果であるというふ

うに考えております。 

 また、実質公債費比率が公債費負担適正化計画に沿った順調な推移によりまして、今年度にお

いても着実に改善をいたしまして、３年間の平均値が地方債許可基準となっております１８％を

大きく下回る１３.６％となりまして、前年度と比較しまして１.９％改善をいたしました。とは

いいましても、県内の自治体の中ではまだ依然として高い数値にありますので、さらなる改善を

図っていく所存でございます。 

 なお、基金の積み立ての関係につきましては、財政調整基金を初め特定目的基金等への積み立

てを、努めて実施してまいったところであります。財政調整基金につきましては決算積み立てを

含めまして２億３,２２８万４,０００円、それから、公共施設整備基金が２億２,００８万円の

増ということになったところでございます。さらに、新たにまちづくり振興基金を創設をいたし

まして、それに２億４,０１６万円、それから、コミュニティバスとかあるいは乗り合いタク

シーなどの地域公共交通対策のための地域公共交通対策維持確保基金というものも創設をいたし

まして、それに３,０００万８,０００円を積み立てたところであります。基金総額におきまして、

これらによりまして６億３,２２０万２,０００円増額をいたしました。 

 平成２４年度におけます施策の具体的な内容、成果につきましては、決算書あるいは主要施策

の成果説明書、そのほかの総合振興計画の実績調書も添付をしてあるところでございますので、

よろしくお願い申し上げます。 

 次に、特別会計についてでありますが、まず国民健康保険事業特別会計におきましては歳入決

算額３５億３,４３３万２,０００円、歳出決算額３３億７,３８０万５,０００円、差し引き１億

６,０５２万７,０００円の黒字となったところです。 

 国民の生命と健康を守る医療制度、被保険者の高齢化というのが非常に進んでおります。そう

いう関係、それから、疾病構造の変化というものもございますし、医療技術がかなり高度化し進

行しておりますので、そういったこと等で医療費の給付というのはこうして大きく伸びていると

ころでございます。このようなことから、国保財政運営につきましては依然として非常に厳しい

状況にあります。今後におきましても、医療費の適正化対策、保険税収納率の向上対策に取り組

むとともに、平成２０年度から保険者に義務化をされました特定健康診査の受診率の向上、特定

保健指導の利用率の向上、こういったこと等を初め、さらに被保険者の健康増進のための事業を

積極的に展開をいたしまして、保険事業の健全運営に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、後期高齢者医療特別会計であります。歳入決算額は３億１,２４０万円、歳出決算額が

３億７６７万２,０００円で、差し引き４７２万８,０００円の黒字となったところです。本町の

医療費につきましては５８億５,２２１万３,０００円ということで、一般会計から町の負担分と

しまして４億５,４４７万３,０００円を県の後期高齢者医療広域連合へ支出をいたしたところで

あります。 

 次に、介護保険事業特別会計でありますが、歳入決算額２９億７,３５７万５,０００円、歳出

決算額２９億７３万４,０００円、差し引き７,２８４万１,０００円の黒字となりました。歳出

決算額におきましては２３年度比較で９,２６７万３,０００円、３.３％の増となったところで
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す。また、歳出決算額の大部分を占めます保険給付費の総額が２７億２,７１６万８,０００円で、

前年度と比較しまして３,２４２万８,０００円、１.２％の増となりました。今後におきまして

も、介護予防サービスや地域支援事業の充実を図りながら高齢者の支援を行ってまいります。 

 次に、介護サービス事業特別会計でありますが、歳入決算額２,１９２万７,０００円、歳出決

算額２,１７３万５,０００円で、差し引き１９万２,０００円の黒字となっております。歳出決

算額は２３年度比較で１０６万４,０００円、４.７％の減となっております。今後におきまして

も、適切な介護予防ケアマネジメントに努めてまいります。 

 次に、農業集落排水事業特別会計でありますが、歳入決算額５,０７８万８,０００円、歳出決

算額４,４４６万円、差し引き６３２万８,０００円の黒字となっております。現在の加入戸数は

３８２戸で、前年度に比較しまして１０戸の増となったところです。今後におきましても、加入

促進を図りながら農業用水の水質保全、農業集落における生活環境の向上に努めてまいります。 

 次に、「議案第６８号 平成２４年度さつま町水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい

て」及び「議案第６９号 平成２４年度さつま町水道事業会計決算の認定について」であります。 

 まず、未処分利益剰余金の処分の関係でありますが、２４年度におきまして水道事業の会計の

未処分利益剰余金としましては１,１７８万９,２８８円ということで、全額を建設改良積立金に

積み立てるものであります。 

 次に、「議案第６９号 平成２４年度さつま町水道事業会計決算の認定について」であります

けれども、年間の総給水量は１０５万４１４立方メートルで、前年度に比べ２万４８４立方メー

トルの減となっております。一人一日当たりの使用量は３００リットルということでございます。 

 給水人口におきましては年度末の現在９,５７９人で、昨年度に比べ１４０人の減少となって

おります。給水量が昨年度と比較して減少いたしておりますが、給水人口の減少、あるいは節水

意識の高まり並びに長引く景気低迷などが一つの原因かと考えられております。水需要の減少傾

向につきましては、今後も続くものと予測をいたしております。なお、給水区域内の普及率は

９９.２％ということで、昨年度と同じであります。 

 一方、経理の状況でありますが、収益的収支においては収入額が１億４,０８４万９,０００円、

支出額が１億２,９０６万円で、差し引き１,１７８万９,０００円の純利益が生じたところであ

ります。この純利益が当年度未処分利益剰余金となっております。資本的な収支におきましては、

収入額が１,５８３万９,０００円に対しまして支出額は８,６３７万２,０００円で、不足する額

７,０５３万３,０００円につきましては、当年度分損益勘定留保資金等で補てんをいたしました。

また、５％以上の高利率の企業債については、公的補償金免除の繰上償還を行いまして、利子負

担の軽減に努めたところであります。 

 施設の整備につきましては、河川激特事業に伴います宮都大橋の配水管の本節工事のほか、国

道３２８号の配水管移設工事などを行いまして、施設整備の充実に努めてまいりました。 

 次に、「議案第７０号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ

いて」及び「議案第７１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計決算の認定について」でご

ざいます。 

 まず、未処分利益剰余金の処分についてでありますが、この額が２,１７７万６,３３０円であ

ります。これを全額、建設改良積立金に積み立てようとするものであります。 

 次に、議案第７１号の簡易水道事業の決算の認定についてでありますけれども、年間の総給水

量は１２５万１,９０７立方メートルで、前年度に比べまして４万５,８６９立方メートルの減と

なっております。簡易水道事業におきましても水道事業と同様に給水人口が減少の傾向にありま

して、年度末における給水人口は昨年度と比較して２５７人の減でございます。１万２,４２３人
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となったところです。給水量におきましては、一人一日当たりの使用料が２７６リットルで、収

益面に直接影響を及ぼします有収率につきましては８０.９％でございまして、昨年度とほぼ同

数であります。 

 一方、経理の状況でありますが、収益勘定におきましては収入額は２億３,８１２万５,０００円、

支出額が２億１,６３４万９,０００円ということで、差し引き２,１７７万６,０００円の純利益

が生じたところであります。この純利益が当年度未処分利益剰余金となっております。資本勘定

におきましては、収入額が１億６４万４,０００円、支出額は１億９,７３２万８,０００円で、

不足する額９,６６８万４,０００円につきましては、当年度分の損益勘定留保資金と建設改良積

立金等で補てんをいたしました。また、簡易水道事業におきましても５％以上の高利率の企業債

については公的な補償金の免除繰上返還を行いまして、利子負担軽減に努めたところであります。 

 施設整備におきましても、大俣線配水管の移設工事のほか、紫尾水源地のポンプの取りかえ工

事などを行いまして施設整備の充実に努めたところであります。また、薩摩祁答院線の配水管移

設工事を他事業との調整によりまして翌年度へ繰り越しをいたしました。 

 ただいま、それぞれの決算等について御説明申し上げましたが、議案第６８号及び議案第

７０号につきましては、地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づきまして議会の議決を求め

るものでございます。それから、議案第６９号及び議案第７１号の各決算につきましては、同法

第３０条第２項の規定に基づき監査委員の審査に付しまして、同条第４項の規定により監査委員

の意見をつけまして議会の認定をお願いしようとするものでございます。 

 以上、平成２４年度各会計決算の概要を申し上げましたが、これら各種の事業によりまして、

社会資本の整備、住民福祉の向上、水道事業の健全経営に努めてまいったところでございます。

ここに改めて議員各位の御理解と御協力に対し深く感謝を申し上げますとともに、あわせて、よ

ろしく御審議を賜り、認定を賜りますようお願い申し上げまして、提案の理由説明を終わります。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 これから質疑を行います。質疑はありませんか。柏木幸平議員。 

○柏木 幸平議員   

 ここで動議を提出いたします。 

 ただいま議題となっております議案５件につきましては、８人の委員で構成する決算特別委員

会を設置し、これに付託して閉会中の継続審査とされることを望みます。 

〔「賛成」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 ただいま、１５番、柏木幸平議員から、ただいま議題となっている議案５件については、８人

の委員で構成する決算特別委員会を設置し、これに付託して閉会中の継続審査とするとの動議が

提出されました。 

 この動議は所定の賛成者がありましたので、成立しました。 

 お諮りします。本動議のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、ただいま議題となっています議案５件については、８人の委員

で構成する決算特別委員会を設置し、これに付託して閉会中の継続審査とすることの動議は可決

されました。 

 お諮りします。決算特別委員会委員の選任については、さつま町議会委員会条例第７条第４項
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の規定によって、新改秀作議員、森山大議員、木下敬子議員、柏木幸平議員、米丸文武議員、宮

之脇尚美議員、桑園憲一議員、新改幸一議員、以上８人を指名したいと思います。御異議ありま

せんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、ただいま指名しました８人を決算特別委員会委員に選任するこ

とに決定しました。 

 しばらく議事を中止します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１３「議案第７２号 さつま町副町長の選任について」   

○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第１３「議案第７２号 さつま町副町長の選任について」を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 「議案第７２号 さつま町副町長の選任について」であります。 

 平成２５年７月９日より空席となっておりましたさつま町副町長につきまして、紺屋一幸氏を

選任しようとするため、地方自治法第１６２条の規定に基づき、議会の同意を求めるものであり

ます。 

 内容につきましては、総務課長補佐に説明させますので、御審議の上、御同意賜りますようよ

ろしくお願いいたします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○総務課長補佐（角  茂樹君）   

 「議案第７２号 さつま町副町長の選任について」御説明いたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 これから質疑を行います。ただいまの議案第７２号について、質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 質疑なしと認めます。 

 お諮りします。ただいま議題となっています議案第７２号については会議規則第３９条第３項

の規定によって、委員会付託を省略したいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。したがって、議案第７２号は委員会付託を省略することに決定いたしま

した。委員会付託を省略します。 

 これから討論を行います。議案第７２号について、討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 これで討論を終わります。 

 これから「議案第７２号 さつま町副町長の選任について」を採決します。本案の採決は会議

規則第８２条第１項の規定により、無記名投票で行います。 
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 議場の出入り口を閉めます。 

〔議場閉鎖〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 ただいまから議案第７２号の採決を会議規則第８２条第１項の規定により、無記名投票で行い

ます。 

 ただいまの出席議員数は１５名です。 

 次に立会人を指名します。会議規則第３２条第２項の規定によって、立会人に９番、木下賢治

議員及び１０番、川口憲男議員を指名します。 

 投票用紙を配ります。 

 ここで念のために申し上げます。本案に賛成の方は「賛成」と、反対の方は「反対」と記載願

います。 

〔投票用紙配付〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 投票用紙の配付漏れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 配付漏れなしと認めます。 

 投票箱を点検します。 

〔投票箱点検〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異状なしと認めます。 

 ただいまから投票を行います。投票の際は向かって左側から登壇して投票を行い、右側へ降壇

願います。１番議員から順番に投票を願います。 

〔議員投票〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 投票漏れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 投票漏れなしと認めます。投票を終わります。 

 これから開票を行います。木下賢治議員と川口憲男議員の開票立ち会いをお願いします。 

〔開票〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 投票の結果を報告します。 

 投票総数１５票、有効投票１５票、無効投票０票。有効投票のうち、賛成１３票、反対２票、

以上のとおり賛成が多数です。よって、「議案第７２号 さつま町副町長の選任について」は、

同意することに決定しました。 

 議場の出入り口を開きます。 

〔議場開鎖〕 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１４「陳情第３号 「森林吸収源対策及び地球温

暖化対策に関する地方の財源確保のための意見書採択」

に関する陳情について」   
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○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第１４「陳情第３号 「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源確

保のための意見書採択」に関する陳情について」を議題とします。 

 文教経済常任委員長の審査報告を求めます。米丸文武委員長。 

〔米丸 文武議員登壇〕 

○文教経済常任委員長（米丸 文武議員）   

 当委員会に付託されました「陳情第３号 森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の

財源確保のための意見書採択に関する陳情書」について、審査の経過と結果について報告いたし

ます。 

 本陳情は、全国森林環境税創設促進議員連盟、会長、板垣一徳氏から提出され、平成２５年

８月１２日に受理されたものであります。 

 陳情の趣旨は、平成２４年１０月に地球温暖化対策のための石油石炭税の税率の特例措置の導

入はされたが、その使途はＣＯ２排出抑制対策に限定され、森林吸収源対策及び地球温暖化対策

に関する地方の財源確保については、早急に総合的な検討を行うとの方針にとどまっている。こ

のようなことから、自然災害などの脅威から国民の生命と財産を守るための森林・林業・山村対

策の抜本的な強化を図ることに加え、二酸化炭素吸収源として最も重要な機能を有する森林の整

備・保全等を推進する市町村の役割を踏まえ、石油石炭税の税率の特例による税収の一定割合を、

森林面積に応じて譲与する仕組みの構築を求めるという意見書の採択を求める内容であります。 

 執行部担当課からの説明を受け、審査の過程で、委員からは、本町の面積に占める森林面積の

割合は３分の２と非常に多く、森林の持つ地球温暖化防止や国土の保全、水資源の涵養などその

機能が果たす役割は大きいと考える。この財源が確保されることにより、荒廃しつつある森林の

再生と整備が図られるのではないかなどの意見が出され、採決の結果、本陳情については陳情の

趣旨を了とし、全会一致で採択すべきものと決定した次第であります。 

 以上で、報告を終わります。 

〔米丸 文武議員降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 これからただいまの文教経済常任委員長報告について質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 討論なしと認めます。 

 これから陳情第３号を採決します。 

 お諮りします。本件に対する委員長の報告は採択です。委員長の報告のとおり決定することに

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、「陳情第３号 「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する

地方の財源確保のための意見書採択」に関する陳情について」は委員長報告のとおり採択とする

ことに決定しました。 
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癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１５「陳情第４号 少人数学級の推進などの定数

改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはかるた

めの、２０１４年度政府予算に係る意見書採択の要請に

ついて」   

○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第１５「陳情第４号 少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度

２分の１復元をはかるための、２０１４年度政府予算に係る意見書採択の要請について」を議題

とします。 

 文教経済常任委員長の審査報告を求めます。米丸文武委員長。 

〔米丸 文武議員登壇〕 

○文教経済常任委員長（米丸 文武議員）   

 当委員会に付託されました「陳情第４号 少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫

負担制度２分の１復元をはかるための、２０１４年度政府予算に係る意見書採択の要請につい

て」に関する陳情書について、審査の経過と結果について報告いたします。 

 本陳情は、さつま町宮之城屋地８４７番地、鹿児島県教職員組合北薩地区支部、書記長、大石

健司氏から提出され、平成２５年８月３０日に受理されたものであります。 

 陳情の趣旨は、日本はＯＥＣＤ諸国に比べ、１学級当たりの児童生徒数や教員１人当たりの児

童生徒数が多くなっており、一人一人の子供に丁寧な対応を行うためには、一クラスの学級規模

を引き下げる必要がある。また、文部科学省が実施した調査でも、保護者の約６割が３０人以下

学級を望んでいる。特に、本県においては複式学級も多く、単式学級で学ぶ子供たちと比較した

とき、教育の機会均等が保障されているとは言えず、複式学級の解消は極めて重要な課題である。 

 また、社会状況等の変化により、一人一人の子供に対するきめ細かな対応が必要となってきて

おり、多くの課題が山積し深刻化してきているため、こうした解決に向けた計画的な定数改善が

必要である。 

 さらに、三位一体改革により、義務教育費国庫負担制度の負担割合は２分の１から３分の１に

引き下げられ、自治体財政を圧迫するとともに、非正規雇用者の増大などに見られるように教育

条件格差も生じている。 

 このような観点から、「教育の機会均等を保障するため、国の定数基準を改めて複式学級の解

消に向けて適切な措置を講ずること」、「ＯＥＣＤ諸国並みの豊かな教育環境を整備するため、

３０人以下学級とすること」、「義務教育費国庫負担制度の負担割合を２分の１に復元するこ

と」の３項目について要請をする内容であります。 

 委員会審査に当たっては、学校教育課長から本町の小・中学校における現状等について説明を

受けたところであります。本町の現状としては、小規模校が多い関係で、１学級当たりの平均児

童・生徒数は、小学校が１３.６人、中学校が２５.２人で、全国平均は下回っているが、ＯＥＣ

Ｄの平均を中学校は上回っている現状である。学校別では、盈進小学校が１学級当たりの平均児

童数が２５.７人で、全国平均の２７.９人を下回っており、宮之城中学校は１学級当たりの平均

生徒数が３４人で、全国平均の３２.８人を上回っている。ただ、本県においては「かごしまっ

こすくすくプラン」の中で、１学級における児童数の緩和や指導加配教員、非常勤講師の配置等

を行うなどの対応を実施しているとの説明であります。 

 委員からは、本町においては小・中学校ともに１学級当たりの平均児童生徒数は全国平均を下

回っており、加配教員を配置するなどの対応がなされていることから、あえて意見書を提出する
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必要があるのか、との意見が出されました。 

 また、一方では、本町平均では全国平均を下回っているが、宮之城中学校ではそれを上回って

いる状況であり、また、教育の機会均等という観点からも複式学級の解消に向けた適切な措置を

講ずることは必要ではないか、との意見も出されました。 

 最終的に採択と継続審査の意見が出されたため、採決の結果、採択賛成者多数により、本陳情

についてはその趣旨を了とし、採択すべきものと決定した次第であります。 

 以上で報告を終わります。 

〔米丸 文武議員降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 これからただいまの文教経済常任委員長報告について質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 討論なしと認めます。 

 これから陳情第４号を採決します。 

 お諮りします。本件に対する委員長の報告は採択です。委員長の報告のとおり決定することに

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、「陳情第４号 少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費

国庫負担制度２分の１復元をはかるための、２０１４年度政府予算に係る意見書採択の要請につ

いて」は委員長報告のとおり採択とすることに決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１６「発委第２号 「森林吸収源対策及び地球温

暖化対策に関する地方の財源確保」のための意見書

（案）の提出について」   

○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第１６「発委第２号 「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源確

保」のための意見書（案）の提出について」を議題とします。 

 提出者の趣旨説明を求めます。米丸文武委員長。 

〔米丸 文武議員登壇〕 

○文教経済常任委員長（米丸 文武議員）   

 ただいま議題となりました「発委第２号 森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の

財源確保のための意見書（案）」について趣旨の説明を申し上げます。 

 意見書の内容につきましては、さきに採択されました「陳情第３号 森林吸収源対策及び地球

温暖化対策に関する地方の財源確保のための意見書採択に関する陳情書」と同趣旨であり、お手

元に配付してあります意見書（案）のとおり、石油石炭税の税率の特例による税収の一定割合を、

森林面積に応じて譲与する仕組みの構築を求めるため、衆参両院並びに内閣総理大臣ほか関係大

臣に対し意見書を提出しようとするものであります。 
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 議員各位の御賛同と御理解をいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 以上で趣旨説明を終わります。 

〔米丸 文武議員降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 これから本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 質疑なしと認めます。 

 本案は会議規則第３９条第２項の規定によって委員会付託を省略します。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 討論なしと認めます。 

 これから発委第２号を採決します。 

 お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、「発委第２号 「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する

地方の財源確保」のための意見書（案）の提出について」は原案のとおり可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１７「発委第３号 少人数学級の推進などの定数

改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはかるた

めの、２０１４年度政府予算に係る意見書（案）の提出

について」   

○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第１７「発委第３号 少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度

２分の１復元をはかるための、２０１４年度政府予算に係る意見書（案）の提出について」を議

題とします。 

 提出者の趣旨説明を求めます。米丸文武委員長。 

〔米丸 文武議員登壇〕 

○文教経済常任委員長（米丸 文武議員）   

 ただいま議題となりました「発委第３号 少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫

負担制度２分の１復元をはかるための、２０１４年度政府予算に係る意見書（案）」について趣

旨の説明を申し上げます。 

 意見書の内容につきましては、さきに採択されました「陳情第４号 少人数学級の推進などの

定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはかるための、２０１４年度政府予算に係る

意見書採択の要請について」の陳情と同趣旨であり、お手元に配付してあります意見書（案）の

とおり、３項目に関する要請をするため、内閣総理大臣ほか関係大臣に対し意見書を提出しよう

とするものであります。 

 議員各位の御賛同と御理解をいただきますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

 以上で趣旨説明を終わります。 

〔米丸 文武議員降壇〕 
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○議長（舟倉 武則議員）   

 これから本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 質疑なしと認めます。 

 本案は会議規則第３９条第２項の規定によって委員会付託を省略します。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 討論なしと認めます。 

 これから発委第３号を採決します。 

 お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、「発委第３号 少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費

国庫負担制度２分の１復元をはかるための、２０１４年度政府予算に係る意見書（案）の提出に

ついて」は原案のとおり可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１８「発委第４号 道州制導入に断固反対する意見書（案）の提出について」   

○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第１８「発委第４号 道州制導入に断固反対する意見書（案）の提出について」を

議題とします。 

 提出者の趣旨説明を求めます。新改秀作委員長。 

〔新改 秀作議員登壇〕 

○総務厚生常任委員長（新改 秀作議員）   

 「発委第４号 道州制導入に断固反対する意見書（案）の提出について」、趣旨の説明を申し

上げます。 

 意見書の内容につきましては、道州制の導入について、これまで町村議会議長会全国大会にお

いて、その総意で「住民自治の推進に逆行する道州制は行わないこと」を決定し、本年４月

１５日には、全国町村議会議長会が「町村や国民に対して丁寧な説明や真摯な議論もないまま、

道州制の導入が決定したかのごとき法案が提出されようとしていることは、まことに遺憾であ

る」とする緊急声明を行うなど、政府・国会に対して、道州制を導入しないことを要請してきた

ところである。 

 しかしながら、与党においては道州制導入を目指す法案の国会への提出の動きが依然としてみ

られ、野党の一部も道州制導入に関する法案を国会に提出しており、我々の要請を無視するかの

動きをみせている。 

 これらの法案は、道州制導入後の国の具体的な形を示さないまま、期限を区切った導入ありき

の内容となっており、ほとんどの町村においては事実上の合併を余儀なくされるおそれが高く、

住民と行政との距離が格段に遠くなり、住民自治が衰退してしまうことは明らかである。町村は

これまで国民の生活を支えるため、食料供給、国土保全に努め、伝統・文化を守り、住民ととも

に個性あるまちづくりを進めてきたが、効率性や経済性を優先してつくり上げる大規模な団体は

住民を置き去りにするものであり、到底地方自治体と呼べるものではない。 
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 多様な自治体の存在を認めること、個々の自治体の活力を高めることは、ひいては、全体とし

ての国力の増強につながっていくため、道州制の導入に反対するものであります。 

 お手元に配付してある意見書（案）のとおり、衆議院議長ほか関係大臣に対して意見書を提出

しようとするものであります。 

 以上で、趣旨説明を終わります。 

〔新改 秀作議員降壇〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 これから本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 質疑なしと認めます。 

 本案は会議規則第３９条第２項の規定によって委員会付託を省略します。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 討論なしと認めます。 

 これから発委第４号を採決します。 

 お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、「発委第４号 道州制導入に断固反対する意見書（案）の提出

について」は原案のとおり可決されました。 

 しばらく休憩します。再開はおおむね午後１時５分といたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午後０時００分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午後１時０３分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（舟倉 武則議員）   

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１９「報告第９号 平成２４年度健全化判断比率

の報告について」、日程第２０「報告第１０号 平成

２４年度資金不足比率の報告について」 

○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第１９「報告第９号 平成２４年度健全化判断比率の報告について」及び日程第

２０「報告第１０号 平成２４年度資金不足比率の報告について」の報告２件を議題とします。 

 内容の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 「報告第９号 平成２４年度健全化判断比率の報告について」及び「報告第１０号 平成

２４年度資金不足比率の報告について」であります。 
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 これは、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき健全化判断比

率を、同法第２２条第１項の規定に基づき資金不足比率を公表しようとするもので、いずれにつ

きましても、監査委員の意見を付して議会に報告するものであります。 

 内容につきましては、財政課長に説明させますので、よろしくお願いいたします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○財政課長（下市 真義君）   

 それでは、「報告第９号 平成２４年度健全化判断比率の報告について」御説明申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

 次に、１０ページのほうをお開きいただきたいと思います。 

 「報告第１０号 平成２４年度資金不足比率の報告について」でございます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 ただいまの報告に対し、お聞きしたいことはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 質疑なしと認めます。 

 これで報告第９号及び報告第１０号を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２１「議員派遣の件」   

○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第２１「議員派遣の件」を議題とします。 

 お諮りします。会議規則第１２９条の規定により、別紙のとおり次期定例会までの期間に開催

される研修会について議員を派遣したいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、別紙のとおり議員を派遣することに決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２２「閉会中の継続審査・調査について」   

○議長（舟倉 武則議員）   

 次は、日程第２２「閉会中の継続審査・調査について」を議題とします。 

 各常任委員会及び議会運営委員会並びに各特別委員会の各委員長から、会議規則第７５条の規

定によって、お手元にお配りいたしました各事項について、閉会中の継続審査・調査の申し出が

あります。 

 お諮りします。各委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続審査・調査とすることに御異議

ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（舟倉 武則議員）   

 異議なしと認めます。よって、各委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続審査・調査とす

ることに決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△閉  会   

○議長（舟倉 武則議員）   
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 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 これをもって会議を閉じ、平成２５年第３回さつま町議会定例会を閉会します。 

閉会時刻 午後１時１０分   
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